
 

 

 

 

 

 

 

補足-007 工事計画に係る補足説明資料 

（核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

2023年 6月 

中国電力株式会社 

 

 

島根原子力発電所第２号機 審査資料 

資料番号   NS2-補-007改 08 

提出年月日 2023 年 6 月 29 日 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



別 1 

 

1. 工事計画添付書類に係る補足説明資料 

添付書類の記載内容を補足するための資料を以下に示す。 

 

資料 

No. 
添付説明書名 補足説明資料（内容） 備考 

1 

使用済燃料貯蔵槽の温度，水位及び

漏えいを監視する装置の構成に関す

る説明書並びに計測範囲及び警報動

作範囲に関する説明書 

1.燃料プール温度，燃料プール冷却

ポンプ入口温度，燃料プール水

位・温度（ＳＡ），燃料プール水位，

燃料プール水位（ＳＡ）及び燃料

プールライナドレン漏えい水位に

ついて  

2.燃料プール監視カメラ（ＳＡ）に

ついて 

3.大量の水の漏えいその他要因によ

り燃料プールの水位が異常に低下

した場合の監視設備について 

2 

燃料取扱設備，新燃料貯蔵設備及び

使用済燃料貯蔵設備の核燃料物質が

臨界に達しないことに関する説明書 

1.小規模漏えい時の沸騰状態におけ

る実効増倍率について 

 

2.未臨界性評価における計算体系設

定の考え方 

3.大規模漏えい時の未臨界性評価に

おける水密度を一様に変化させる

ことの妥当性 

4.未臨界性評価の条件 

5.未臨界性評価における不確定性 

別添 1 ラックセル中のボロンの減

損割合の評価 

別添 2 使用済燃料貯蔵ラックにお

ける燃料の偏心の影響につ

いて 

別添 3 未臨界性評価の保守性及び

妥当性について 
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資料 

No. 
添付説明書名 補足説明資料（内容） 備考 

3 

燃料体等又は重量物の落下による使

用済燃料貯蔵槽内の燃料体等の破損

の防止及び使用済燃料貯蔵槽の機能

喪失の防止に関する説明書 

1.燃料プール周りの主要な重量物の

配置 

 

2.燃料取替機及び原子炉建物天井ク

レーンの待機場所について 

3.原子炉建物天井クレーンのインタ

ーロックについて 

4.新燃料の取扱いにおける落下防止

対策 

5.使用済燃料輸送容器取扱い作業時

における燃料プールへの影響 

6.ワイヤロープ及び主要部材の強度

に関する説明について 

7.燃料プールの機能に影響を及ぼす

おそれのある重量物の抽出結果 

別添 1 重量物落下時のチャンネル

ボックスへの荷重について 

4 
使用済燃料貯蔵槽の冷却能力に関す

る説明書 

1.評価条件のうち，燃料取出し期間

（10日）及び停止期間（50日）の

妥当性 

2.蒸発量の評価において考慮する発

熱源について 

3.スプレイ設備に係る安全性向上対

応 

4.原子炉補機代替冷却系を使用した

燃料プール冷却系熱交換器冷却時

の系統概要図 

別添 1 燃料プールへのスプレイ量

の評価 

別添 2 取出燃料の燃料被覆管表面

温度の評価 

別添 3 燃料プールゲートのスロッ

シングに対する評価 
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資料 

No. 
添付説明書名 補足説明資料（内容） 備考 

5 
使用済燃料貯蔵槽の水深の遮蔽能力

に関する説明書 

1.燃料プールサイフォンブレイク配

管の設置状況 

 

2.燃料プールの巡視及びサイフォン

ブレイク配管の健全性確認方法に

ついて 

3.燃料プールサイフォンブレイク配

管への重量物落下評価 

4.燃料プール水位低下時の線量率と

水位の計算結果について 

5.使用済燃料の線源強度の比較につ

いて 
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1. 燃料プール温度，燃料プール冷却ポンプ入口温度，燃料プール水位・温度（ＳＡ），燃料

プール水位，燃料プール水位（ＳＡ）及び燃料プールライナドレン漏えい水位について

1.1 燃料プール温度（計測範囲，警報動作範囲，警報設定値） 

燃料プール温度は，熱電対からの起電力を検出することにより，温度を連続的に計測す

る。 

燃料プール温度の計測範囲は，燃料プール内における冷却水の過熱状態を監視できるよ

う，0～150℃の温度を計測可能とする。また，燃料プール水位の水位低警報設定（EL 

42290mm）を包絡する範囲で温度計測可能な設置位置とする。（図 1－1「燃料プール温度

の設置図」参照。） 

警報動作は，0～150℃の範囲で設定可能であり，検出信号が警報設定値に達した場合に

は，中央制御室（「１，２号共用」（以下同じ。））に音とともに警報表示を行う。温度高の

警報動作温度以上の温度では，警報表示状態を継続する。 

温度高の警報設定値は，燃料プール温度が燃料プール冷却系により通常 52℃以下で維

持されており，燃料プール温度が通常温度より高くなったことを検出するため，燃料プー

ルの運転上の制限値（65℃）に余裕を持たせた温度（55℃）とする。

図 1－1 燃料プール温度の設置図 

EL 42800mm 

EL 42500mm（通常水位） 

熱電対 

燃料プール 

EL 42056mm（検出器先端） 
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1.2 燃料プール冷却ポンプ入口温度（計測範囲，警報動作範囲，警報設定値） 

燃料プール冷却ポンプ入口温度は，熱電対からの起電力を検出することにより，温度を

連続的に計測する。 

燃料プール冷却ポンプ入口温度の計測範囲は，燃料プール冷却ポンプ入口における冷却

水の過熱状態を監視できるよう，0～150℃の温度を計測可能とする。（図 1－2「燃料プー

ル冷却ポンプ入口温度の設置図」参照。）

警報動作は，0～150℃の範囲で設定可能であり，検出信号が警報設定値に達した場合に

は，中央制御室に音とともに警報表示を行う。温度高の警報動作温度以上の温度では，警

報表示状態を継続する。 

温度高の警報設定値は，燃料プール温度が燃料プール冷却系により通常 52℃以下で維

持されており，燃料プール温度が通常温度より高くなったことを検出するため，燃料プー

ルの運転上の制限値（65℃）に余裕を持たせた温度（55℃）とする。

図 1－2 燃料プール冷却ポンプ入口温度の設置図 

熱電対 

燃料プール 

使用済燃料 
貯蔵ラック 

スキマサージ
タンク

燃料プール冷却 
ポンプ 

燃料プールへ 
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1.3 燃料プール水位・温度（ＳＡ）（計測範囲，警報動作範囲，警報設定値） 

(1) 水位の計測範囲及び警報動作範囲について

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の水位計測は，－1000mm＊（EL 34518mm）から 6箇

所に設置した熱電対のヒータ加熱による温度変化から水中／気中を判定することによ

り間接的に水位を計測する。 

 燃料プール水位・温度（ＳＡ）の水位計測範囲は，想定事故 1，想定事故 2及び燃料

プールからの大量の水の漏えいその他の要因により当該燃料プールの水位が異常に低

下する事故を考慮し，使用済燃料貯蔵ラック上端近傍（－1000mm＊（EL 34518mm））から

燃料プール上部（＋6710mm＊（EL 42228mm））を計測範囲とする。 

 警報動作は，－1000mm＊（EL 34518mm）～＋6710mm＊（EL 42228mm）の範囲における検

出点 6 箇所で設定可能であり，燃料プール水位が警報設定値以下に低下した場合には，

中央制御室に音とともに警報表示を行う。水位低の警報動作水位以下の水位では，警報

表示状態を継続する。（図 1－3「燃料プール水位・温度（ＳＡ）の設置図」参照。） 

 水位低の警報設定値は，燃料プール冷却ポンプが停止した場合の水位低下を考慮し，

想定していない異常な水位低下を早期に検知するため燃料プール冷却ポンプが停止し

た場合の水位より下の水位（＋6710mm＊（通常水位－272mm：EL 42228mm））とする。 

注記＊：基準点は使用済燃料貯蔵ラック上端（EL 35518mm） 

(2) 温度の計測範囲及び警報動作範囲について

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の温度計測は，熱電対からの起電力を検出すること

により，温度を連続的に計測する。 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の温度計測範囲は，燃料プール内における冷却水の過

熱状態を監視できるよう，0～150℃の温度を計測可能とする。また，想定事故 1及び想

定事故 2において想定する最低水位（EL 42150mm）においても温度計測できる設置位置

とする。 

警報動作は，0～150℃の範囲で設定可能であり，検出信号が警報設定値に達した場合

には，中央制御室に音とともに警報表示を行う。温度高の警報動作温度以上の温度では，

警報表示状態を継続する。（図 1－3「燃料プール水位・温度（ＳＡ）の設置図」参照。） 

温度高の警報設定値は，燃料プール温度が燃料プール冷却系により通常 52℃以下で

維持されており，燃料プール温度が通常温度より高くなったことを検出するため，燃

料プールの運転上の制限値（65℃）に余裕を見た温度（55℃）とする。 

 温度高の警報検出箇所は，想定事故 1及び想定事故 2において想定する最低水位

（EL 42150mm）においても温度高の警報出力ができる設置位置（EL 41318mm）とする。 
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図 1－3 燃料プール水位・温度（ＳＡ）の設置図 

●：ヒータ付熱電対（水位・温度計測用：温度高警報なし）

○：熱電対（温度計測用：温度高警報発報）

＋6982mm＊(EL 42500mm) 
:通常水位 

＋6632mm＊(EL 42150mm) 
：想定事故 1,2 における 
最低水位） 

0mm＊(EL 35518mm) 

＋2000mm＊(EL 37518mm) 

＋5800mm＊(EL 41318mm) 

＋6710mm＊(EL 42228mm) 

使用済燃料

貯蔵ラック 

計測範囲 

＋4500mm＊(EL 40018mm) 

－1000mm＊(EL 34518mm) 

＋6832mm＊(EL 42350mm) 
：サイフォンブレイク配管  
下端 

注記＊：基準点は使用済燃料貯蔵ラック上端（EL 35518mm） 

－4688mm
＊
(EL 30830mm)

：底部 

：水位低 

：温度高 

＋5902mm＊(EL 41420mm) 
：スロッシング時の水位低下 
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注記＊：基準点は使用済燃料貯蔵ラック上端（EL 35518mm） 

＋6982mm＊(EL 42500mm) 

:通常水位 

＋6632mm＊(EL 42150mm) 

：想定事故 1,2における 

最低水位 

＋6832mm＊(EL 42350mm) 

：サイフォンブレイク配管 

下端 

●：ヒータ付熱電対

○：熱電対

使用済燃料

貯蔵ラック ＋5902mm＊(EL 41420mm) 

：スロッシング時の水位低下 

 1.4 燃料プール水位・温度（ＳＡ）の設定点 

(1) 目的

燃料プールの水位低下が発生した場合に，燃料プール水位・温度（ＳＡ）において使

用済燃料貯蔵ラック上端近傍まで複数の温度計（熱電対）にて燃料プールの水位を検知

する。 

燃料プールの検出点としては以下の目的を把握できるように検出点を設ける設計と

する。 

・燃料プールの水位低下を早期に検知すること

・燃料プールの水位低下時にサイフォンブレイク配管が有効に機能していることを

把握すること

・燃料プールの水位低下時に代替注水設備が有効に機能しているか把握すること

・使用済燃料の露出有無（燃料損傷の可能性）を把握すること

(2) 設定点

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の各設定点は,検出点の単一故障や水位低下・上昇傾

向を把握可能とするため,図 1－4のとおり設定する。 

図1－4 燃料プール水位・温度（ＳＡ）の水位設定点 

検出点 検出点説明 

＋6710mm＊

(EL 42228mm) 
・燃料プール水位低下を早期検知

＋5800mm＊

(EL 41318mm) 

・サイフォンブレイク配管が有効
に機能していることを確認

・スロッシングによる水位低下時
に，水位が設計想定以上である
ことを確認

＋4500mm＊

(EL 40018mm) 

・放射線遮蔽の維持に必要な水位
の確認

・水位低下・上昇の傾向管理

＋2000mm＊

(EL 37518mm) 
・原子力災害対策指針 全面緊急
事態の判断基準

0mm＊ 
(EL 35518mm) 

・使用済燃料の露出有無の確認

－1000mm＊

(EL 34518mm) 
・同上
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1.5 燃料プール水位・温度（ＳＡ）の測定方法 

(1) 検出原理

燃料プール水位・温度（ＳＡ）は，金属シースとヒータ線・熱電対の間に絶縁材を充

てん封入したヒータ付熱電対を使用した水位計である。 

ヒータ加熱すると，熱電対が検出する温度はヒータ加熱時間に応じて上昇する。ヒー

タ付熱電対の検出点が気中と水中にある場合を比較すると，熱伝達率の違いから気中に

ある場合の方が，温度上昇量が大きくなる。 

この特性を利用して，ヒータ加熱開始前後の熱電対の温度変化から検出点が水中にあ

るか気中にあるかを判定する。検出点を燃料プールの深さ方向に複数並べることによっ

て検出点の配置間隔で燃料プール水位を計測することができる。（図 1－5「ヒータ付熱

電対による水位検出原理」参照。） 

ヒータ加熱開始後 30 秒以上で水中／気中を判定することが可能だが，確実に水中／

気中を判定するため，ヒータ加熱時間は 60秒としている。 

また，ヒータ付熱電対は，ヒータを加熱しない状態では，通常の熱電対と同様に温度

を計測することが可能である。 

図1－5 ヒータ付熱電対による水位検出原理 

気中 

水中 

気中 
熱伝達率 小 
温度上昇 高 

水中 

熱伝達率 大 
温度上昇 低 

熱電対 

ヒータ

ヒータ加熱開始 
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(2) 事故時の計測性能の信頼性

燃料プールの重大事故等時において，燃料プール水温の上昇に伴う沸騰による水位低

下が想定される。その場合は，気中部分のセンサが蒸気に覆われることが想定されるた

め，そのような状態を模擬した試験を実施している。 

試験容器内に水位計を設置し，水温を沸騰状態である 100℃まで加熱した場合と常用

最高温度として 52℃まで加熱した場合における試験を実施している。水面から 50㎜上

に検出点を持つ気中のヒータ付熱電対(TC1),水面から 250 ㎜下に検出点を持つ水中の

ヒータ付熱電対(TC2）の応答性について比較を行った。気中(TC1),水中(TC2)の順で 1

分間隔でヒータ加熱を開始している。水温 100℃，52℃のどちらの場合でも，60秒間の

ヒータ加熱により気中(TC1)は約 50℃の温度上昇，水中(TC2)は約 10℃の温度上昇が確

認でき，水中／気中の判定は可能であると言える。なお，ヒータ加熱による水位判定は

60 秒であり，その後ヒータを OFF とすることで，水中にあるヒータ付熱電対の指示は

ヒータ加熱前の水温に約 60秒で復帰する。(図 1－6「高温状態の試験概要」及び図 1－

7「高温状態の試験結果」参照。) 

図 1－6 高温状態の試験概要 

 

図 1－7 高温状態の試験結果 

ヒータ付熱電対

ヒータ 熱電対

保護管

気中試験

温度
検出点

水中試験

条件1：100℃
条件2：52℃

50
mm

25
0m

m

TC1 TC2

TC1ヒータ加熱開始 TC1ヒータ加熱停止，TC2ヒータ加熱開始 

TC2ヒータ加熱停止 
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(3) 温度計及び水位計としての機能維持

燃料プール水位・温度（ＳＡ）は，熱電対による温度にて水温及び水位を計測する二

つの機能を持つ。 

温度計に関しては，水中にある 7 箇所の温度を計測することで多重性を持つ設計と

する。また，7箇所のうち 6箇所はヒータ付熱電対であるがすべての熱電対に対して同

時にヒータを使用しないことで燃料プールの温度については連続して計測が可能であ

る。また，7箇所のうち 1箇所は，ヒータが付いていない熱電対であり，温度を連続で

計測が可能である。なお，ヒータが付いていない熱電対については，温度計測において，

同じ設置高さの検出点のヒータ加熱による影響を受けない設計とする。 

水位計に関しては，ヒータ加熱による熱電対の温度上昇によって熱電対が気中又は水

中にあるのか判定が可能である。 

ヒータ加熱によって水温計測が不可とならないように，常時各熱電対に対して，順番

に一定時間（1分間）ヒータ ON／OFF を自動的に繰り返して実施することで，同時に水

位及び温度の常時計測が可能な設計とする。（6 個のヒータ付熱電対を上方から順に１

分ずつヒータに電流を流し，各熱電対について 6分に 1回加熱させる計画：図 1－8「燃

料プール水位・温度（ＳＡ）のヒータ加熱 ON／OFFサイクル」参照。） 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）は，設計基準事象施設及び重大事故等対処設備である

ため，燃料プールに照射された燃料を貯蔵している期間は水温及び水位を常時（点検時

を除く）計測している。 

また，下記を検知した場合には中央制御室に音とともに警報表示を行う。 

①熱電対の断線：記録計にて各熱電対からの起電力を監視している。

②電源異常：制御盤内の電源装置から給電される電源電圧を監視している。

図 1－8 燃料プール水位・温度（ＳＡ）のヒータ加熱 ON／OFFサイクル 

0mm*(EL 35518mm)

+2000mm*(EL 37518mm)
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使用済燃料
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計測範囲
+4500mm*(EL 40018mm)
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注記＊:基準点は使用済燃料貯蔵ラック上端（EL35518mm）
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ヒータ

ヒータ
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ヒータ

●：ヒータ付熱電対
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なお，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（以下「技術基

準規則」という。）第 69条第 1項及びその「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術

基準に関する規則の解釈」（以下「解釈」という。）に係る想定事故（「実用発電用原子

炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」第 37条解釈 3-1(a)想

定事故 1（冷却機能又は注水機能喪失により水温が上昇し，蒸発により水位が低下する

事故）及び(b)想定事故 2（サイフォン現象等により燃料プール内の水の小規模な喪失

が発生し，燃料プールの水位が低下する事故））における燃料プールの水位低下速度は

表 1－1のとおりと想定しており，上記の計測間隔（ヒータ ON）で水位をとらえること

は問題ないと考える。 

表 1－1 想定事故時における燃料プールの水位低下速度 

水位低下速度 6分間での水位低下 

想定事故 1 約 0.08m/h 約 8mm 

想定事故 2 約 0.08m/h 約 8mm 

注：水位低下速度及び 6分間での水位低下は燃料有効長頂部冠水部以上の水位での値を 

示す。 



 

10 

1.6 燃料プール水位（計測範囲，警報動作範囲，警報設定値） 

燃料プール水位は，フロート式水位検出器で計測され，燃料プール水位が警報設定値に

達した場合には，中央制御室に音とともに警報表示を行う。 

燃料プール水位高警報については通常最大負荷時水位（EL 42543mm）から原子炉建物 4

階（EL 42800mm）の間とする。燃料プール水位低警報についてはスキマサージタンク開口

部下端（EL 42350mm）より下とする。（図 1－9「燃料プール水位の設置図」参照。） 

水位低の警報動作水位以下又は水位高の警報動作水位以上の水位では，警報表示状態を

継続する。 

水位高の警報設定値は，燃料プール水位の異常な上昇によって原子炉建物 4 階へプー

ル水が溢れるのを事前に検知する水位（通常水位＋60mm（EL 42560mm））とする。 

水位低の警報設定値は，燃料プール冷却ポンプが停止した場合の水位低下を考慮し，想

定していない異常な水位低下を早期に検知するため燃料プール冷却ポンプが停止した場

合の水位より下の水位（通常水位－210mm（EL 42290mm））とする。 

 

 

 

図 1－9 燃料プール水位の設置図 

  

 

 
EL 42800mm 

 

 

 

 

EL 42560mm（水位高） 

EL 42500mm（通常水位） 

EL 42290mm（水位低） 

フロート式 
水位検出器 

燃料プール 
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1.7 燃料プール水位（ＳＡ）（計測範囲） 

燃料プール水位（ＳＡ）は，断続的に発信したパルスをプローブに伝播し，水面部での

インピーダンス変化により反射してくるパルスの往復時間を計測することで，水位を連続

的に計測する。 

また，燃料プール水位（ＳＡ）の計測範囲は，想定事故 1，想定事故 2及び燃料プール

からの大量の水の漏えいその他の要因により当該燃料プールの水位が異常に低下する事

故を考慮し，使用済燃料貯蔵ラック下端近傍（－4.30m＊（EL 31218㎜））から燃料プール

上端近傍（＋7.30m＊（EL 42818mm））を計測範囲とする。（図 1－10「燃料プール水位（Ｓ

Ａ）の設置図」参照。） 

燃料プール水位（ＳＡ）は，重大事故等対処設備であるが，燃料プールに照射された燃

料を貯蔵している期間は水位を常時（点検時を除く）計測している。 

注記＊：基準点は使用済燃料貯蔵ラック上端（EL 35518mm） 

図 1－10 燃料プール水位（ＳＡ）の設置図 

使用済燃料 

貯蔵ラック 

計測範囲 
＋6632mm＊(EL 42150mm) 
：想定事故 1,2 における 
最低水位 

－4688mm＊(EL 30830mm） 
：底部 

－4300mm＊(EL 31218mm） 

0mm＊(EL 35518mm） 

＋7300mm＊(EL 42818mm） 

＋6982mm＊(EL 42500mm) 
:通常水位 

注記＊：基準点は使用済燃料貯蔵ラック上端（EL 35518mm） 

＋6832mm＊(EL 42350mm) 
：サイフォンブレイク配管 
下端 
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1.8 燃料プール水位（ＳＡ）の検出原理 

燃料プール水位（ＳＡ）（ガイドパルス式）は，パルス（電気信号）がインピーダンス

（抵抗）の変化点で反射する性質を利用した検出器であり，演算装置からパルスを発生さ

せ，検出器内部のプローブによりパルスを伝送し，空気と水のインピーダンスの差により，

水面で反射したパルスが演算装置に戻るまでの時間を計測し，そのパルスの反射時間を演

算装置にて水位に換算して計測する水位計である。 

検出器は伝達回路となる導体のステンレスの芯棒（プローブ）が，同様に伝達回路とな

る導体のステンレス鋼管に収められた構造となっており，検出器端部から検出器ボールジ

ョイント部下付近までの連続水位計測が可能である。（図 1－11「ガイドパルス式水位計

による水位検出原理」参照。） 

図 1－11 ガイドパルス式水位計による水位検出原理 

使用済燃料 

貯蔵ラック 

演算装置 

反射パルス 

発生パルス

水面 

演算装置から発生したパルス
が水面で反射し戻るまでの時
間を計測し，水位に換算 

ボールジョイント部 
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1.9 燃料プールライナドレン漏えい水位（計測範囲，警報動作範囲，警報設定値） 

燃料プールライナドレン漏えい水位は，フロート式水位検出器で計測され，水位が警報

設定値に達した場合に，中央制御室に音とともに警報表示を行う。 

燃料プールライナドレン漏えい水位高警報は燃料プールライナからの微小漏えいを監

視するためドレン止め弁（EL 28750mm）より上とする。（図 1－12「燃料プールライナドレ

ン漏えい水位の設置図」参照。）

水位高の警報動作水位以上の水位では，警報表示状態を継続する。

水位高の警報設定値は，漏えい水検出器の下流側に設けたドレン止め弁からの水位によ

り微小漏えいを検知するため，計器の設置スペースを考慮しドレン止め弁（EL 28750mm）

より＋400mm（EL 29150mm）とする。なお，ドレン止め弁は常時「閉」運用としており，

弁の分解点検時に開閉試験を行うとともに，毎定期事業者検査における系統構成時に「閉」

を確認している。 

図 1－12 燃料プールライナドレン漏えい水位の設置図 

EL 29150mm 
(水位高) 

EL 28750mm 
(ドレン止め弁) 

燃料プール 

フロート式水位検出器

:フローグラス 

使用済燃料 
貯蔵ラック 
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1.10 先行プラントとの設備構成比較 

先行プラントとの設備構成の比較を表 1－2に示す。 

先行プラントと比較すると設備構成に差異があるが，設計基準事象対象施設として，通常運転時，運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時

において，燃料プールの水温及び水位を監視し，計測値が警報設定値に達した場合には警報表示できる設備構成としている。また，重大事故等対処

設備として重大事故等時において，燃料プールの水温及び水位を監視できる設備構成としている。 

  

表 1－2 先行プラントとの設備構成比較 

  

 

 

  

  

DB水温
(34条)

DB水位
(34条)

SA水温
（69,
73条）

SA水位
（69,
73条）

警報
(47条)

DB水温
(34条)

DB水位
(34条)

SA水温
（69,
73条）

SA水位
（69,
73条）

警報
(47条)

DB水温
(34条)

DB水位
(34条)

SA水温
（69,
73条）

SA水位
（69,
73条）

警報
(47条)

燃料プール温度
（熱電対）

〇 〇

燃料プール冷却ポンプ入口温度
（熱電対）

〇 〇

燃料プール水位
（フロート式水位検出器）

〇 〇

燃料プールライナドレン漏えい水位
（フロート式水位検出器）

〇 〇

燃料プール水位・温度（ＳＡ）
（熱電対（ヒータ付））

〇 〇 〇 〇 〇

―

燃料プール水位（ＳＡ）
（ガイドパルス式水位検出器）

〇

計測対象・機能（CP要求条文）

東海第二発電所 柏崎刈羽原子力発電所７号機 島根原子力発電所　２号機

設備名称
（検出原理）

計測対象・機能（CP要求条文）

設備名称
（検出原理）

計測対象・機能（CP要求条文）

設備名称
（検出原理）
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2. 燃料プール監視カメラ（ＳＡ）について 

2.1 燃料プール監視カメラ（ＳＡ）の視野概要 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）は，重大事故等対処設備の機能を有しており，燃料プー

ルの状態が確認できるよう高所に設置し，燃料貯蔵設備に係る重大事故等時において，燃

料プールの状態を監視する。また，照明がない場合や蒸気雰囲気下においても燃料プール

の状態が監視できる赤外線監視カメラとする。 

燃料プールの水位が低下した場合，水面は一様に低下するため，一部の水面が燃料プー

ル監視カメラ（ＳＡ）の視野外にあっても燃料プールの状態を監視することが可能である。

また，使用済燃料貯蔵ラック上端が確認できる角度にあることから，燃料プール監視カメ

ラ（ＳＡ）の設置位置は妥当である。 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）の視野概略図を図 2－1に示す。 

 

図 2－1 燃料プール監視カメラ（ＳＡ）の視野概略図 

  

燃料プール 

(b)  平 面(a) 断面図 

EL 42800mm 

EL 30830mm 

EL 42500mm 
（通常水位） 
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EL 35518mm 

EL 48500mm 
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2.2 蒸気雰囲気下での燃料プール監視カメラ（ＳＡ）の監視性 

2.2.1 可視カメラと赤外線カメラの映像比較 

蒸気雰囲気下（沸騰したヤカンの蒸気に加え，空焚きした鍋に水を注いだ状態）と

蒸気なし状態において，可視カメラと赤外線カメラの映像を比較した結果，可視カメ

ラにおいては，蒸気雰囲気下では蒸気によるレンズの曇りによって，状態把握が困難

であるが，赤外線カメラは大きな影響は見られなかったことから，赤外線カメラにお

いては，蒸気雰囲気下でも状態監視可能である。（図 2－2「可視カメラと赤外線カメ

ラの映像比較」参照。） 

 

① 可視カメラ 

 

蒸気なし状態の映像 

 

 

蒸気雰囲気状態での映像 

 

② 赤外線カメラ 

 

蒸気なし状態の映像 

 

 

蒸気雰囲気状態での映像 

図 2－2 可視カメラと赤外線カメラの映像比較 
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2.2.2 赤外線カメラのレンズに結露が発生した状況での監視 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）は耐環境性向上のため燃料プール監視カメラ用冷却 

設備で冷却を行うが，燃料プール監視カメラ（ＳＡ）が設置されている原子炉建物原

子炉棟 4階の温度は 100℃と想定されることから温度差による結露の発生が考えられ

る。赤外線カメラのレンズ表面に結露なしの状態と，レンズ表面に結露を模擬した状

態のカメラ映像を比較した結果，結露ありの場合についても結露なしの状態と変化が

見られないことから，赤外線カメラにおいては，カメラのレンズ表面に結露が発生し

た場合にも状態監視可能である。（図 2－3「赤外線カメラのレンズに結露が発生し

た状態での監視｣参照。） 

 

③ 赤外線カメラのレンズに結露を模擬 

 

結露なし状態での映像 

 

 

結露あり状態での映像 

 

図 2－3 赤外線カメラのレンズに結露が発生した状態での監視 
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2.3 燃料プール監視カメラ用冷却設備 

燃料プール監視カメラ用冷却設備は，重大事故等対処設備の機能を有しており，コンプ

レッサ，冷却器，エアクーラ等で構成し，燃料貯蔵設備に係る重大事故等時に燃料プール

監視カメラ（ＳＡ）の耐環境性向上用の空気を供給する。コンプレッサ及び冷却器は 2台

設置し，コンプレッサは 2台で必要流量 330ℓ/min以上を確保する。（図 2－4「燃料プー

ル監視カメラ用冷却設備の概略構成図」参照。） 

燃料プール監視カメラ用冷却設備は常設設備とし，燃料プール監視カメラ（ＳＡ）の冷

却に必要な空気を設置場所（原子炉建物付属棟内）での操作のみで確保できる。試験等に

より必要流量が確保されていることを確認し，試験後は流量等に影響を与える操作をしな

いことで必要な流量を確保する。 

なお，燃料プール監視カメラ用冷却設備は，常設代替交流電源設備であるガスタービン

発電機又は可搬型代替交流電源設備である高圧発電機車から給電が可能である。 

 

図 2－4 燃料プール監視カメラ用冷却設備の概略構成図 

  

冷却器 

原子炉建物原子炉棟 原子炉建物付属棟 
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監視カメラ（ＳＡ） 
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冷却器 コンプレッサ 

エアクーラ 

燃料プール監視カメラ用冷却設備 
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手動弁 
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周囲空気 
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2.3.1 燃料プール監視カメラ用冷却設備のコンプレッサ，冷却器，エアクーラの機能及び

原理 

(1) コンプレッサ 

コンプレッサは，コンプレッサ内を往復するピストンの作用で，内部の空間容積を

変化させることにより，空気を圧縮し，圧縮された空気を冷却器に送り出す。コンプ

レッサは，交流電源を必要とする。 

 

(2) 冷却器 

冷却器では，コンプレッサより送られてくる空気の湿分を除去するため，冷却器内

を循環する冷媒によりコンプレッサから送られてくる空気を冷却する。冷却器は交流

電源を必要とする。冷却器の概要図を図 2－5に示す。 

 

図 2－5 冷却器の概要図 
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(3) エアクーラ 

a. エアクーラの仕様 

エアクーラの基本仕様を表 2－1に示す。 

 

表 2－1 エアクーラの基本仕様 

項目 仕様 

圧縮空気圧 0.3～0.7MPa 

消費空気量 165～390ℓ/min 

冷風率 25～75％* 

重量 380g 

注記＊：冷風率は調整ねじによりあらかじめ 25％で固定とする。 

 

b. エアクーラの機能及び原理 

コンプレッサから供給された圧縮空気は，渦流発生器（ゼネレータ）により接

線方向に音速で吐出され，膨張すると共に高速回転し渦流となって，（A）から

（B）の方向へ移動する。 

この時，整流板と調整ねじの間の空間によって熱風排出口から排出される空気

量（冷気比率）が定まる。 

一方，排気されない残留空気は渦流の遠心力によってできた内側の空洞内を外側

の渦流と同方向に回転しながら冷風となって，冷風出口（C）の方へ流れる。 

 

図 2－6 エアクーラの構造 

 

器内に発生した渦流には大きな遠心力が働いて圧力，密度が急上昇し，抵抗を増

加して温度が上昇する。この時に渦流の外側ほど周速は大きく，また温度も高くな

り渦流の中心部との間に大きな圧力差を生じる。渦流の中心部を空気が（B）から

（C）冷風出口の方向へ移動する時に膨張しながら減速による制動作用のため外側

の渦流に対して仕事を行うため，外側では温度が上がり，中心部には低温の空気が

できる。また，暖かい空気に供給された熱量と冷たい空気から持ち去られた熱量は

常に等しいので調整ねじから外側の熱量の排出量を多くすることにより，内側の冷

気量が少なくなり，温度の低下は大きくなる。 
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3. 大量の水の漏えいその他要因により燃料プールの水位が異常に低下した場合の監視設備

について 

 燃料プールからの大量の水の漏えいその他の要因により当該燃料プールの水位が異常に

低下する事象においては，燃料プールの水位及び温度による監視を継続し，水位監視を主と

しながら必要に応じて，燃料プール監視カメラ（ＳＡ）により燃料プールの状態を監視する。 

 

・燃料プール水位の異常な低下事象時における水位監視については，燃料プール底部近傍

までの水位低下傾向を把握するため，燃料プール水位（ＳＡ）を配備する。 

 

【水位監視】 

燃料プールの燃料貯蔵設備に関わる重大事故等により変動する可能性のある範囲に

わたり水位監視を行う。 

【温度監視】 

水位監視を主として，燃料プール水位・温度（ＳＡ）にて温度監視を行う。（温度は

沸騰による蒸発状態では，燃料プール水の温度変化がないことから，必要に応じて監

視する。） 

 

燃料プールの水位が異常に低下した場合の監視設備については，図 3－1「燃料プー

ルの水位が異常に低下した場合の監視設備概略図」に示す。 

 

 
図 3－1 燃料プールの水位が異常に低下した場合の監視設備概略図 
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1. 小規模漏えい時の沸騰状態における実効増倍率について 

燃料プールは，燃料プール冷却系，残留熱除去系の故障等により燃料プールの冷却機能及

び注水機能が喪失又は燃料プールに接続する配管の破損等により燃料プール水の小規模な

漏えいその他要因により当該燃料プールの水位が低下した場合に，技術基準規則第 69条第

1項及び解釈により施設が要求されている燃料プールスプレイ系（常設スプレイヘッダ）又

は燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）による冷却及び水位確保により燃料プー

ルの機能（燃料体等の冷却，水深の遮蔽能力）を維持するとともに，実効増倍率が最も高く

なる冠水状態においても臨界を防止できる設計としている。 

仮に燃料プール水が沸騰又は喪失状態となった場合には，燃料プールの水密度が減少する

ことにより，ラックセル内で中性子を減速する効果が減少し，実効増倍率を低下させる効果

が生じる。一方，ラックセル間ではラックのボロンによる中性子吸収が減少して，実効増倍

率を増加させる効果が生じる。低水密度状態を想定した場合の燃料プールの実効増倍率は上

記の 2つの効果のバランスにより決定されるため，ラックの材質・ピッチの組合せによって

は通常の冠水状態と比較して未臨界性評価結果が厳しくなる可能性がある。 

そこで，島根原子力発電所第２号機の燃料プールにおいて水密度を一様に0.0～1.0g/cm3

と変化させて実効増倍率を計算したところ，中性子の強吸収体であるラックセル中のボロン

の効果により，実効増倍率を増加させる効果がある隣接ラックへの中性子の流れ込みが抑制

されることから，水密度の減少に伴い実効増倍率は単調に減少する結果が得られた。ボロン

は供用期間中に中性子を吸収し，中性子の吸収体としての効果が低下することが考えられる

が，仮に供用期間を60年としても効果の低下はごく僅かであり，供用期間後の使用済燃料搬

出までの期間を10年（合計70年間）と仮定しても効果の低下はごく僅かであると考えられる

（別添1参照）。このため，水密度が減少する事象が生じた場合でも未臨界は維持されるこ

ととなる。 
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2. 未臨界性評価における計算体系設定の考え方

大規模漏えい時の未臨界性評価における計算体系は，水平方向及び垂直方向に無限に広が

りを持つ体系と設定している。 

本評価の計算モデルを図 2－1 に示す。本評価の計算モデルは，使用済燃料貯蔵ラックセ

ルを設定し，周囲での境界条件を完全反射（高さ方向は無限に相当）と設定することで中性

子の漏れがない保守的な条件としており，燃料集合体，使用済燃料貯蔵ラックの幾何学形状

及び配置を模擬した使用済燃料貯蔵ラックとし，燃料集合体が配置されていない空間を含め

た燃料プール全体をモデル化することよりも，保守的な計算モデルとなっている。 

なお，本計算モデルにおいては，使用済燃料貯蔵ラックと隣の使用済燃料貯蔵ラックの中

間が計算モデルの境界となるように設定することで，実設計の使用済燃料貯蔵ラック間距離

を反映している。 

図 2－1 未臨界性評価の計算モデル 
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3. 大規模漏えい時の未臨界性評価における水密度を一様に変化させることの妥当性 

大規模漏えい時の未臨界性評価は，燃料プール水が喪失した状態で，燃料プールスプレイ

系（可搬型スプレイノズル）にてラック及び燃料体等を冷却し，臨界とならないよう配慮し

たラック形状において，スプレイや蒸気条件においても臨界を防止できることを確認する。

このスプレイや蒸気条件の想定として燃料プール全体の水密度を一様に0.0～1.0g/cm3まで

変化させることとしている。 

大規模漏えい時には，燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）により燃料プール

全体に注水する手順となっており，ラックを構成する一部のセルに水が偏ることはない。ま

た，燃料プール水が喪失していく過程や再冠水過程においてもラック底部からラック内に水

が流れ込む構造になっている。このため，燃料体等からの崩壊熱によりラック内外で水密度

の濃淡が生じるものの，ラック内外で著しい水位差は生じない。以上より，偏った水密度分

布となることは考え難い。したがって，スプレイや蒸気条件における未臨界性評価条件とし

て，水密度を一様に0.0～1.0g/cm3まで変化させることは妥当である。 
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4. 未臨界性評価の条件

4.1 燃料条件 

「ＴＧＢＬＡ」＊1/「ＮＥＵＰＨＹＳ」＊2にて評価した無限増倍率を図4－1～5に示す。

９×９燃料（Ａ型），９×９燃料（Ｂ型）及び高燃焼度８×８燃料等の炉心装荷時の無限

増倍率は，それぞれ添加されたガドリニアの量によって2種類ずつあるタイプを対象に，

その各軸方向断面について，2次元の無限体系にて燃焼を進めて計算している。いずれの

燃料においても低Gd燃料の上部，又はGd濃度の低い燃料上部において無限増倍率が最大と

なり，運転期間中のガドリニア効果によるピークを考慮しても1.30を超えることはない。

したがって，十分大きな保守性をもつモデルバンドルとして，炉心装荷時の無限増倍率が

1.30となるよう設定した。中でもピーク時の無限増倍率が高いのは９×９燃料（Ａ型）及

び９×９燃料（Ｂ型）であるが，値はほぼ同等のため，９×９燃料（Ａ型）をモデルバン

ドルの想定に用いた。 

モデルバンドルは，部分長燃料の有無により軸方向の濃縮度分布を上下2領域に分け，

無限増倍率が最大となるガドリニアの燃焼が進んだ状態を想定し，未燃焼組成で無限増倍

率が1.30となるように濃縮度分布を設定する。この濃縮度分布をウラン燃料設計の基本的

な考え方（燃料集合体の内側と外側での中性子スペクトルの違いを考慮し，濃縮度を外側

に向かって低く，コーナー部は低濃縮度にする）に基づいて，９×９燃料（Ａ型）の濃縮

度分布を参考に設定するとモデルバンドルの平均濃縮度は wt％（軸方向下部断面で

wt％，上部断面で wt％）となる。一般に，B-SUSラックはボロンの強い中性子吸

収効果により，熱中性子が欠乏した減速不足の状態にある。このため，水対ウラン比が大

きいモデルバンドル上部断面を用いたほうが，ラック体系における中性子の減速不足状態

が緩和されるため実効増倍率が高く評価される。以上から，より保守的な条件としてモデ

ルバンドルの上部断面を未臨界性評価に用いた。また，いずれの燃料においても燃焼が進

み燃焼末期に近づくにつれて無限増倍率は低下するため，使用済燃料として貯蔵される状

態においては，より大きな保守性をもつと言える。モデルバンドルとしては９×９燃料（Ａ

型）を用いたが，いずれの燃料を用いてもこの大きな保守性に包絡され，燃料条件として

は保守的な設定となる。 

注記＊1：沸騰水形原子力発電所 燃料集合体核特性計算手法，TLR－006改訂1，株式会社

東芝，平成20年9月 

＊2：ＢＷＲの燃料集合体核特性計算手法について，NLR－01，原子燃料工業株式会社，

平成 6年 4月 



5 

4.2 ラック条件 

解析使用値としては実効増倍率が最も大きくなる公差の組み合わせの条件を用いる。具

体的には，ラックの製作公差において，ラック板厚は吸収材の量が少なくなるよう小さく

し，ラックピッチ及び内のりは燃料がより接近するよう小さくした。ラックの製作公差は

以下のとおり（公称値±公差）であり，最小値，公称値，最大値にて実効増倍率を計算し

た結果，それぞれ上述の条件によって最も保守的になることを確認した（図4－6～8）。 

ラック板厚  ：  mm ＋ , － mm 

ラックピッチ： mm ± mm 

ラック内のり： mm ± mm 

ボロン濃度は保守的に製造範囲（ wt％～ wt％）の下限値を使用した。ラック

配列については，保守的に鉛直方向は無限長，水平方向は無限配列とした。 

なお，ラックは板同士を溶接して製造しており，溶接部分にはボロンの減損が生じる可

能性があるが，実効増倍率に有意な変化はない。 

以上より，ラック条件は保守的な設定となっている。 

ラック製造公差を踏まえた上で，実効増倍率の評価が最も保守的になるラック寸法及び

ボロン濃度の整理を表4－1に示す。  

表4－1 実効増倍率の評価が最も保守的になるラック寸法及びボロン濃度の条件 

項目 保守的となる解析条件 

使用済燃料貯蔵ラ

ック 

ラックピッチ mm 

ボロン濃度 wt％ 

ラック板厚 mm 

ラック内のり＊ mm 

注記＊：ラック内のりは，ラックの構造から，ラックピッチからラック板厚を引くことで計

算される。 

4.3 プール水条件 

燃料プール水条件のうち，水温については4℃の時に密度が大きく評価結果が最も厳

しくなる。水温を0～100℃まで変化させても，水密度は0.95g/cm3を下回らない。水密

度については，0g/cm3， g/cm3， g/cm3， g/cm3， g/cm3， g/cm3， g/cm3，

g/cm3， g/cm3， g/cm3，1.0g/cm3の11点を評価した。 

4.4 その他の条件 

(1) チャンネルボックス 

未臨界性評価において，チャンネルボックスは装着した状態を想定している。チャ

ンネルボックスを装着した条件で解析を実施した大規模漏えい時の使用済燃料貯蔵ラ

ックの未臨界性評価において，実効増倍率は統計誤差3σ（0.001）を加えて最大で0.927

である。一方で，この評価条件からチャンネルボックス装着有無のみを変更して実施

した解析において得られた実効増倍率は，統計誤差3σ（0.001）を加えて0.916である。
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したがって，チャンネルボックスを装着した条件は保守的である。 

(2) ラックセル内の燃料配置 

ラックセル内で燃料が偏心すると，中性子の強吸収体であるB-SUSに接近することに

より，燃料領域の熱中性子が減少し実効増倍率が低くなる。したがって，燃料をラッ

クセル内の中央配置とした設定は保守的である。（別添2参照） 

4.5 燃料条件，ラック条件及びその他の条件の保守性について 

燃料条件，ラック条件及びその他の条件が保守的になるよう，上述のとおり設定し，実

効増倍率が最も厳しくなる条件とした。（別添3参照） 

図4－1 ９×９燃料（Ａ型）の冷温時無限増倍率 



7 

図4－2 ９×９燃料（Ｂ型）の冷温時無限増倍率 

図4－3 高燃焼度８×８燃料の冷温時無限増倍率 
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図4－4 新型８×８ジルコニウムライナ燃料の冷温時無限増倍率 

図4－5 新型８×８燃料の冷温時無限増倍率＊

注記＊：初装荷燃料は，タイプ1及びタイプ2の2種類の燃料からなり，Gd濃度はタイプ2の方が

小さいため，より低い燃焼度でGdが燃え尽きることから無限増倍率のピーク値は大き

くなる。 
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図4－6 ラック板厚を変化させた場合のkeffの変化 

図4－7 ラックピッチを変化させた場合のkeffの変化 
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図4－8 ラック内のりを変化させた場合のkeffの変化 
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5. 未臨界性評価における不確定性

5.1 計算コード等の不確定性 

計算コード等の不確定性は，計算コードの不確定性，燃料及びラック製作公差（燃料配

置は実効増倍率が高くなる配置）及び統計誤差からなる。計算コードの不確定性は，実験

値と計算値の平均的なずれ（平均誤差）が ，分散の95％信頼度から求められる標準

偏差の上限に，95％の確率で実験結果が計算値を上回らない条件を考慮した値（95％信頼

度×95％確率）が である。当該値は，米国PNLで実施されたPNL-3602臨界実験のう

ち，吸収材の種類や濃縮度等，燃料ラックの臨界解析で重要なパラメータ（表5－1）がBWR

燃料ラックの条件に近い32ケースを対象としたベンチマーク解析により評価済である。選

定した臨界実験は，対象の実験の中ではBWRの燃料プールの体系に近いものであり，パラ

メータ範囲に入らない項目もあるものの，燃料棒寸法については異なる値に対して解析を

実施しばらつきが小さいこと，濃縮度についてはその平均値が臨界実験のパラメータ範囲

内にあること，被覆管の中性子吸収割合は燃料集合体全体で見れば少ないこと等から，パ

ラメータ範囲逸脱の影響は小さく，ケース数としても十分と考えられる。製作公差に基づ

く不確定性（燃料製造公差とラック製作公差（＋燃料配置影響））については，実効増倍

率が最も高くなる体系を対象に解析を実施していることから，解析結果に含まれている。

統計誤差3σ（実効増倍率 に対し，統計誤差3σは ）についても「ＳＣＡＬ

Ｅ」の解析結果として実効増倍率に加えた値を評価結果としている（表5－2）。 

5.2 「ＫＥＮＯ－Ⅴ.ａ」及び「ＫＥＮＯ－Ⅵ」における評価モデルの違いと実際の評価結果

の違いの影響 

PWRでは「ＫＥＮＯ－Ⅵ」を用いて評価を実施しているが，島根原子力発電所第２号機

では「ＫＥＮＯ－Ⅴ.ａ」を用いている。「ＳＣＡＬＥ」を開発したORNLの文献ORNL/TM-

2001/110＊1があり，それによると，Ⅴ.ａとⅥのモデルの違いは，主に幾何形状モデルで

あるが，臨界計算における解析結果のバージョン間の差異は0.001～0.002と小さく，統計

誤差0.002～0.004と比較して有意でない。 

5.3 評価方法 

島根原子力発電所第２号機の燃料プール未臨界性評価条件としては，ラック製作公差や

燃料配置等の厳しい条件を用いて実効増倍率を計算するのに対し，PWRでは公称値により

実効増倍率を計算した結果に，不確定性として，製作公差等それぞれのばらつきに基づく

実効増倍率の誤差を未臨界性評価上厳しくなる側に統計的に加算する。 

PWRでは公称値に基づく実効増倍率に，不確定性（計算コードの不確定性，燃料及びラ

ック製作公差（燃料材の直径，密度等比較的詳細な項目に及ぶ製作公差。燃料配置は未臨

界度が厳しくなる配置），統計誤差）を考慮し，実効増倍率0.98以下で評価している。一

方，BWRでは厳しい条件に基づく実効増倍率に，コードの不確定性を含まない等，誤差項

目について比較的詳細に扱っていないが，統計誤差については標準偏差の3倍を考慮した

上，0.95以下で評価している＊2。また，「臨界安全ハンドブック第2版」（日本原子力研

究所 1999年）においては「モンテカルロコードを用いた場合には，計算された平均増倍
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率に標準偏差の3倍の値を加えた値を推定臨界下限増倍率または0.95と比較し，未臨界を

判定する。」とされている。 

 

注記＊1：Validation and Comparison of KENO Ⅴ.a and KENO-Ⅵ 

  ＊2：ANSI/ANS-57.2-1983 Design Requirements for LWR SF Storage Facilities at 

Nuclear Power Plants 
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表5－1 燃料ラックの臨界解析で重要なパラメータ（抜粋） 

項目 単位 

燃料貯蔵設備及び BWR燃料

仕様のパラメータ範囲 

選定した臨界実験の 

パラメータ範囲 

MIN MAX MIN MAX 

燃

料 

ウラン燃料 

235U濃縮度 
wt％ 

MOX燃料 Pu含有率 wt％ － 

燃料材径 mm 9.6 

燃料要素径 mm 11.2 

被覆材材質 － ジルカロイ－2 

燃料要素ピッチ mm 

燃料体内の減速材体

積／燃料体積 
－ 

燃料要素配列条件 － 正方配列 

体系条件 － 燃料体配列体系 

減

速

材 

減速材 － 無/軽水 

減速材密度 g/cm3 0 約 1.0 

減速材中の 

ほう素濃度 
ppm 0 

ラ

ッ

ク

セ

ル 

ラックセル材質 － B-SUS 

B-SUS製ラックセルの

ほう素添加量 
wt％ 

反

射

体 

反射体材質 － 軽水 

注記＊1：モデルバンドルのバンドル平均濃縮度 

  ＊2：チャンネルボックス内での減速材と燃料ペレットの体積比 

  ＊3：燃料棒格子での減速材と燃料ペレットの体積比 
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表5－2 未臨界性評価における不確定性評価結果 

臨界計算上の不確定性評価項目 不確定性 

計算コードの不確定性 平均誤差 Δk 

平均値の不確定性 εc 

製作公差に基づく 

不確定性 

燃料製造公差 εf －＊1 

ラック製作公差 

（＋燃料配置影響） 

εr －＊1 

統計誤差＊2 3σ 

 実効増倍率はkeff＋ε＝ keff＋Δk＋√((εc)2＋(εf)2＋(εr)2＋(3σ)2)と計算できる＊3が，

Δk及びεcは0としている。keffの計算の入力に炉心装荷時無限増倍率1.30のほか，ラック製作

公差を実効増倍率が保守的になるよう見込み，標準偏差の3倍を考慮して0.95以下を確認して

いる。 

注記＊1：製作公差に基づく不確定性のうち，燃料製造公差については，炉心装荷時の無限増

倍率が1.30となるよう設定し，ラック製作公差（＋燃料配置影響）については，実

効増倍率が最も高くなる体系を対象に解析を実施していることから，解析結果（実

効増倍率 keff）に含まれている。 

  ＊2：入力値である乱数（追跡する中性子）から計算した実効増倍率の平均値と，個々の

実効増倍率の計算値の差から標準偏差を求め，臨界安全ハンドブックの考え方に従

い，標準偏差の3倍としている。 

  ＊3：ANSI/ANS-8.17-2004 criticality safety criteria for the handling, storage, 

and transportation of LWR fuel outside reactors 
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別添1 

 

ラックセル中のボロンの減損割合の評価 

 

1. 概要 

中性子の強吸収体である使用済燃料貯蔵ラックセル中のボロン（10B）は供用期間中に中性

子を吸収し，中性子の吸収体としての効果が低下することが考えられるため，供用期間及び

供用期間後の使用済燃料搬出までの期間を想定した場合における使用済燃料貯蔵ラックセ

ル中の10Bの減損率を評価する。 

 

2. 評価方法 

使用済燃料貯蔵ラックセル中の10Bの中性子吸収減損率は以下の式により評価される。 

（10B原子1個あたりの中性子吸収減損率）[％] 

   ＝（中性子照射量）[cm-2]×（10B原子1個あたりの吸収反応断面積）

[cm2]×100[％] 

評価にあたっては，類似の評価事例として，乾式キャスクのバスケット（燃料を収納する

部分）における評価事例をもとに以下のとおり評価した。 

 

乾式キャスクにおける60年間の供用期間中に受ける放射線照射量は1014[cm-2]～1016[cm-2]

と評価されている＊1。 

ここで，10Bの減損率を安全側に評価するため，放射線照射は全て熱中性子によるものと

し，中性子照射量を1×1016[cm-2]として評価する。なお，10B原子1個あたりの吸収反応断面

積は3838×10-24[cm2]＊2を使用する。 

以下のとおり，乾式キャスクにおける供用期間中（60年間）の10B原子1個あたりの中性子

吸収減損率は約0.004％とごく僅かである。 

（1×1016）[cm-2]×（3838×10-24）[cm2]×100[％]＝3.84×10-3[％] 

また，使用済燃料搬出までの期間を想定し評価期間を仮に70年間とした場合でも以下のと

おり，中性子吸収減損率は約0.004％とごく僅かである。 

（1×1016）[cm-2]×（70/60）[-]×（3838×10-24）[cm2]×100[％]＝4.48×10-3[％] 

 

3. 評価結果 

以上のとおり，乾式キャスクにおいて，評価期間を60年間及び70年間とした場合で評価し

ても，10Bの減損率は約0.004％であり，ごく僅かである。なお，使用済燃料貯蔵ラックセル

では水による中性子の減速・吸収効果があるため，中性子束は乾式キャスクよりも減少する

ことが見込まれる。 

したがって，使用済燃料貯蔵ラックセルにおいても同様に10Bの中性子吸収体の効果低下

は無視できるほど小さいと考えられる。 

 

注記＊1：リサイクル燃料備蓄センター その他の安全対策について（長期貯蔵に対する考慮），
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平成22年2月，原子力安全・保安院 

  ＊2：アイソトープ手帳 11版（公益財団法人日本アイソトープ協会発行） 
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別添 2 

使用済燃料貯蔵ラックにおける燃料の偏心の影響について 

使用済燃料貯蔵ラックにおいて，燃料をラックセルの中央に配置した基本配置及び図 1 の

全体的に偏心したパターンについて，実効増倍率を評価した。評価の結果，基本配置の場合が

実効増倍率が高い結果となった。表 1に評価結果を示す。 

表 1 評価結果 

燃料配置 実効増倍率（keff＋3σ） 

基本配置 0.927 

偏心配置 

図 1 使用済燃料貯蔵ラック中の燃料の偏心状況 
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未臨界性評価の保守性及び妥当性について 

未臨界評価の保守性及び妥当性について，表 1に示す。 

未臨界評価の評価条件は，表 1の１～５について，実効増倍率が大きくなる保守的な条件と

している。「６ プール水条件の設定」については，燃料プールスプレイ系によるスプレイを

想定し，いかなる密度条件においても臨界を防止できることを示すために水密度を 0～

1.0g/cm3に設定しており，妥当な条件である。 

表 1 未臨界性評価の保守性及び妥当性 

評価条件 保守性及び妥当性 

1 未臨界性評価における 

計算体系 

ラックセルを計算体系と

設定 

ラックセルの計算体系を単位格子とし，単位格子の水平方

向，鉛直方向を完全反射に設定していることから，中性子

の漏れがなく，保守的な条件となる。 水平方向：完全反射 

鉛直方向：完全反射 

2 燃料条件 無限増倍率が 1.30 とな

るように濃縮度分布を設

定 

いずれの燃料においても無限増倍率は，1.30 より小さい

ため，保守的な条件となる。 

3 ラック条件 ラックの製造公差を考慮

し，最も保守的な設定を

採用 

ラック製造公差の中で最も評価結果が厳しくなる組み合

わせのため、保守的な条件となる。 

B-SUS のボロン濃度とし

て，製造範囲（ wt％

～ wt％）の下限値

を採用 

B-SUSのボロン濃度を，製造範囲の下限値（ wt％）と

しているため、保守的な条件となる。 

4 その他

の条件 

チャンネル 

ボックス 

チャンネルボックスは装

着した状態を想定 

燃料は，チャンネルボックスを装着した状態の方が実効増

倍率が大きくなるため，保守的な条件となる。 

5 ラックセル内

燃料配置 

ラックセル内中央に使燃

料が配置した場合（基本

配置）を想定 

ラックセル内中央に燃料が配置する基本配置の場合が，評

価結果が厳しくなるため，保守的な条件となる。 

6 プール水条件の設定 水密度を 0～1.0 g/cm3ま

で変化させる 

燃料プール水が喪失した状態で，燃料プールスプレイ系に

よるスプレイを実施した場合の条件を想定し，いかなる密

度条件においても，臨界を防止できることを確認できるた

め，妥当な条件となる。 



資料 No.3 

燃料体等又は重量物の落下による使用済燃料貯蔵槽内の 

燃料体等の破損の防止及び使用済燃料貯蔵槽の機能喪失 

の防止に関する説明書に係る補足説明資料 
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1. 燃料プール周りの主要な重量物の配置

落下時に燃料プールの機能に影響を及ぼすおそれのある主要な重量物の配置を図 1-1 に示

す。 

図 1-1 燃料プール周りの主要な重量物の配置 

原子炉建物原子炉棟 4階 概略平面図 

原子炉建物原子炉棟内オペフロ全体 原子炉建物天井 原子炉建物壁面 

原子炉建物天井クレーン 

①燃料プール側面 ②燃料プール側面

燃料取替機 

③燃料プール内

（使用済燃料貯蔵ラック側） 
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2. 燃料取替機及び原子炉建物天井クレーンの待機場所について

燃料取替機及び原子炉建物天井クレーンは，燃料プール上へ待機配置しない運用とするこ

とで，燃料プールへの落下は防止される。また，レールからの落下を防止するよう，ストッ

パから基準地震動Ｓｓでの滑りを考慮した距離をとる，又はストッパにより脱線を防止でき

る設計とする。図 2-1及び図 2-2に燃料取替機及び原子炉建物天井クレーンの待機場所を示

す。 

図 2-1 燃料取替機待機場所 
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図 2-2 原子炉建物天井クレーン待機場所 
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3. 原子炉建物天井クレーンのインターロックについて

原子炉建物天井クレーンは，燃料プール上を使用済燃料輸送容器及び重量物が走行及び横

行できないように可動範囲を制限するインターロックを設けている。 

  原子炉建物天井クレーン走行レール及び横行レールは原子炉建物原子炉棟 4 階を走行及

び横行できるよう敷設されているが，重量物及び使用済燃料輸送容器の移動を行う際には，

重量物及び使用済燃料輸送容器が燃料プール上を通過しないよう，レールに沿って設置され

たリミットスイッチ及びインターロックによる移送範囲の制限により，燃料プールへの重量

物及び使用済燃料輸送容器の落下を防止する設計とする。 

インターロックには 3 つのモード（A～C モード）があり，取り扱う重量物に応じてモー

ド選択を行い，移送範囲を制限することで，燃料プールへの重量物及び使用済燃料輸送容器

の落下を防止している。なお，モード切替は運転室内の操作盤上のモード切替スイッチによ

り行う。 

 原子炉建物天井クレーンのインターロックによる重量物移送範囲の関係を図 3-1～3 に示

す。なお，Cモードは燃料プール上へアクセス可能なモードではあるが，使用済燃料輸送容

器や重量物を移送する場合には使用しない。 

図 3-1 原子炉建物天井クレーンのインターロック（Aモード）による使用済燃料輸送容器移

送範囲 
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図 3-2 原子炉建物天井クレーンのインターロック（Bモード）による重量物移送範囲 

図 3-3 原子炉建物天井クレーンのインターロック（Cモード）による移送範囲 
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4. 新燃料の取扱いにおける落下防止対策

新燃料は，新燃料輸送容器に 2体ずつ収納され原子炉建物天井クレーン（補巻）によって

原子炉建物原子炉棟 4階へ搬入する。新燃料輸送容器から新燃料検査台へは新燃料を 1体ず

つ原子炉建物天井クレーン(補巻)によって移送し，受入検査を実施するとともにチャンネル

ボックスを装着する。新燃料検査台から新燃料貯蔵庫又はチャンネル着脱装置へ原子炉建物

天井クレーン(補巻)にて移送する。新燃料貯蔵庫からチャンネル着脱装置への移送にも原子

炉建物天井クレーン（補巻）を用いる。吊具として使用するワイヤロープは気中作業で確実

な装着を確認し，安全率は，6以上を確保している。チャンネル着脱装置から燃料プールの

ラック，ラック間及びラック－炉心間の移送は燃料取替機にて取り扱われる。

新燃料の取扱いに係る移送フロー及び経路(例)を図 4-1に示す。

図 4-1 新燃料の取扱いに係る移送フロー及び経路（例） 

図 4-1に示すとおり，新燃料を燃料プールへ移送する際は，可能な限り燃料プール上を移送

しない運用とし，燃料プール上への落下を防止している（「【参考】新燃料の入水作業」参照）。 

 原子炉建物天井クレーンは，動力電源喪失時にて自動的にブレーキがかかる機能を有してい

るとともに，フックには外れ止め装置を装備し，新燃料の落下を防止する構造としており，速

度制限，過巻防止用のリミットスイッチにより，誤操作等による新燃料の落下は防止される。 

 炉心への燃料装荷の際には，燃料取替機による新燃料移送作業を行うこととなるが，燃料取

替機についても，動力電源喪失時等における種々のインターロックが設けられており，新燃料

の落下は防止される。 

チャンネル着脱装置（図 4-2）は，燃料プールの側面に設置され，ガイドレールがプール壁

面の金物に差し込まれており，上部でボルト固定されている。チャンネル着脱装置は，1体の

み燃料体等を載せることのできる台座と燃料体等が倒れないよう上部で支持する固定具が一

体（カート）となり昇降する設計となっている。カートはガイドレールに支持されており，ロ

ーラチェーンを介して最上限ストッパから下限ストッパの位置までの間を昇降（図 4-3）し，
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直接燃料プールライニングに衝突しないため，燃料プールライニングを損傷させることはない。

なお，チャンネル着脱装置のカートは通常時は燃料プール底部で待機しており，燃料集合体外

観検査時に燃料体等の昇降を行う際には，線量低減の観点から，機械的なインターロックによ

り，上限ストッパの位置までに上昇を制限し，遮蔽水深として 2460 ㎜を確保できる構造とす

る。また，燃料集合体外観検査時には，チャンネル着脱装置上部において放射線量を測定し，

線量を管理する運用とする。電源遮断時には，電磁ブレーキで駆動軸を保持する構造とする。 

【参考】新燃料の入水作業 

  新燃料取扱時においては，原子炉建物原子炉棟 4階に搬入された新燃料輸送容器から，原

子炉建物天井クレーン（補巻）によって，燃料集合体を 1体ずつ吊り上げ，新燃料検査台に

て受入検査しチャンネルボックスを装着した上で，再び原子炉建物天井クレーン（補巻）に

て吊り上げて移動し，（場合によっては新燃料貯蔵庫に貯蔵した後同様に吊り上げて移動し），

燃料プールに入水し，チャンネル着脱装置に載せ，燃料取替機に受け渡す。 

新燃料検査台又は新燃料貯蔵庫にて，原子炉建物天井クレーン（補巻）は，安全率 6 以

上のワイヤロープに装着された落下防止装置付きのフックに，安全率 6 以上のワイヤロー

プを気中作業にて確実に取り付けた新燃料をゆっくり吊り上げる。 

新燃料検査台又は新燃料貯蔵庫からチャンネル着脱装置の直近までは，新燃料の動線上に

ある構造物を避けるために必要な高さ（最大約 1.2 m）に吊り上げながら移動する。新燃料

は，燃料プールのチャンネル着脱装置上に移動し，参考図のように，金属製の柵に囲まれた

チャンネル着脱装置の吊り下ろしエリアへ，作業員が直接手で触れ監視しつつクレーン操作

者に指示を出して移動する。チャンネル着脱装置の吊り下ろしエリアでは，新燃料をチャン

ネル着脱装置近くまで吊り下ろす。

チャンネル着脱装置のカートが，水面から深さ cm 程度の高さまで上昇した状態で待

機しているところへ，作業員が直接手でサポートしながらクレーン操作者に指示を出し，新

燃料をカート直上にゆっくりと移動させる。カートの真上に来たことを作業員が目視で確認

し，ゆっくりと確実にカートの上面にある燃料をホールドする四角形の孔に目視をしながら

下部タイプレートの下端から挿入し，カート下方の台座まで新燃料を降下し着座させる。 
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参考図 チャンネル着脱装置のカートへ吊り下ろす直前の状況（イメージ） 

万一カートの直上以外 

にアクセスしようとし 

ても柵等が障害となる 

吊り上げた燃料集合体 
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図 4-2 チャンネル着脱装置概要図 図 4-3 ストッパの位置 



10 

5. 使用済燃料輸送容器取扱い作業時における燃料プールへの影響

使用済燃料輸送容器の取扱い作業は原子炉建物天井クレーン（主巻）を使用し，機器搬出

入口ハッチより原子炉建物原子炉棟 4階へ使用済燃料輸送容器の移送を行い，キャスク置場

にて使用済燃料の収納作業が行われる。ラックからキャスク置場の使用済燃料輸送容器への

使用済燃料の移送には燃料取替機を用いる。作業概要について図 5-1に示す。 

 本作業時における原子炉建物天井クレーンの運転は，使用済燃料輸送容器が燃料プール上

を通過することがないよう，インターロックによる可動範囲制限を行うことで，燃料プール

への使用済燃料輸送容器の落下は防止される設計としている。 

 また，原子炉建物天井クレーンはインターロックによる運転の他，動力電源喪失時に自動

的にブレーキがかかる機能を有しているとともに，フックには外れ止め金具が装備されてお

り，速度制限，過巻防止用のリミットスイッチも設けられていることから，使用済燃料輸送

容器の落下は防止される設計としている。 

なお，キャスク置場での使用済燃料輸送容器取扱い時に，仮に地震等にて原子炉建物天井

クレーンの各ブレーキ（横行，走行，巻上下）の機能が喪失した場合，使用済燃料輸送容器

は横行，走行方向及び鉛直方向に滑るおそれがあるが，使用済燃料輸送容器をキャスク置場

にて取り扱う際には，キャスク置場を燃料プールと隔離して，キャスク置場単独で水抜き等

を実施するためのキャスクピットゲートが設置されるため，使用済燃料輸送容器が横行，走

行方向及び鉛直方向に滑った＊1，2としても，燃料プール水位維持のための燃料プールライニ

ング健全性は維持される。使用済燃料輸送容器とキャスク置場の上から見た位置関係を図

5-2に示す。

使用済燃料を燃料取替機にて使用済燃料輸送容器に収納する際は，キャスク置場にアクセ

スするため燃料取替機のモードをキャスクモードに切り替える。通常燃料を約 5.2m しか吊

り上げられないインターロックとなっているが，これによって，最大で約 5.6m まで吊り上

げられるようになる。図 5-3に使用済燃料輸送容器とキャスク置場を横から見た位置関係を

示す。 

キャスク置場から取り出した使用済燃料輸送容器は，燃料プールとは隔離されたキャスク

除染ピットにおいて，転倒防止装置を取り付けることにより固縛する。 

注記＊1：使用済燃料輸送容器取扱い時は，インターロックにより可動範囲が制限されること

及びキャスク置場はキャスクピットゲートにより燃料プールと隔離されることから，

使用済燃料輸送容器がキャスク置場内に吊り下ろされている状態で横行，走行方向

に滑ったとしても使用済燃料輸送容器とキャスク置場壁の隙間は約 70cmであり，燃

料プールライニングを損傷させない。 

  ＊2：鉛直方向ブレーキについて，制動力を上回る負荷トルクが発生した場合の滑り量は 

補足-027「工事計画に係る説明資料（機器配管系の耐震性についての説明書）」にて

説明する。 
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図 5-1 使用済燃料輸送容器取扱い作業フロー（例） 

図 5-2 使用済燃料輸送容器とキャスク置場の位置関係（上から見た図） 
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図 5-3 使用済燃料輸送容器とキャスク置場の位置関係（横から見た図） 
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6. ワイヤロープ及び主要部材の強度に関する説明について

ロープは，当該規格要求を満足する安全率を有した設計としている。

万が一どちらかのワイヤロープが切断した場合でも，残り 1 本のワイヤロープで吊り荷

（燃料集合体 約 kg），伸縮管（本体側に設置（固定）された第 1 段を除く第 2 段～5

段の荷重；約 kg）及びグラップル（約 kg）を保持可能な設計としている。 

  ワイヤロープの破断荷重（ kN）に対し，使用上の最大荷重は 11.3kN（定格荷重 450kg，

グラップル約 kg，伸縮管（第 2 段～5 段の荷重）約 kg：合計約 kg）で，安全

率は約 6.7であり，クレーン構造規格要求（安全率 3.55）を満足した設計となっている。 

また，燃料吊り荷重伝達ルートにおける，ワイヤロープ以外の主要強度部材（フック，グ

ラップルシャフト，ワイヤロープ取付部等）においても，クレーン構造規格に定めるワイヤ

ロープと同等以上の安全率を有する設計としている。

なお，ワイヤロープ（グラップル側）が切断した場合，伸縮管（5段）の底部とグラップ

ルのナットが衝突するが，グラップルのナットはグラップルシャフトにねじ込みで固定され

ていること，また，伸縮管の底部は 本のボルトで固定されており，ボルトの引張強さ

520N/mm2 に対し，発生応力は約 N/mm2 であることから，衝撃に対し十分な強度を有し，

吊り荷及びグラップルを保持可能な設計としている。 

燃料取替機は，ワイヤロープを 2本有しており，1本のワイヤロープ（グラップル側）が

「燃料集合体及びグラップル」を，もう 1本のワイヤロープ（伸縮管側）が「伸縮管」をそ

れぞれ吊る構造となっている（図 6-1参照）。 

  燃料取替機は，定格荷重を 450kg としており，0.5t 未満のためクレーン構造規格適用除

外揚重機となるが，ホイスト，走行レール，ガーダの設計については，クレーン構造規格を

準用し，その他の部品は，JIS及びメーカ社内基準等に基づいた設計としており，各ワイヤ
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図 6-1 ワイヤロープ概略図 
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・片側ワイヤロープが切断した場合の衝撃荷重について

先に示したクレーン構造規格要求の安全率 3.55 は，静荷重に対して定められたものである

ため，片側ワイヤロープが切断した場合の衝撃荷重が加わっても，残りの片側ワイヤロープが

保持可能であることについて以下のとおり確認した。 

ワイヤロープの破断荷重が，衝撃荷重と負担荷重の和よりも大きいことを確認する。

ワイヤロープ 2本の内，伸縮管側のワイヤロープが切断したと仮定する。この場合の衝撃荷

重Ｆは， 

∫𝐹 𝑑𝑡 = 𝑚 ∙ 𝑣 

で表される。ここで，m：伸縮管荷重（約 kg），v：速度である。ワイヤロープの固有周

期を Tとすれば， 

F＝2πmV/T 

となる。ここで，π：円周率，V：落下距離到達時の速度である。 

固有周期 Tは，以下の式で表せる。 

T = 2π√
𝑚

𝑘

となる。ここで，kはワイヤロープのばね定数で， 

k＝E・A/L E：ワイヤロープの弾性係数 約 N/mm2 

 A：ワイヤロープの断面積 mm2 

 L：ワイヤロープの長さ（巻出し長さ） 約 m 

落下距離は（伸縮管－グラップル間）として 46mm であり，落下距離到達時の速度 V は重力

加速度を 9.8m/s2とすれば 0.95m/sと計算でき，衝撃荷重 F＝約 Nとなる。 

ワイヤロープの負担荷重は，定格荷重 450kgとグラップル約 kgの合計とし，衝撃荷重 F

には余裕をみて F＝25000Nとすると，ワイヤロープの破断荷重： Nより， 

破断荷重／（衝撃荷重＋負担荷重）＝ ／（25000＋ ×9.8） 

＝ ＞2 

なお，式の出典は機械工学便覧，各パラメータは以下による。 

  E：ワイヤロープメーカ値を採用。ワイヤロープはプレテンション加工*1を実施しており，

経年後の硬くなった状態を想定。 

  A：ワイヤロープは，約 7 倍の安全率を有した設計であり，2 定検毎に交換を行うことか

ら，顕著な恒久的伸びは発生しないため，断面積の縮小は考慮せず，製作時の寸法を

想定。 

  L：グラップルを最上限位置まで巻上げ，伸縮管第 2 段～5 段の荷重が掛かった状態を想

定。 

 上記結果により，片側ワイヤロープ（伸縮管側）が切断した場合においても，破断荷重が衝

撃荷重と負担荷重の和を上回っており，もう片側のワイヤロープ（グラップル側）にて保持可

能な設計を有している。 
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注記＊1：製作完了後，引張装置を使用し，所定の荷重（張力）をかけ，一定時間保持した後，

荷重を元に戻すことを一定回数繰り返すことで，仕様初期に生じる初期伸び及びロー

プ径の細りが少なくなる。なお，加工により弾性係数が約 1.3倍増加する。 
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7. 燃料プールの機能に影響を及ぼすおそれのある重量物の抽出結果

7.1 燃料プールの機能に影響を及ぼすおそれのある重量物の抽出結果 

 燃料プール周辺設備等の重量物について，燃料プールへの落下時に燃料プールの機能に

影響を及ぼすおそれのある重量物について，燃料プールとの位置関係，作業実績を踏まえ

て抽出した結果の詳細を表 7-1 に示す。気中落下時の衝突エネルギが落下試験の衝突エネ

ルギより大きい設備等について，十分な離隔距離の確保，固縛若しくは固定，又は基準地

震動Ｓｓによる地震荷重に対し燃料プールへ落下しない設計を行うことにより落下防止対

策を行っている。なお，燃料プール周辺で資機材等を設置する場合は，落下時の衝突エネ

ルギの大小に関わらず，社内規定に基づき評価を行い，設置場所や固定方法について検討

した上で設置する。 

   また，燃料プールの機能に影響を及ぼすおそれのある重量物のうち，燃料プールのフロ

アレベルに設置するものの一覧（表 7-2），配置図（図 7-1）及び吊り荷の落下防止対策（表

7-3）を以下に示す。
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表 7-1 燃料プールの機能に影響を及ぼすおそれのある重量物の抽出結果＊1 

番
号

抽出項目＊4 詳細 抽出の考え方 
燃料プールに対する位置 
関係，作業実績を踏まえた 

落下防止対策 

1 原子炉建物 

B 屋根トラス，耐震壁等 ウォークダウンにより
抽出 

基準地震動 Ssに対する 
落下防止設計 B クレーンガーダ

A 水銀灯，蛍光灯 
機器配置図等により 

抽出 

落下時に燃料プールの機能に 
影響を及ぼさない 

B 原子炉建物天井クレーン昇降用及点検歩廊 
離隔，固縛等による 

落下防止対策 

2 燃料取替機 燃料取替機 
機器配置図等により 

抽出 
基準地震動 Ssに対する 

落下防止設計 

3 原子炉建物天井クレーン 原子炉建物天井クレーン 
機器配置図等により 

抽出 
基準地震動 Ssに対する 

落下防止設計 

4 その他クレーン類 

原子炉建物補助天井クレーン 

機器配置図等により 
抽出 

離隔，固縛等による 
落下防止対策 

新燃料検査台，鋼製容器立掛台 
離隔，固縛等による 

落下防止対策＊2 

チャンネル取扱ブーム
基準地震動 Ssに対する 

落下防止設計 

5 ＰＣＶヘッド（取扱具含む） 
PCVヘッド 機器配置図等により 

抽出 
離隔，固縛等による 
落下防止対策＊2,3 PCVヘッド吊具 

6 ＲＰＶヘッド（取扱具含む） 

RPV上蓋 

機器配置図等により 
抽出 

離隔，固縛等による 
落下防止対策＊2,3 

RPVヘッド点検架台 

スタッドボルトテンショナ

RPV取扱機器工具箱（内容物含む） 

RPVヘッド保温材 

スタッドボルトラック

7 内挿物（取扱具含む） 

B 小物廃棄物収納容器 

機器配置図等により 
抽出 

離隔，固縛等による 
落下防止対策＊3 B LPRM切断片バスケット 

A 制御棒 

落下時に燃料プールの機能に 
影響を及ぼさない 

A 制御棒（除却分） 

A ブレードガイド 

A 燃料集合体 

A 照射燃料集合体 

A チャンネルボックス取扱具

B MSラインプラグ・気水分離器蒸気乾燥器用吊具 
離隔，固縛等による 
落下防止対策＊2,3 

A LPRM切断片バスケット専用吊具 

落下時に燃料プールの機能に 
影響を及ぼさない 

A バスケット取扱具 

A 小物収納容器取扱具 

A チャンネル着脱装置

A LPRM仮置ハンガー 

A 上部格子板ガイド 

A LPRM据付ガイド 

A 中央燃料支持金具取扱具 

A チャンネルボックス

B 蒸気乾燥器 
離隔，固縛等による 

落下防止対策＊3 
B 気水分離器 

B 改良型主蒸気管水封プラグ 

A 水中照明灯 
落下時に燃料プールの機能に 

影響を及ぼさない 
A 操作ポール 

A チャンネルボルトレンチ

B 改良型シュラウドヘッドボルトレンチ 
離隔，固縛等による 
落下防止対策＊2,3 

A LPRM検出器 
落下時に燃料プールの機能に 

影響を及ぼさない 

B SFPゲートブリッジ 
離隔，固縛等による 
落下防止対策＊2,3 

A チャンネルボックス装着治具
落下時に燃料プールの機能に 

影響を及ぼさない 
A インコア取扱具

A 気中式 LPRM切断装置 
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番
号

抽出項目＊4 詳細 抽出の考え方 
燃料プールに対する位置 
関係，作業実績を踏まえた 

落下防止対策 

7 内挿物（取扱具含む） 

B 気中式 LPRM切断装置用架台 機器配置図等により 
抽出 

離隔，固縛等による 
落下防止対策＊2,3 

A 気中式 LPRM切断装置用架台用ベースプレート 
落下時に燃料プールの機能に 

影響を及ぼさない A 中性子源 
ウォークダウンにより

抽出 

8 プール内ラック類 

A チャンネル貯蔵ラック

機器配置図等により 
抽出 

落下時に燃料プールの機能に 
影響を及ぼさない 

A 使用済燃料貯蔵ラック 

A 制御棒・破損燃料貯蔵ラック 

A ブレードガイドラック 

A 制御棒貯蔵ハンガ 

B 仮設 CRラック 
離隔，固縛等による 

落下防止対策＊3 
B 仮設 CR・GTラック 

B 仮設 FSラック 

9 プールゲート類 

燃料プールゲート （大） 
機器配置図等により 

抽出 
離隔，固縛等による 

落下防止対策＊3 燃料プールゲート （小） 

キャスク置場ゲート

10 
使用済燃料輸送容器 
（取扱具含む） 

輸送容器（キャスク） 

機器配置図等により 
抽出 

離隔，固縛等による 
落下防止対策＊3 

輸送容器蓋 

キャスク吊具

キャスク共用架台

固体廃棄物移送容器 

固体廃棄物移送容器蓋 

制御棒専用バスケット 

燃料内容器 

搬入容器 

RPV監視試験片（バスケット） 
キャスク装填用遮蔽容器

監視試験片用容器 

11 電源盤類 

チャンネル着脱装置制御盤

機器配置図等により 
抽出 

離隔，固縛等による 
落下防止対策＊2 

常用照明切替盤 
落下時に燃料プールの機能に 

影響を及ぼさない 

天井クレーン電源盤 
離隔，固縛等による 

落下防止対策＊2 

自動火災報知設備中継器盤 
落下時に燃料プールの機能に 

影響を及ぼさない 

燃料取替機操作室変圧器盤 離隔，固縛等による 
落下防止対策＊2 R/B空気冷却機操作盤 

作業用電源盤 
落下時に燃料プールの機能に 

影響を及ぼさない 監視システム制御盤 ウォークダウンにより
抽出 カメラ中継盤

12 フェンス・ラダー類

燃料プール・キャスクピット廻り手摺り 

機器配置図等により 
抽出 

落下時に燃料プールの機能に 
影響を及ぼさない 

原子炉ウェル廻り手摺り 

除染ピット廻り手摺り 

大物搬入口手摺り 

気中照明用ウェル手摺り 

ウェル梯子

DSP梯子 

燃料プール異物混入防止フェンス 
ウォークダウンにより

抽出 三角コーン・コーンバー 

工事区画用フェンス 

13 装置類 原子炉補機冷却水サージタンク 
機器配置図等により 

抽出 
離隔，固縛等による 

落下防止対策＊2 

14 作業機材類 

B 
CR・FS同時つかみ具収納箱 
（CR・FS同時つかみ具含む） 機器配置図等により 

抽出 
離隔，固縛等による 
落下防止対策＊2,3 

B CR梱包箱 

B 炉内サービス機器収納ラック 
機器配置図等により 

抽出 
離隔，固縛等による 

落下防止対策＊2 
B ポール収納ラック 

B 圧力容器Ｏリング収納箱 
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番
号

抽出項目＊4 詳細 抽出の考え方 
燃料プールに対する位置 
関係，作業実績を踏まえた 

落下防止対策 

14 作業機材類 

B 吊具類保管箱 
ウォークダウンにより

抽出 
離隔，固縛等による 

落下防止対策 

B 除染装置 
機器配置図等により 

抽出 
離隔，固縛等による 
落下防止対策＊2,3 

B トランス
ウォークダウンにより

抽出 
落下時に燃料プールの機能に 

影響を及ぼさない 

B チャンネルボックス検査装置

機器配置図等により 
抽出 

離隔，固縛等による 
落下防止対策＊2,3 

B レイダウン機器運搬台車
離隔，固縛等による 

落下防止対策＊2 

B ナット置台
離隔，固縛等による 

落下防止対策＊3 

B GMサーベイメータ用鉛遮へい容器 
ウォークダウンにより

抽出 
離隔，固縛等による 

落下防止対策＊2 

B LPRM切断機 

機器配置図等により 
抽出 

離隔，固縛等による 
落下防止対策＊3 

A LPRM掴具 

落下時に燃料プールの機能に 
影響を及ぼさない 

A LPRM切断装置水圧ポンプ 

A 油圧ポンプ 

A LPRM気中切断用架台 

A 制御棒グラップル 

A サーベランスホルダ取扱具

A 足場材（板，クランプ） 
ウォークダウンにより

抽出 

B 切断機固定台 
機器配置図等により 

抽出 

離隔，固縛等による 
落下防止対策＊2,3 

A 30tSUSパイプカッター 落下時に燃料プールの機能に 
影響を及ぼさない A ナット清掃装置

15 計器・カメラ・通信機器類 

燃料プール水位 ウォークダウンにより
抽出 落下時に燃料プールの機能に 

影響を及ぼさない 
燃料貯蔵プール監視用カメラ 

燃料取替階モニタ 
機器配置図等により 

抽出 

水素ガス検出器 

機器配置図等により 
抽出 

落下時に燃料プールの機能に 
影響を及ぼさない 

水位監視用スケール 

燃料プールエリア放射線モニタ 
（低レンジ）（高レンジ） 

燃料取替階ユニットヒータ入口温度 

運転監視用テレビ装置 
ウォークダウンにより

抽出 

IAEAカメラ 
機器配置図等により 

抽出 RCWサージタンク水位 

燃料プール監視カメラ 

水中カメラ装置 作業実績を踏まえ抽出 

電話 
ウォークダウンにより

抽出 可搬型ダストサンプラ 

汚染検査装置 

使用済燃料プール水温度 

機器配置図等により 
抽出 

使用済燃料プール水位 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

原子炉ウェルエリア（モニタ） 

燃料取替階西側エリア（モニタ） 

燃料取替階東側エリア（モニタ） 

燃料交換監視用 ITV 

静的触媒式水素処理装置入口温度 

静的触媒式水素処理装置出口温度 

火災監視カメラ 
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番
号

抽出項目＊4 詳細 抽出の考え方 
燃料プールに対する位置 
関係，作業実績を踏まえた 

落下防止対策 

16 試験・検査用機材類 

B 模擬炉心 作業実績を踏まえ抽出 
離隔，固縛等による 
落下防止対策＊2,3 

B ISI用テストピース 
機器配置図等により 

抽出 
離隔，固縛等による 

落下防止対策＊2 

B 天井クレーン荷重試験ウエイト 作業実績を踏まえ抽出 離隔，固縛等による 
落下防止対策＊2,3 B プラットホーム 

機器配置図等により 
抽出 A 仮置き架台（CR外観検査用） 

落下時に燃料プールの機能に 
影響を及ぼさない 

17 
コンクリート

プラグ・ハッチ類 

原子炉ウエルシールドプラグ 

機器配置図等により 
抽出 

離隔，固縛等による 
落下防止対策＊2,3 

コンクリートハッチカバー

鋼製ハッチカバー 

大物搬入口グレーチング 

除染ピットカバー 

燃料プールスロットプラグ 

蒸気乾燥器・気水分離器ピットカバー 

蒸気乾燥器・気水分離器ピットスロットプラグ 

18 空調機 
燃料取替階電気ヒータ 機器配置図等により 

抽出 
離隔，固縛等による 

落下防止対策＊2 R/B空気冷却機 

19 重大事故等対処設備 
静的触媒式水素処理装置 機器配置図等により 

抽出 
基準地震動 Ssに対する 

落下防止設計 燃料プールスプレイ系配管 

20 その他 

B ブローアウトパネル 

機器配置図等により 
抽出 

離隔，固縛等による 
落下防止対策 B 原子炉建物ダクト 

A 電源内蔵型照明 

落下時に燃料プールの機能に 
影響を及ぼさない 

A ケーブル

A 鉛毛板 

ウォークダウンにより
抽出 

A 工事用足場 

A 浮き輪 

A 時計 

A 放射線管理エリア区画用資材 

A ＣＨ－Ｌ４ＶＫ（充電器） 

B 消防用設備 
機器配置図等により 

抽出 
離隔，固縛等による 

落下防止対策＊2 

注記＊1：重量物の抽出に当たっては，ニューシア情報を確認し，重量物の固縛措置に関して， 

島根原子力発電所第 2号機で反映が必要な事項はないことを確認している。 

  ＊2：燃料プールのフロアレベルに設置するものの離隔，固縛等による落下防止対策の詳 

細について表 7-2に記載する。 

  ＊3：吊り上げ時の落下防止対策の詳細について表 7-3に記載する。 

  ＊4：「抽出項目」で示す設備等のうち，落下時に燃料プールに影響を及ぼさないものと落 

下防止対策を実施するものがいずれも含まれる設備等については，落下時に影響を 

及ぼさないものを「A」，落下防止対策を実施するものを「B」とする。 
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表 7-2 燃料プールのフロアレベルに設置するものの一覧

番
号

抽出項目 No. 詳細 
離隔の考え方 

（燃料プールからの距離，設置高さ， 
重量，形状，床の段差） 

4 その他クレーン類 1 新燃料検査台，鋼製容器立掛台 燃料プールからの距離，床の段差 

5 
ＰＣＶヘッド（取扱

具含む） 

2 PCVヘッド 
燃料プールからの距離，重量，形状 

3 PCVヘッド吊具 

6 
ＲＰＶヘッド（取扱

具含む） 

4 RPV上蓋 

燃料プールからの距離，重量，形状 

5 RPVヘッド点検架台 

6 スタッドボルトテンショナ

7 RPV取扱機器工具箱（内容物含む） 

8 RPVヘッド保温材 

9 スタッドボルトラック

7 
内挿物（取扱具含

む） 

10 MSラインプラグ・気水分離器蒸気乾燥器用吊具 

燃料プールからの距離，床の段差 
11 改良型シュラウドヘッドボルトレンチ 

12 SFPゲートブリッジ 

13 気中式 LPRM切断装置用架台 

11 電源盤類 

14 チャンネル着脱装置制御盤

燃料プールからの距離，形状，床の段差 
15 天井クレーン電源盤 

16 燃料取替機操作室変圧器盤 

17 R/B空気冷却機操作盤 

13 装置類 18 原子炉補機冷却水サージタンク 燃料プールからの距離，床の段差 

14 作業機材類 

19 
CR・FS同時つかみ具収納箱 
（CR・FS同時つかみ具含む） 

燃料プールからの距離，床の段差 

20 CR梱包箱 

21 炉内サービス機器収納ラック 

22 ポール収納ラック 

23 圧力容器Ｏリング収納箱 

24 除染装置 

25 チャンネルボックス検査装置

26 レイダウン機器運搬台車

27 GMサーベイメータ用鉛遮へい容器 

28 切断機固定台 

16 試験・検査用機材類 

29 模擬炉心 

燃料プールからの距離，床の段差 
30 ISI用テストピース 

31 天井クレーン荷重試験ウエイト 

32 プラットホーム 

17 
コンクリート

プラグ・ハッチ類 

33 原子炉ウエルシールドプラグ 

燃料プールからの距離，重量，床の段差 

34 コンクリートハッチカバー

35 鋼製ハッチカバー 

36 大物搬入口グレーチング 

37 除染ピットカバー 

38 燃料プールスロットプラグ 

39 蒸気乾燥器・気水分離器ピットカバー 

40 蒸気乾燥器・気水分離器ピットスロットプラグ 

18 空調機 
41 燃料取替階電気ヒータ 

燃料プールからの距離，床の段差 
42 R/B空気冷却機 

20 その他 43 消防用設備 燃料プールからの距離，床の段差 
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表 7-3 吊り荷の落下防止対策 

番
号

抽出項目 詳細 

使用するクレーン（主巻・
補巻・ホイスト）及び吊具
（専用・汎用のワイヤ・ス

リング・吊具）*

適用法令・安全率の考え方 

5 
ＰＣＶヘッド（取扱具含

む） 

PCVヘッド 主巻・専用吊具 

主巻はⅥ-1-3-3 3.落下防
止対策による。 
吊具はメーカ社内基準に基
づき，強度評価を実施。 

PCVヘッド吊具 主巻 
主巻はⅥ-1-3-3 3.落下防
止対策による。 

6 
ＲＰＶヘッド（取扱具含

む） 

RPV上蓋 主巻・専用吊具 

主巻はⅥ-1-3-3 3.落下防
止対策による。 
吊具はメーカ社内基準に基
づき，強度評価を実施。 

RPVヘッド点検架台 補巻・汎用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 

スタッドボルトテンショナ 主巻 
主巻はⅥ-1-3-3 3.落下防
止対策による。 

RPV取扱機器工具箱（内容物含む） 補巻・汎用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 

RPVヘッド保温材 主巻・専用吊具 

主巻はⅥ-1-3-3 3.落下防
止対策による。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 

スタッドボルトラック 補巻・汎用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 

7 内挿物（取扱具含む） 

小物廃棄物収納容器 補巻・汎用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 

LPRM切断片バスケット 補巻・専用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はメーカ社内基準に基
づき，強度評価を実施。 

MSラインプラグ・気水分離器蒸気乾燥器用吊具 主巻 
主巻はⅥ-1-3-3 3.落下防
止対策による。 

蒸気乾燥器 主巻・専用吊具 

主巻はⅥ-1-3-3 3.落下防
止対策による。 
吊具はメーカ社内基準に基
づき，強度評価を実施。 

気水分離器 主巻・専用吊具 

主巻はⅥ-1-3-3 3.落下防
止対策による。 
吊具はメーカ社内基準に基
づき，強度評価を実施。 

改良型主蒸気管水封プラグ 主巻・専用吊具 

主巻はⅥ-1-3-3 3.落下防
止対策による。 
吊具はメーカ社内基準に基
づき，強度評価を実施。 

改良型シュラウドヘッドボルトレンチ 補巻・汎用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 

SFPゲートブリッジ 補巻・汎用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 

気中式 LPRM切断装置用架台 補巻・汎用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 
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番
号

抽出項目 詳細 

使用するクレーン（主巻・
補巻・ホイスト）及び吊具
（専用・汎用のワイヤ・ス

リング・吊具）*

適用法令・安全率の考え方 

8 プール内ラック類 

仮設 CRラック 補巻・専用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はメーカ社内基準に基
づき，強度評価を実施。 

仮設 CR・GTラック 補巻・専用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はメーカ社内基準に基
づき，強度評価を実施。 

仮設 FSラック 
回転ジブクレーン・ 

専用吊具 

回転ジブクレーンはクレー
ン構造規格による。
吊具はメーカ社内基準に基
づき，強度評価を実施。

9 プールゲート類 

燃料プールゲート （大） 補巻・専用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はメーカ社内基準に基
づき，強度評価を実施。 

燃料プールゲート （小） 補巻・専用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はメーカ社内基準に基
づき，強度評価を実施。 

キャスク置場ゲート 補巻・専用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はメーカ社内基準に基
づき，強度評価を実施。 

10 
キャスク

（取扱具含む） 

輸送容器（キャスク） 主巻・専用吊具 

主巻はⅥ-1-3-3 3.落下防
止対策による。 
吊具はメーカ社内基準に基
づき，強度評価を実施。 

輸送容器蓋 主巻・専用吊具 

主巻はⅥ-1-3-3 3.落下防
止対策による。 
吊具はメーカ社内基準に基
づき，強度評価を実施。 

キャスク吊具 主巻／補巻 

主巻はⅥ-1-3-3 3.落下防
止対策による。 
補巻はクレーン構造規格に
よる 

キャスク共用架台 補巻・汎用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 

固体廃棄物移送容器 主巻・専用吊具 

主巻はⅥ-1-3-3 3.落下防
止対策による。 
吊具はメーカ社内基準に基
づき，強度評価を実施。 

固体廃棄物移送容器蓋 主巻・汎用吊具 

主巻はⅥ-1-3-3 3.落下防
止対策による。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 

制御棒専用バスケット 補巻・専用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はメーカ社内基準に基
づき，強度評価を実施。 

燃料内容器 補巻・汎用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 

搬入容器 補巻・汎用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 

RPV監視試験片（バスケット） 

キャスク装填用遮蔽容器
補巻・汎用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 

監視試験片用容器 補巻・汎用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 
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番
号

抽出項目 詳細 

使用するクレーン（主巻・
補巻・ホイスト）及び吊具
（専用・汎用のワイヤ・ス

リング・吊具）*

適用法令・安全率の考え方 

14 作業機材類 

CR・FS同時つかみ具収納箱 

（CR・FS同時つかみ具含む） 

回転補助ホイスト・ 
専用吊具 

回転補助ホイストはクレー
ン構造規格による。
吊具はメーカ社内基準に基
づき，強度評価を実施。

CR梱包箱 補巻・汎用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 

除染装置 補巻・汎用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 

チャンネルボックス検査装置 補巻・汎用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 

ナット置台 主巻・汎用吊具 

主巻はⅥ-1-3-3 3.落下防
止対策による。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 

LPRM切断機 補巻・汎用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 

切断機固定台 補巻・汎用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 

16 試験・検査用機材類 

模擬炉心 補巻・汎用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 

天井クレーン荷重試験ウエイト 
主巻／補巻／補助ホイス

ト・汎用吊具

主巻はⅥ-1-3-3 3.落下防
止対策による。 
補巻及び補助ホイストはク
レーン構造規格による。
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。

プラットホーム 補巻・専用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はメーカ社内基準に基
づき，強度評価を実施。 

17 
コンクリート

プラグ・ハッチ類 

原子炉ウエルシールドプラグ 主巻・専用吊具 

主巻はⅥ-1-3-3 3.落下防
止対策による。 
吊具はメーカ社内基準に基
づき，強度評価を実施。 

コンクリートハッチカバー 補巻・汎用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 

鋼製ハッチカバー 補巻・汎用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 

大物搬入口グレーチング 補巻，汎用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 

除染ピットカバー 補巻・汎用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 
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番
号

抽出項目 詳細 

使用するクレーン（主巻・
補巻・ホイスト）及び吊具
（専用・汎用のワイヤ・ス

リング・吊具）*

適用法令・安全率の考え方 

17 
コンクリート

プラグ・ハッチ類 

燃料プールスロットプラグ 主巻・専用吊具 

主巻はⅥ-1-3-3 3.落下防
止対策による。 
吊具はメーカ社内基準に基
づき，強度評価を実施。 

蒸気乾燥器・気水分離器ピットカバー 補巻・汎用吊具 

補巻はクレーン構造規格に
よる。 
吊具はクレーン等安全規則
により，安全率 6以上のも
のを使用。 

蒸気乾燥器・気水分離器ピットスロットプラグ 主巻・専用吊具 

主巻はⅥ-1-3-3 3.落下防
止対策による。 
吊具はメーカ社内基準に基
づき，強度評価を実施。 

注記＊：使用するクレーン及び吊具については代表ケースを示す。代表ケースで示すものと異

なるクレーン及び吊具で吊り荷を取扱う場合においても，代表ケースと同様に適切な

適用法令・安全率の考え方となるようにし，吊り荷の落下を防止する 
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図 7-1 燃料プールのフロアレベルに設置するものの一覧



別 1 

別添 1 

重量物落下時のチャンネルボックスへの荷重について 

チャンネルボックスは，チャンネルファスナによって上部タイプレートに結合されており，

重量物落下時はチャンネルファスナを通じて上部タイプレートと一体としてふるまうことと

なる。このため，重量物落下時の荷重の一部はチャンネルボックスにも作用するが，その荷重

は摩擦によってスペーサ及び下部タイプレートに作用する。スペーサは 2本のウォータロッド

のうちの 1本で上下方向の位置が保持されている。したがって，重量物落下時のチャンネルボ

ックスへの荷重の一部は，下部タイプレート及びウォータロッドにかかることになる（図 1-1）。 

 以上を考慮すると，落下物を受ける燃料集合体にチャンネルボックスを装着しない状態を仮

定し，ウォータロッドへの荷重を無視して，燃料棒のみで落下物の荷重を受け止める想定は保

守的であると考えられる。 

図 1-1 チャンネルボックスの受ける荷重について 
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1. 評価条件のうち，燃料取出し期間（10日）及び停止期間（50日）の妥当性

（1）燃料取出し期間（10日）の妥当性 

  燃料プール水の蒸発量の評価条件のうち，原子炉を停止してから燃料プールへの使用済燃

料の取出し完了までの期間は，保守的に 10 日として評価するが，その妥当性は以下のとお

り確認している。 

・10日は，定期検査主要工程表における約 10日を考慮した設定となっている（図 1-1参照）。 

・過去の全燃料取出しを行った定期検査実績と比較しても保守的な設定である（表 1-1参照）。 

・燃料プール内燃料の崩壊熱は，全燃料取出し直後が最大となる。

 

約 4.5日 

冷却，開放，ウェル水張り 

約 5.5日 

燃料取出し 

図 1-1 定期検査主要工程 

表 1-1 過去の全燃料取出しを行った定期検査での燃料取出し完了までの期間（実績） 

定期検査回数 定期検査実績 備考 

第 1回 8日 部分燃料取出しのため除外 

第 2回 8日 部分燃料取出しのため除外 

第 3回 14日 － 

第 4回 13日 － 

第 5回 12日 － 

第 6回 12日 － 

第 7回 10日 － 

第 8回 10日 － 

第 9回 5日 部分燃料取出しのため除外 

第 10回 5日 部分燃料取出しのため除外 

第 11回 10日 － 

第 12回 11日 － 

第 13回 10日 － 

第 14回 11日 － 

第 15回 10日 － 

第 16回 10日 － 

第 17回 10日 － 

解列 

▽ 
約 10日 
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（2）停止期間（50日）の妥当性 

燃料プール水の蒸発量の評価条件のうち，停止期間は 50日として評価しているが，

その妥当性は以下のとおり確認している。 

・過去の定期検査実績と比較しても保守的な設定である（表 1-2参照）。

表 1-2 過去の定期検査での停止期間（実績） 

定期検査回数 定期検査実績 備考 

第 1回 73 日 部分燃料取出しのため除外 

第 2回 70 日 部分燃料取出しのため除外 

第 3回 73 日 － 

第 4回 71 日 － 

第 5回 75 日 － 

第 6回 64 日 － 

第 7回 49 日 － 

第 8回 60 日 － 

第 9回 43 日 部分燃料取出しのため除外 

第 10回 45 日 部分燃料取出しのため除外 

第 11回 109 日 － 

第 12回 153 日 － 

第 13回 96 日 － 

第 14回 76 日 － 

第 15回 199 日 － 

第 16回 264 日 － 

停止日数の平均 107 日 － 

表 1-2に示すとおり，全燃料取出しを実施した中で停止期間実績が最短となるのは，

第 7回施設定期検査の 49日であり，評価条件の 50日を下回るが，停止日数の平均の

107日に対しては保守的な設定となっている。 

また，原子炉停止時の燃料プールの崩壊熱において支配的なのは定検時取出燃料であ

り，1サイクル以上冷却された燃料体の影響は小さい。そのため，燃料取出し期間（10

日）の設定に比べて，停止期間（50日）の設定が崩壊熱評価に与える影響は小さいと

いえる。 

なお，崩壊熱評価で得られた値から求められる燃料プール水の蒸発量に対して，可搬

型スプレイノズル又は常設スプレイヘッダにより燃料プール内へ注水又はスプレイで

きる水の量には余裕があるため，停止期間が 49 日となった場合においても，十分な冷

却能力を有している。 
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2．蒸発量の評価において考慮する発熱源について 

  燃料プール水の蒸発量の評価条件における，燃料プール内の発熱量は，使用済燃料の崩壊

熱を用いて算出している。 

  燃料プール内には，使用済燃料の他に線源として使用済制御棒が存在するが，使用済制御

棒が発熱の上昇に寄与すると仮定した場合でも，その発熱量は数 10kW 程度＊であり，使用

済燃料の崩壊熱である約 6.8MWと比較して十分小さく，燃料プール水の発熱量に有意な影響

を与えない。 

注記 ＊：制御棒による発熱量は下式により算出した。 

発熱量＝制御棒放射能×（ガンマ線エネルギ＋ベータ線エネルギ）×1.6×10-19

  ここで制御棒放射能は添付書類「Ⅵ-1-3-5 使用済燃料貯蔵槽の水深の遮蔽能力に関する

説明書」で示すガンマ線の線源強度に基づき算出している。なお，主要な放射性核種が 181Hf，

182Ta，58Co，54Mn 等であることから，ベータ線については，ガンマ線エネルギ以下と考えら

れるため，ベータ線エネルギはガンマ線エネルギと同じ値として算出している。 

3．スプレイ設備に係る安全性向上対応 

米国原子力規制委員会（以下「NRC」という。）は，2001年の同時多発テロを受け，「暫

定防護・安全補償対応」命令（Interim Safeguards and Security Compensatory Measures）

を 2002年 2月 25 日付で事業者に出しており，この命令の添付書類 2（暫定補償対策：非

公開）のうち，B.5.b項（非公開）で「航空機衝突を含め，大規模火災，爆発等により施

設の大部分が損なわれた場合に，炉心，格納容器，燃料プールの冷却能力を維持又は復旧

させるための緩和措置の策定」を要求している。（このため，緩和措置は「B.5.b」と称さ

れている。） 

その後，B.5.ｂの要求は，NRC規則 10CFR50.54(hh)項に取り込まれている。 

10CFR50.54(hh)(2) 

Each licensee shall develop and implement guidance and strategies intended to 

maintain or restore core cooling, containment, and spent fuel pool cooling 

capabilities under the circumstances associated with loss of large areas of the 

plant due to explosions or fire, to include strategies in the following areas; 

(ⅰ)Fire fighting; 

(ⅱ)Operations to mitigate fuel damage; and 

(ⅲ)Action to minimize radiological release. 

 この B.5.bのフェーズ 2（燃料プール），3（炉心冷却，格納容器）への対応のため，原

子力エネルギー協会（NEI）はガイドライン（NEI-06-12 B.5.b Phase2＆3 Submittal 

Guideline;以下「NEIガイド」という。）を作成し，NRCから Revision2がエンドースされ

ている。（参考；フェーズ 1は，利用可能な資材と人員。NEIガイドの最新版は，Revision3。） 

NEIガイドでは，燃料プールへのスプレイに関し，以下の記載がある。 



4 

・独立した動力を有する可搬ポンプにより，少なくとも 1ユニットあたり 200gpm（約

45.4m3/h）のスプレイを行うこと。

・燃料プール内燃料へのスプレイ量を見積もり，スプレイ量を決定する。

・スプレイは，高温燃料の貯蔵位置と整合させる必要がある。

ただし，これらの措置は，燃料プールが地下に設置されており，ドレンできないサイト

には要求されない旨，NRCから通知されているとの注記もある。 

以上を踏まえ，更なる安全性向上を目的に，以下の対応を実施する。 

（1）燃料プールへのスプレイ量の評価 

可搬型スプレイノズルは，燃料プール近傍へ設置し，約 48m3/hの流量で燃料プール内

燃料体等に向けてスプレイできる設計とすることから，NEIガイド要求（約 45.4m3/h）を

上回るスプレイ量を確保している。 

スプレイ試験に基づくスプレイ分布を別添 1の図 1-3に，燃料プールにおける可搬型ス

プレイノズルの設置位置とスプレイ分布を別添 1の図 1-4及び図 1-5に示す。 

NEIガイド要求を上回るスプレイ量（約 48m3/h）を確保することにより，燃料プールに

対し蒸発量（約 11.3m3/h）を上回るスプレイ量（燃料プール南側からスプレイする場合：

約 m3/h，北側からスプレイする場合：約 m3/h）が確保できると評価できる（可搬型

スプレイノズルのスプレイ試験については別添 1参照）。

常設スプレイヘッダは，燃料プール近傍へ設置し，約 120m3/hの流量で燃料プール内燃

料体等に向けてスプレイできる設計とすることから，NEIガイド要求（約 45.4m3/h）を上

回るスプレイ量を確保している。 

スプレイ試験に基づく燃料プールへのスプレイ分布を別添 1の図 1-9に示す。

スプレイ試験に基づくと，別添 1の図 1-9と図 1-4及び図 1-5の比較より，常設スプレ

イヘッダを使用した場合，可搬型スプレイノズルを使用した場合と比較して十分な量のス

プレイ量が確保できることから，可搬型スプレイノズルを使用した場合と同様に蒸発量

（約 11.3m3/h）を上回るスプレイ量が確保できると評価できる（常設スプレイヘッダのス

プレイ試験については別添 1参照）。 

（2）冷却効果を向上させるための対応 

燃料プール内の燃料体等に向けたスプレイによる冷却効果を向上させるため，崩壊熱の

大部分を占める取出燃料（高温燃料）については，施設定期検査中，燃料プール内で分散

配置を考慮し貯蔵する。 

これにより，崩壊熱が最も大きい取出燃料の冷却について，スプレイ水と直接熱交換だ

けでなく，隣接する冷却の進んだ燃料への輻射や対流伝熱による放熱の効果により冷却効

果を向上させることができる。分散配置パターンの例を図 3-1及び図 3-2に示す。 

スプレイ水は，直接スプレイされない場合でも，燃料プール周辺からの流れ込みや燃料

プール雰囲気温度の冷却等，間接的に冷却に寄与できる。 
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また，熱交換が十分に行われる前にスプレイ水が使用済燃料内を流下する場合であって

も，燃料プール下層部雰囲気温度の冷却に寄与できる。 

スプレイ水の供給量が崩壊熱による蒸発量を上回ることから，燃料プール内雰囲気を

100℃の飽和蒸気と仮定し，これと熱平衡状態にあるときの取出燃料の被覆管表面温度を

評価したところ，200℃を下回る結果となり，燃料被覆管に含まれるジルコニウムと水の

反応が生じる温度（900℃以上＊）を十分に下回ることから，使用済燃料の著しい損傷の

進行を緩和できる。取出燃料の燃料被覆管表面温度評価を別添 2に示す。 

なお，燃料プールからの大量の水の漏えいの発生により，燃料プール水位がサイフォン

レイク配管の下端の高さ以下まで低下し，かつ水位低下が継続する場合において，燃料プ

ールへのスプレイを実施するものの水位低下が継続し，燃料がすべて露出した状態におけ

るスプレイ冷却を考慮している。 

注記 ＊：「軽水型動力炉の非常用炉心冷却系の性能評価指針」（原子力安全委員会） 
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図 3-1 分散配置パターンの例 

図 3-2 取出燃料を 110体入りラックで分散配置した例（1×1パターン） 
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４．原子炉補機代替冷却系を使用した燃料プール冷却系熱交換器冷却時の系統概要図 

Ⅵ-1-3-4「使用済燃料貯蔵槽の冷却能力に関する説明書」の図 4-1における，原子炉補機

代替冷却系の系統概要図を図 4-1及び図 4-2に示す。 

図 4-1 原子炉補機代替冷却系を使用した燃料プール冷却系熱交換器冷却時の系統概要図 

（屋外の接続口を使用する場合） 

図 4-2 原子炉補機代替冷却系を使用した燃料プール冷却系熱交換器冷却時の系統概要図 

（屋内の接続口を使用する場合） 
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別添 1 

燃料プールへのスプレイ量の評価 

島根原子力発電所第２号機で採用する可搬型スプレイノズル及び常設スプレイヘッダに関

して，スプレイ試験が実施されている。スプレイ試験にて得られたスプレイ量分布から実機で

のスプレイヘッダの設置角度を考慮したスプレイ範囲を想定，及びそれに基づく燃料プールへ

のスプレイ量の評価について，以下に示す。 

1． 可搬型スプレイノズル

（1）スプレイ試験にて得られたスプレイ量分布 

  ａ．スプレイ試験条件 

表 1-1 スプレイ試験条件 

項目 試験条件 

スプレイ量（霧状）

スプレイ到達距離

スプレイヘッダ（ノズル）必要圧力（霧状） 

スプレイヘッダ（ノズル）仰角

スプレイヘッダ（ノズル）自動旋回角度

スプレイ時間

測定用の容器 

可搬型スプレイノズルの台数 1台 

  ｂ．スプレイ試験結果 

試験のスプレイ状態について，スプレイ前の状況を図 1-1，スプレイ状態の状況を図

1-2に示す。

また，水量の計測結果は図 1-3のとおりである。図中の○の位置に置かれた容器に，

入ったスプレイ量を色分けして示す。 
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図 1-1 スプレイ前の状況 

図 1-2 スプレイ状態の試験状況 
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図 1-3 スプレイ分布 

（2）燃料プールへのスプレイ量の評価 

図 1-3のスプレイ分布に基づき，可搬型スプレイノズルの設置位置から燃料プールへの

スプレイ量を評価した。

図 1-4及び図 1-5に，スプレイ分布と燃料プールとの位置関係を示す。

スプレイ試験では，等間隔に配置した容器でスプレイ量が計量されているが，このうち

燃料プールの領域に含まれる容器は，燃料プールの南側からスプレイする場合，北側から

スプレイする場合ともに 37個あり，図 1-3に示すスプレイ量の下限値の合計から，南側

からスプレイする場合は平均 ，北側からスプレイする場合は

のスプレイ量があった。この値から，燃料プールのうちスプレイ

範囲となる部分の面積，南側からスプレイする場合 126.2m2，北側からスプレイする場合

122.4m2に相当するスプレイ量を求めたところ，南側からスプレイする場合は約 m3/h，

北側からスプレイする場合は約 m3/hと評価される。 

【算出方法】 

①図 1-4及び図 1-5 から燃料プールの周囲の領域に入る容器数を数える。

②抽出した容器の計量下限値（例： は 100cc とする）を合計する。 

③上記の合計水量を容器数で割り，容器 1個当たりの平均値を算出する。

④容器 1個の面積と燃料プールのうちスプレイ範囲となる部分の面積の比率から注水量を

算出する。
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図 1-4 燃料プールにおける可搬型スプレイノズルの設置位置とスプレイ分布 

(南側からスプレイする場合) 

図 1-5 燃料プールにおける可搬型スプレイノズルの設置位置とスプレイ分布 

(北側からスプレイする場合) 
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2．常設スプレイヘッダ 

（1）設計条件 

  ａ．燃料プール内の燃料体等の配置 

燃料プール内の燃料体等を，取出し直後燃料を配置する「高温燃料域」，その他の 1

サイクル以上冷却された燃料を配置する「低温燃料域」の 2つのエリアに分け，「高温

燃料域」は取出し直後の燃料を分散配置（市松配置）が可能な様に 2炉心分以上のエリ

アを確保する。

  ｂ．燃料プール内の燃料体等の冷却期間 

 燃料プール内の崩壊熱は，1 体当たりの発熱量で定義し，高温燃料域は取出し直後の

最大の崩壊熱の燃料体等で満たされ，低温燃料域は 1サイクル冷却された燃料の最大の

崩壊熱の燃料体等で満たされているとする。 

ｃ．必要スプレイ流量 

  （a）単位面積当たりの必要スプレイ流量 

 「高温燃料域」及び「低温燃料域」に対する崩壊熱を除去可能な単位面積当たりの

スプレイ流量を確保する。

  （b）必要スプレイ流量 

  必要スプレイ流量は，使用済燃料貯蔵ラック内に入るスプレイ流量とし，実機スケ

ールの実証試験により，燃料配置に応じた単位面積当たりの必要スプレイ流量を満足

する流量を測定する（燃料プール外へ漏れるスプレイ流量や，使用済燃料貯蔵ラック

外表面に付着したスプレイ水による使用済燃料貯蔵ラックを介した伝熱，燃料プール

内部を冷却することによる輻射伝熱等は，崩壊熱の除去に寄与しないとする）。 

（2）燃料プール内の崩壊熱量 

  ａ．評価条件 

・崩壊熱計算：ORIGEN2を使用

・１炉心取出しまでの期間：10日間

・定期検査期間：50日

・運転期間：13ヶ月

・最大照射期間：5サイクル（1.84×108秒）

・燃料集合体の熱出力：  kW 

  ｂ．評価結果 

 高温燃料域及び低温燃料域の燃料体等１体当たりの最大の崩壊熱量は，以下のように

なる。高温燃料域については，照射期間 5サイクルの取出し直後の燃料，低温燃料域に

ついては照射期間 5サイクルで 1サイクル冷却された燃料の崩壊熱が最大となった。 

・高温燃料域： kW／体 

・低温燃料域： kW／体 
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（3）単位面積当たりの必要スプレイ流量 

  ａ．評価方法 

 単位面積当たりの必要スプレイ流量は下記の評価条件に基づき，崩壊熱をスプレイ水

により冷却可能な単位面積当たりのスプレイ流量を算出する。 

・燃料プール内の燃料体等は全露出している状態を想定

・崩壊熱の除去効果は，スプレイ水の顕熱冷却及び蒸発潜熱冷却のみを期待

・高温燃料域及び低温燃料域の崩壊熱量をスプレイ水により冷却できる単位面積当

たりのスプレイ流量を算出

  ｂ．評価条件 

・スプレイ水の温度は保守的に 40℃と想定

・水の顕熱は 40℃～100℃で 251.6kJ/kg（1980年ＪＳＭＥ蒸気表）

・水の蒸発潜熱は 100℃，大気圧で 2256.9kJ/kg（1980年ＪＳＭＥ蒸気表）

・水の比容積は 40℃で 0.00100781m3/kg（1980年ＪＳＭＥ蒸気表）

・チャンネルボックスの面積は 0.017545651m2／本

  ｃ．評価式 

単位面積当たりの必要スプレイ流量[m3/h/m2]は，以下の計算式を用いて評価を行う。 

高温燃料域：VAH＝QH÷(Hsh＋Hlh)×m×3600÷Ach 

低温燃料域：VAL＝QL÷(Hsh＋Hlh)×m×3600÷Ach 

VAH：高温燃料域の単位面積当たりの必要スプレイ流量[m3/h/m2] 

VAL：低温燃料域の単位面積当たりの必要スプレイ流量[m3/h/m2] 

QH ：高温燃料の 1体当たりの最大崩壊熱[kW／体] 

QL ：低温燃料の１体当たりの最大崩壊熱[kW／体] 

Hsh：水の顕熱（40℃～100℃）[kJ/kg] 

Hlh：飽和水の蒸発潜熱[kJ/kg] 

m ：水の比容積[m3/kg] 

Ach：チャンネルボックス 1 本当りの面積[m2／本] 

ｄ．評価結果 

表 1-2 単位面積当たりの必要スプレイ流量 

単位面積当たりの必要スプレイ流量 

高温燃料域（取出し直後） 

低温燃料域（1サイクル冷却後） 
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（4）必要スプレイ流量 

  ａ．測定方法 

試験設備は，基準として床面を燃料頂部の高さと仮定し，実機寸法を模擬して図 1-6

のようにポンプ，流量調整弁，流量計，スプレイヘッダ，スプレイノズルを設置した。

また，足場とブルーシートにより燃料プール壁面を模擬することで，実機燃料プールと

同様のスプレイ状態で試験可能とした。 

図 1-6 試験設備概要 

ｂ．測定条件 

・スプレイ時間：10min

・測定容器開口面積：167mm×167mm

ｃ．判定基準 

表 1-3 スプレイ実証試験の判定基準 

単位面積当たりの必要スプレイ流量 必要スプレイ範囲 

高温燃料域 2 炉心以上の燃料 

低温燃料域 全ての燃料 

ｄ．測定結果 

（ａ）スプレイ状態の確認 

  試験のスプレイ状態について，スプレイ前の状況を図 1-7，スプレイ状態の状況を

図 1-8に示す。 

流量計

FE

プール水排水ライン

流量
調整弁

スプレイノズル

測定容器（全面配置）

スプレイヘッダ

燃料頂部高さ

燃料頂部からスプレイ
ヘッダの実際の高さ

P

ポンプ
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 図 1-8のスプレイ状態から，スプレイヘッダの複数のノズルからのスプレイ水は互

いに衝突等の干渉がなく燃料域上部に均質に広がることが確認できる。 

図 1-7 スプレイ前の状況（スプレイ量：0m3/h） 

図 1-8 スプレイ状態の試験状況（スプレイ量：120m3/h） 

（ｂ）必要スプレイ流量の測定結果 

  実証試験結果を表 1-4に示す。 

  表 1-4のとおり，単位面積当たりの必要スプレイ流量を満足する高温燃料域を 3.65

炉心分確保し，このうち 2炉心分の範囲に高温燃料を分散配置（市松配置）し保管す



別 1-9 

る。また，全てのエリアに対し低温燃料域の単位面積当たりの必要スプレイ流量を満

足することが可能である。 

 必要スプレイ流量は，下記の範囲で上記単位面積当たりのスプレイ量を満足するス

プレイ分布を一定に保つことが可能である。図 1-9にスプレイ分布と燃料配置を示す。 

なお，常設スプレイヘッダはノズル角度やスプレイ範囲の異なる 4種類のノズルで

構成されており，ノズルの配置や燃料プール壁面まで到達したスプレイ水の跳ね返り

等から図 1-9 に示すような分布になると考える。  

・スプレイ流量：2000ℓ/min（120m3/h）

表 1-4 スプレイ実証試験結果 

単位面積当たりの必要スプレイ流量 必要スプレイ範囲 

高温燃料域 3.65炉心分 

低温燃料域 全燃料ラック 

図 1-9 燃料プールスプレイ時のスプレイ分布 
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別添 2 

取出燃料の燃料被覆管表面温度の評価 

1. 概要

燃料プール内の燃料へのスプレイによる冷却については，スプレイ水が燃料プール内燃料

体等全面をカバーしていることから，スプレイ水と燃料の接触による冷却が可能である。ま

た，スプレイ水の供給能力は燃料プール内の燃料の崩壊熱から求めた蒸発量を上回る水量を

確保している。 

スプレイ水は，燃料等との接触により，燃料集合体周りに水蒸気を発生させ，燃料から水

蒸気への輻射及び水蒸気の対流による冷却も可能である。 

したがって，スプレイ量の少ない位置にある燃料においても，燃料から水蒸気への輻射及

び水蒸気の対流により冷却できる。この水蒸気の流れについて模式的に表したものを図2-1

に示す。 

本評価においては，スプレイ水と燃料の接触による冷却の寄与がないものとし，燃料プー

ル内雰囲気を熱伝達率がスプレイ水よりも小さい100 ℃の飽和蒸気と仮定して，輻射及び対

流のみによる燃料被覆管表面温度を評価した。 

具体的には，取出燃料からの崩壊熱と輻射及び対流による除熱が熱平衡となる時の燃料被

覆管表面温度を評価した。 

図 2-1 スプレイによる水蒸気の流れ 

燃料プールの蒸発量を上回るスプレイを
行うことにより燃料プール内は飽和蒸気
で満たされる 

燃料貯蔵ラック 
（たて置ラック式） 

燃料集合体間に生じる差圧 
を均等化する蒸気流 
（底部の隙間：約200mm） 

飽和蒸気による対流 
（燃料ラック底部を経由する） 
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2. 評価条件

・放熱面積 ：取出燃料の燃料被覆管表面積（約9.20 m2）1 体 

・崩壊熱 ：取出燃料（約10.4 kW）1 体 

・燃料プール雰囲気 ：100 ℃の飽和蒸気 

・放熱手段 ：対流及び輻射 

3. 評価方法

（１）放熱面積A（約9.20 m2） 

A＝π×Drod×（L×Nrod＋L’×Nrod’）×Nfa1≒9.20 [m2] 

ここで， 

Drod ：燃料棒外径（約1.12×10-2 m） 

Nrod ：燃料集合体あたりの標準燃料棒数（66 本） 

Nrod’ ：燃料集合体あたりの部分長燃料棒数（8 本） 

L ：長尺燃料棒有効長さ（約3.71 m） 

L’ ：短尺燃料棒有効長さ（約2.16 m） 

Nfa1 ：燃料集合体数（1 体） 

（２）崩壊熱B（約10.4kW） 

添付書類「Ⅵ-1-3-4 使用済燃料貯蔵槽の冷却能力に関する説明書」の「表3-3 燃料

取出スキーム（原子炉停止中）」に記載の崩壊熱を用いて， 

B＝Dh÷Nfa2≒10.4×103 [W] 

ここで， 

Dh ：定期検査時取出燃料の崩壊熱（5.816×106 W [９×９（Ａ型）燃料]） 

Nfa2 ：燃料集合体数（560 体：定期検査時取出燃料体数 [９×９（Ａ型）燃料]） 

（３）対流及び輻射による放熱C，D（C+D＝崩壊熱B） 

対流及び輻射による放熱は，以下の式を満足することから，その合計が崩壊熱と等しく

なる燃料被覆管の表面温度（TS）を求める。 

（対流）C 

C=(TS－TA)×A×h 

（輻射）D 

D=((TS＋T0)4－(TA＋T0)4)×A×f×σ×F12 

ここで， 

TS：燃料被覆管表面温度（℃） 

TA：雰囲気温度（100 ℃） 

（スプレイ水が崩壊熱による蒸発量を上回ることから熱平衡状態を仮定）

h ：対流熱伝達率（9.66 W/m2・K） 
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h＝
ｋ・𝑁𝑢

ｄ

k：100℃の空気の熱伝導率（0.0315 W/m・k）＊1

d：チャンネル・ボックス内の等価直径（0.0142 m） 

Nu:ヌセルト数（4.36）＊1

f：輻射率（0.675） 

f＝
1

1

𝜀1
+
1

𝜀2
−1

ε1：燃料棒の輻射率（0.7）＊2

ε2：水の輻射率（0.95）＊1

σ：Stefan-Boltzmann定数（5.67×10-8 W/m2・K4）＊1 

T0：絶対温度への換算値（273.15） 

F12：形態係数（1） 

（燃料被覆管からの輻射のうち，スプレイ水に吸収される割合。本評価のように

燃料棒及びスプレイ水間の輻射を同軸円筒面間モデルとした場合，形態係数は

1＊1となる。また，同軸円筒面以外の様々な面の場合でも，本評価のように燃

料被覆管表面に付着する等近距離に分布した場合スプレイ水への輻射を想定

すると，形態係数は0.7～0.9の間＊1となると考えられ，評価結果への影響は限

定的と考えられる。） 

4. 評価結果

前項の式を用いて求めた結果，対流と輻射による放熱の合計が崩壊熱と等しくなる燃料被

覆管の表面温度（TS）は，約158℃となった（対流：約5.10 kW，輻射：約5.28 kW）。 

なお，輻射率について，燃料棒からスプレイ水（水蒸気中の水滴）へ輻射する割合（形態

係数）を0.5と仮定した場合は，約176 ℃となった（対流：約6.68 kW，輻射：約3.70 kW）。 

注記 ＊1：伝熱工学資料 改訂第5版（日本機械学会 2009） 

＊2：NUREG/CR-0497
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別添 3 

燃料プールゲートのスロッシングに対する評価 

1. 概  要

設備評価用地震動により発生するスロッシングによる燃料プールゲートの強度の評価に

ついて，以下に示す。 

2. 評価対象機器

燃料プールゲート（大）

3. 評価方法

燃料プールゲートの強度評価には，基準地震動ＳＳ条件でのスロッシング（液体揺動）評

価用速度応答スペクトルを用いて，地震時の各水深による全流体荷重（全流体荷重＝衝撃的

荷重＋対流的荷重＋静水圧荷重）をハウスナー理論により算出し，プールゲートの部材に発

生する応力を求め評価を実施した。 

ここで，衝撃的荷重とは地震時流体慣性力，対流的荷重とはスロッシング時の流体力，静

水圧荷重とは平常時の水圧を示す。図 3-1に，地震時の燃料プール側壁（プールゲート設置

壁）の圧力分布形状を示す。 

図 3-1 地震時の燃料プール側壁の圧力分布形状 

対流圧

衝撃圧

静水圧

プール液面（地震時）

全流体圧

プール液面（平常時）
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4. 部材の許容応力

燃料プールゲートの部材に発生する応力（曲げ，せん断）が表 3-1に示す許容応力以下で

あることを確認する。なお，ゲートの許容応力は，その他の支持構造物を準用して評価する。 

表 3-1 部材の許容応力 

許容曲げ応力  f b
 

許容せん断応力 ｆs 
 

供用状態 Ｃ   ： Ｆ  ＝ min（1.35Sy，0.7Su, Sy（RT）） 

部材材料   ： 

評価温度 ： ℃（保守的な評価を行うため鋼材は環境条件の最大値を使用す  

るが，荷重算出時の水の密度の値は 103kg/m3を使用する。） 

なお，Ｆ値は下記に示す（1）（2）（3）の最小値となる。 

(1) 最高使用温度における発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年度版（2007

年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）付録材料図表 Part5 表 8（設

計降伏点）に定める値の 1.35倍の値。

(2) 最高使用温度における発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年度版（2007

年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）付録材料図表 Part5 表 9(設計

引張強さ)に定める値の 0.7倍の値。

(3) 室温における発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年度版（2007 年追補版

含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）付録材料図表 Part5 表 8(設計降伏点）

に定める値。

以上より， 

  表 3－1の式で算出した部材の許容応力値を表 3－2に示す。 

・1.5
1.5

F

・1.5
31.5・

F
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表 3－2 部材の許容応力値 

材 料 
許容応力（MPa） 

曲 げ せん断 
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5. 強度評価

燃料プールゲートの評価モデルを図3-2に示す。フレームはチャンネル鋼に厚さ mm～

mmの鋼板で補強した構造であり他の部材に比べて剛性が高いことから，評価はフレーム

間に設置するプレート及びビームについて行う。各ビームの評価荷重は，対象ビームの中心

レベルでの全体流体荷重を平均荷重とし，荷重範囲はビームを中心とした上下プレート高さ

の半分として強度評価を実施する。 

また，各プレートの評価荷重はビーム間のプレート高さの中央レベルでの全流体荷重を平

均荷重とし荷重範囲はビーム間として強度評価を実施する。 

図 3-2 燃料プールゲートの評価モデル 
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(1) ビームの応力計算

ビームの応力は，両端支持梁の等分布荷重の計算式より求める。図 3-3 にビームの計算モ

デル図を示す。 

荷 重 

曲げモーメント    ＊ 

せん断力    ＊ 

曲げ応力 

せん断応力 

ここで， 

Ｐ ： 圧 力 

ａ ： 荷重範囲 

ｌ ： ビーム長さ 

Ｚ ： 断面係数 

Ａ ： 断面積 

図3-3 ビームの計算モデル図* 

注記 ＊：機械工学便覧 A4編 材料力学 

aPW 

8

2Wl
M 

2

Wl
F 

Z

M


A

F
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(2) プレートの応力計算

プレートの応力は，4辺固定平板の等分布荷重の計算式より求める。

図3-4にプレートの計算モデル図を示す。

最大曲げ応力    ＊ 

せん断応力   

ここで， 

Ｐ ： 圧 力 

ｈ ： プレート厚さ 

ａ ： プレート高さ 

ｂ ： プレート幅 

S ： 荷重がかかる面積(a×b) 

β2 ：図3－4で求めた応力係数 

図3-4 プレートの計算モデル図* 

注記 ＊：機械工学便覧 A4編 材料力学 

2

2

2
h

Pa
 

 hba

PS




2
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6. 評価結果

燃料プールゲートの各ビーム及びプレートに発生する最大応力を表 3-3に示す。

表 3-3の結果に示すように，燃料プールゲートに基準地震動ＳＳ波に基づくスロッシング

荷重を考慮した強度評価において，算出応力は許容応力以下となった。 

表 3-3 各部材の最大応力 

評価対象 評価部材 材料 応力 
算出応力 

（MPa） 

許容応力 

（MPa） 

燃料プールゲート（大） 

ビーム 
曲げ 

せん断 

プレート 
曲げ 

せん断 

なお，パッキンについては図 3-5 に示すように過剰に潰れない構造としていることから，

燃料プールゲートにスロッシング時のような大きな荷重がかかってもパッキンには直接作

用しない。 

また，パッキンは耐熱性に優れたシリコーンゴムを採用しており，燃料プールに水がある

以下の状態での物性値低下はほとんど無い。 

以上のことから燃料プールゲートのスロッシングに対する評価として問題無いことを確

認した。 

図 3-5 パッキン部詳細図 
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1. 燃料プールサイフォンブレイク配管の設置状況 

燃料プール冷却系戻り配管及びサイフォンブレイク配管の概略図を図1－1及び図1－2に

示す。また，サイフォンブレイク配管の設置場所を図1－3に示す。 

 

 

  

図 1－1 燃料プールに接続されている配管の概略図 

 

 

図 1－2 サイフォンブレイク配管設置概要図 

 

注記＊：サイフォンブレイク配管の開放端を燃料プール冷却系戻り配管水平部（内面下端）よ

り上方に設定することで，燃料プール冷却系戻り配管水平部（内面下端）の位置（通

常水位より下方 280mm）で流出は停止する。なお，水深の遮蔽評価では，これに保守

性を持たせて通常水位より下方 350mm まで低下するものとして評価している。 
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図1－3 サイフォンブレイク配管の設置場所 

 

サイフォンブレイク配管の仕様 

配管材質： SUS304TP 

サイズ  ：   A 

 

 

耐震性について 

燃料プール冷却系戻り配管は耐震Ｓクラスで設計されており，図1－2に示すとおり，その配

管上の逆止弁にサイフォンブレイク配管を接続する設計とするため耐震性に問題はない。 
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2. 燃料プールの巡視及びサイフォンブレイク配管の健全性確認方法について 

2.1 燃料プールの巡視について 

燃料プールは運転員により，1回/日の巡視をすることとなっており，サイフォンブレイ

ク配管を閉塞させる可能性がある浮遊物等がないことを確認することができる。このよう

な巡視で浮遊物を発見及び除去することにより，異物による閉塞を防止することができる。 

 

2.2 サイフォンブレイク配管の健全性確認方法について 

燃料プールの通常水位においてサイフォンブレイク配管の端部付近の水のゆらぎを目

視により確認するが，目視確認が困難な場合は聴診棒による聴音により通水状況の確認を

実施する。 
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3. 燃料プールサイフォンブレイク配管への重量物落下評価 

燃料プール上部より落下等により燃料プールサイフォンブレイク配管の健全性に影響に

与える可能性のある設備として以下の設備等があるものの，燃料プールへ落下することはな

く，サイフォンブレイク配管への影響はないことを確認している。 

サイフォンブレイク配管への落下物干渉を考慮する必要がある周辺設備として，原子炉建

物原子炉棟鉄骨梁，原子炉建物天井クレーン，燃料取替機等の重量物があるが，これらは基

準地震動Ｓｓに対する耐震評価にて燃料プール内に落下しないことを確認しているため，サ

イフォンブレイク配管の落下物干渉による変形は考えられない。 

その他手摺等の軽量物については，ボルト固定または固縛による運用としている。 

よって，落下物としてサイフォンブレイク配管に干渉すると考えられる設備は軽量物であ

り，仮にサイフォンブレイク配管に変形が生じたとしても，本配管は剛性の高いステンレス

鋼であり，完全閉塞に至る変形は考えにくいことから，サイフォン効果の除去機能は確保さ

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

5 

4. 燃料プール水位低下時の線量率と水位の計算結果について 

(1) 燃料プールの概略図について 

燃料プールの概略図を図4－1に示す。 

 

 

図4－1 燃料プール概略図 

注記＊：制御棒貯蔵ラックについては，使用済燃料と比べて線源強度が大幅に小さく，被ば

く線量に与える影響は無視できる程度に小さくなると考えられるため，評価対象外

としている。 
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(2) 評価点の設定について 

線量率計算モデルの評価点は，通常時人が立入ることが可能であり，かつ線源に一番近

づく可能性がある場所として燃料取替機台車床を想定している。 

また，評価点は図4－2及び図4－3に示すとおり線源との最短距離となる各線源の真上に

置いている。使用済燃料及び制御棒貯蔵ハンガを線源とした場合の計算モデルは，線源の

真上に評価点を設定することで，燃料プール水により遮蔽される厚さが短くなるため，保

守的な評価結果となる。 

 

 

 

図4－2 各線源と評価点の平面位置関係 

  

(a) × 

(b) 

× 

評価点：(a)及び(b)の燃料取替機台車床 

(a)使用済制御棒から線量率評価点までの距離：約 6.7m 

(b)燃料棒有効長頂部から線量率評価点までの距離：約 10.2m 

：制御棒貯蔵ハンガ 

：使用済燃料貯蔵ラック 

×：評価点 

  （燃料取替機台車床） 
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図4－3 線量率評価モデルの評価点の立面概要図 

 

注記＊：パラメータTは，線源から燃料プール水により遮蔽される長さ(m)を示す。使

用済燃料を例とすると水面から評価点までの距離は10.2m－Tmとなり，水位低

下時の線量率は，パラメータTを変数として評価する。 

 

(3) 使用済燃料の線量率評価モデルにおける密度について 

使用済燃料の線量率評価モデルは，水平方向の長さは全てのラック長さ，高さ方向の長

さは使用済燃料の有効長としており，燃料プール内の使用済燃料貯蔵ラックに使用済燃料

が全て埋まっている状態としている。使用済燃料の線量率評価モデルにおける密度は，使

用済燃料及び水の体積比から算出している。ここで，使用済燃料以外の構造材は保守的に

密度の小さい水（構造材に比べて遮蔽効果が小さい）を設定している。 

 

(4) 使用済制御棒の線源強度評価に用いる放射化断面積について 

「ＯＲＩＧＥＮ２」コードに入力する放射化断面積は，STEPⅢ燃料の最高燃焼度及び炉

心平均ボイド率を基に，JENDL-3.3ベース BS340J33.LIB＊を適用する。 

（BWR STEPⅢ ボイド率40％ UO2＜60GWd／TIHM） 

注記＊：片倉潤一郎 他 JENDL-3.3に基づくORIGEN2用断面積ライブラリセット：

ORLIBJ33， JAERI-Data/Code，2004-015（2004.11） 

 

(5) 使用済制御棒の冠水時及び露出時の線量率計算モデルについて 

使用済制御棒は制御棒貯蔵ハンガへ格納されている。評価では，制御棒貯蔵ハンガの構

制御棒貯蔵ハンガ

使用済燃料

貯蔵ラック

燃料棒有効長頂部

水位の低下

約6.7m

約10.2m

燃料プール

T＊

：評価点

（燃料取替機台車床）

T＊



 

8 

造材を含めた使用済制御棒格納箇所を直方体の線源としてモデル化している（図4－4）。 

遮蔽計算をする際，線源材にも密度を設定することで自己遮蔽等の計算を行う。本評価

では制御棒が①冠水時，②一部露出時，③露出時のいずれにおいても遮蔽性能の低い水と

して計算している。 

これらは③露出時において，制御棒間等は気中であるが，制御棒は水より密度の大きい

ステンレスやB4C（又はHf）等で構成されていること，線源以外にも制御棒貯蔵ハンガの

ような構造材があることから十分保守的なモデルとなっている。 

①冠水時，②一部露出時の状態においては使用済制御棒等の遮蔽効果に加えて，制御棒

間の隙間等，気中であった箇所に水が入るため，遮蔽効果は更に高まるが，評価において

は③露出時と同様，水と設定して評価をすることで更に保守的なモデルとなっている。 

評価結果において，水位低下により使用済制御棒の露出が開始した際の現場の線量率と，

完全に露出した後の現場の線量率にあまり差異がないことは，評価で上記に示すとおり①

冠水時と③露出時を等しく，線源が水として計算しているためである（図4－5）。また，

図4－6に，使用済燃料及び使用済制御棒それぞれの線量率と水位の関係を示す。 
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① 冠水時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     使用済制御棒の側面図           制御棒の線源モデル（冠水時） 

② 一部露出時 

 

使用済制御棒の側面図          制御棒の線源モデル（一部露出時） 

③ 露出時 

 

使用済制御棒の側面図            制御棒の線源モデル（露出時） 

図4－4 冠水時及び露出時の線量率計算モデル 

  

・・・・・・

・線源モデルの形状：

直方体

・自己遮蔽等の遮蔽計算に

用いる密度：

水と同等

(密度：0.958g/cm3)
モデル化

制御棒下部
制御棒中間部

制御棒上部

・・・・・・

・線源モデルの形状：

直方体

・自己遮蔽等の遮蔽計算に

用いる密度：

水と同等

(密度：0.958g/cm3)
モデル化

制御棒下部
制御棒中間部

制御棒上部

・・・・・・

・線源モデルの形状：

直方体

・自己遮蔽等の遮蔽計算に

用いる密度：

水と同等

(密度：0.958g/cm3)
モデル化

制御棒下部
制御棒中間部

制御棒上部

遮蔽の効果は水などの触媒の通過距離

等を，散乱線は触媒の材質によるビルド

アップ係数でその影響を考慮する。 

評価点 

評価点 

評価点 
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図4－5 燃料プールの線量率と水位の関係 

 

注記＊：線量率に寄与する線源は，使用済燃料上部の表面になり，水位がある程度以上

のときは評価点直下の使用済燃料上部表面の中心部しか寄与しないが，水位が

低下してくると使用済燃料上部表面の周囲も寄与するようになる。水位が燃料

棒有効長頂部付近に近づくと，使用済燃料の上部表面の全面が線量率に寄与し，

それ以上水位が低下しても寄与する使用済燃料上部表面の面積は余り変わらな

いため，線量率変化が緩やかになる。 

  

1E-06

1E-05

1E-04

1E-03

1E-02

1E-01

1E+00
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1E+02
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量
率
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/
h
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燃料有効長頂部からの水位(m)

約4.8m 約2.6m

通常水位

使用済燃料を線源とした線量率の寄与が支配的

な水位 

使用済制御棒を線源とし

た線量率の寄与が支配的

な水位 

使用済制御棒の露出開始 

使用済制御棒を線源とした線量率の寄与よりも

使用済燃料を線源とした線量率の寄与が大きく

なる水位 

使用済燃料上

部表面の線量

率への寄与が

ほぼ一定とな

る水位＊ 

EL.約 35 m 

燃料棒有効長頂部からの水位(m) 
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図4－6 使用済燃料及び使用済制御棒の線量率と水位の関係 

  

1E-06

1E-05

1E-04

1E-03

1E-02

1E-01

1E+00

1E+01

1E+02

1E+03

1E+04

1E+05

1E+06

1E+07

0 2 4 6 8

線
量
率
(
m
Sv
/
h
)

燃料有効長頂部からの水位(m)

合計

使用済制御棒

使用済燃料

約4.8m 約2.6m

通常水位
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(6) 使用済燃料及び使用済制御棒以外で燃料プール内に保管されているものによる影響に

ついて 

燃料プール内には，線源として選定した使用済燃料及び使用済制御棒の他にLPRM等使用

済炉内計装品，使用済フィルタ等が保管されているが，いずれも使用済燃料と比較して表

面における線量率は十分に低い。更に，炉内計装品及び使用済フィルタ等はプール底部に

保管されており水による遮蔽効果も見込めることから，評価結果に影響を与えない。 
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5. 使用済燃料の線源強度の比較について 

燃料プール水位低下時の線量率評価に用いる使用済燃料の線源強度は，文献値＊1に基づき

評価しているが，「ＯＲＩＧＥＮ２」コードにより使用済燃料の線源強度を計算し，それに

基づき線量率を評価した結果と比較した。ここでは，燃料プールに使用済燃料集合体が全量

（3518体）配置されているものする。なお，使用済燃料の線源強度の比較に用いる線量率評

価は，使用済燃料の真上の燃料取替機台車床を評価点としている。線源強度計算条件及び線

量率評価結果の比較を以下に示す。 

 

(1) 文献値による線源強度に基づく線量率評価 

a. 線源強度計算条件 

線源強度は表5－1に示す文献値＊ 1記載のガンマ線エネルギ 4群の線源強度 

（MeV/（W・s））を使用する。これを（5.1）式により単位体積あたりの線源強度 

（cm-3・s-1）に変換し，線量率計算用の入力値とする。 

 

線源強度（cm-3・s-1）＝ 文献記載値（MeV/（W・s）） 

× 燃料集合体あたりの熱出力（W/体） 

／［各群のエネルギ（MeV）×燃料集合体体積（cm3/体）］ 

・・・・・・・・・・・（5.1） 

ここで， 

照射期間 ：106時間＊2 

冷却期間 ：10日＊3 

燃料集合体1体あたりの熱出力 ：4.35MW 

燃料集合体体積 ：7.1×104cm3 

 

表5－1 文献値による使用済燃料の線源強度計算結果 

群 
エネルギ 

（MeV） 

文献値＊1，＊2 

（MeV/（W・s）） 

線源強度 

（cm-3・s-1） 

1 1.0 7.0×109 4.3×1011 

2 2.0 2.4×109 7.3×1010 

3 3.0 6.0×107 1.2×109 

4 4.0 1.7×106 2.6×107 

 

b. 線量評価結果 

文献値による線源強度計算結果を基に，燃料プールの水位が通常水位から1m低下した

際の線量率を評価した結果は，約5.9×10-6mSv/hとなる。 
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(2)「ＯＲＩＧＥＮ２」コードによる線源強度に基づく線量率評価 

a. 線源強度計算条件 

「ＯＲＩＧＥＮ２」コードによる線源強度計算条件は以下のとおりであり，計算結果

を表5－2に示す。 

照射期間 ：5.24×104時間（取替燃料の最高燃焼度55GWd/t相当） 

冷却期間 ：10日＊3 

燃料仕様 ：STEPⅢ燃料 

 

表5－2 「ＯＲＩＧＥＮ２」コードによる使用済燃料の線源強度計算結果 

ガンマ線エネルギ

（MeV） 

線源強度 

（cm-3・s-1） 

0.01 3.4×1011 

0.025 7.7×1010 

0.0375 8.8×1010 

0.0575 5.8×1010 

0.085 6.9×1010 

0.125 1.2×1011 

0.225 7.2×1010 

0.375 5.8×1010 

0.575 2.2×1011 

0.85 2.3×1011 

1.25 2.0×1010 

1.75 6.3×1010 

2.25 4.6×109 

2.75 2.3×109 

3.5 2.0×107 

5.0 2.5×102 

7.0 2.8×101 

9.5 3.2×100 

 

b. 線量評価結果 

「ＯＲＩＧＥＮ２」コードによる線源強度計算結果を基に，燃料プールの水位が通常

水位から1m低下した際の線量率を評価した結果は，約2.6×10-6mSv/hとなる。 
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(3) 線量率評価結果の比較 

線量率評価結果の比較を表5－3に示す。文献値による線量率評価では，使用済燃料の照

射期間として通常運転で想定される照射期間を十分に超える106時間＊2（約114年）を設定

しており，保守的な結果となる。 

 

表5－3 線量率評価結果の比較 

通常水位からの 

低下水位（m） 

線量率（mSv/h） 

文献値による評価 
「ＯＲＩＧＥＮ２」コー

ドによる評価 

1.0 約5.9×10-6 約2.6×10-6 

 

注記＊1：Blizard E.P. and Abbott L.S.,ed.,"REACTOR HANDBOOK.2nd ed. Vol.ⅢPart 

B,SHIELDING",INTERSCIENCE PUBLISHERS,New York,London,1962" TABLE 8A.1.

より内挿 

＊2：文献＊1には，照射期間ごと及び冷却期間ごと235U核分裂生成物の1Wあたりのガ

ンマ線エネルギ（MeV/（W・s））が記載されている。照射期間は103時間，106

時間から通常運転で想定される照射期間を超える106時間を選択した。 

＊3：過去の全燃料取出完了日の実績に余裕をみた日数を設定した。 
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1. 工事計画添付書類に係る補足説明資料 

添付書類の記載内容を補足するための資料を以下に示す。 

 

資料 

No. 
添付書類名称 補足説明資料（内容） 備考 

1 

クラス１機器及び炉心支持構造物の応

力腐食割れ対策に関する説明書に係る

補足説明資料 

1. 概要 

 

2. 新たにクラス１機器及びクラス

１支持構造物として申請する範

囲の系統構成について 

3. 新たにクラス１機器及びクラス

１支持構造物として申請する範

囲の材料について 

2 

発電用原子炉施設の蒸気タービン，ポン

プ等の損壊に伴う飛散物による損傷防

護に関する説明書 

1. 配管破損防護対策について 

 

2. ガスタービン駆動補機（ガスタ

ービン発電機）のミサイル評価

について 

3. ディーゼル駆動補機及びタービ

ン駆動補機の評価対象並びに過

速度トリップ設定値について 

4. 高圧原子炉代替注水ポンプの構

造及び調速装置・非常調速装置

の作動方式について 
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原子炉格納容器内の原子炉冷却材の漏

えいを監視する装置の構成に関する説

明書並びに計測範囲及び警報動作範囲

に関する説明書に係る補足説明資料 

1. ドライウェル冷却装置凝縮水流

量測定装置の検出時間について 

 

2. ドライウェル床ドレンサンプ水

位測定装置の演算時間について 

3. ドライウェル冷却装置凝縮水流

量測定装置による漏えい検出の

評価時間の保守性について 

4. 凝縮水量が平衡状態に達する時

間に関する妥当性について 

5. ドレン配管移送時間の算出につ

いて 

6. 漏えい検出設備の検出時間評価

に使用する配管の粗度係数につ

いて 

7. ドライウェル床ドレンサンプ水

位測定装置の漏えい検出の評価

時間の保守性について 

8. ドライウェル床ドレンサンプ水

位測定装置監視不能時の対応に

ついて 

9. コリウムシールドが検出時間に

与える影響について 

10. ドライウェル内雰囲気放射性

物質濃度測定装置の検知性に

ついて 

 

 

 

 

 



4 
流体振動又は温度変動による損傷の防

止に関する説明書に係る補足説明資料 

1. 概要 

 

2. 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡

大範囲及びその他改造範囲の構

成 

3. まとめ 

4. 添付資料 
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非常用炉心冷却設備その他原子炉注水

設備のポンプの有効吸込水頭に関する

説明書に係る補足説明資料 

補足 1 

非常用炉心冷却設備その他原子

炉注水設備のポンプの有効吸込

水頭について 

 

補足 2 

原子炉隔離時冷却ポンプ及び高

圧原子炉代替注水ポンプの有効

吸込水頭の評価における原子炉

格納容器の背圧の考慮について 

補足 3 

原子炉隔離時冷却系ストレーナ

の圧損評価について 

補足 4 

非常用炉心冷却設備その他原子

炉注水設備及び圧力低減設備そ

の他の安全設備で兼用するポン

プの有効 NPSH 評価条件について 

6 
安全弁及び逃がし弁の吹出量計算書に

係る補足説明資料 

1. 原子炉冷却系統施設の安全弁等

の必要な吹出量の設定根拠 

 

2. 計測制御系統施設の安全弁等の

必要な吹出量の設定根拠 

別紙 1 

弁座漏えいを想定する原子炉冷

却材圧力バウンダリの隔離弁及

び作動を期待する安全弁につい

て 

別紙 2 

安全弁及び逃がし弁対象設備の

整理結果について 
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高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時

冷却系の第一水源変更に係る補足説明

資料 

1. 概要 

 
2. 安全機能の重要度 

3. 設備の位置付け 

4. 系統構成 

8 
主蒸気隔離弁漏えい制御系の撤去に係

る補足説明資料 

1．概要  

2．系統概要 

3．撤去範囲 

4．撤去理由 

 



資料 No.1 

クラス１機器及び炉心支持構造物の応力腐食割れ対策

に関する説明書に係る補足説明資料 
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1. 概要

本資料は，新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲となった箇

所の系統構成及び材料を説明するものである。 

2. 新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲の系統構成について

今回，新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲は原子炉浄化系

主配管「原子炉圧力容器～原子炉圧力容器ボトムドレンライン合流部」の一部である。 

新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲の概念図を図 1 に示す。 

図 1 新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲の概念図 

原子炉圧力容器

ボトムドレンライン合流部
原子炉

圧力容器

V213-1

MV213-2

M

V213-2

：従来のクラス１申請範囲 

：新たにクラス１として申請する範囲 

：従来のクラス１申請範囲（今回，主配管に該当しない範囲として申請） 
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2.1 新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する経緯について 

従来，原子炉圧力容器底部にクラッド等が堆積するのを防止するためのボトムドレン流

量調整を目的として，ニードル弁（V213-2）を設置しているラインを主配管としていた

が，PLR 配管破断等の LOCA が発生した場合にはボトムドレンラインを通じて炉内からの

冷却材流出を抑制する観点から，原子炉圧力容器により近い箇所で冷却材流出の隔離が

可能となるよう，遠隔操作による弁閉止が可能な電動弁（MV213-2）を設置しているバイ

パスラインを主配管に変更する。 

この変更により，通常運転時において，電動弁（MV213-2）は全開，ニードル弁（V213-

2）は全閉運用となる。

なお，これまでニードル弁（V213-2）により流量調整を行ったことはなく，通常運転時

においてニードル弁（V213-2）は全開運用としていたこと，また，バイパスラインは高

温待機時等の RPV 上下部の温度差が大きくなる場合に電動弁（MV213-2）を全開すること

でボトムドレン流量を増加させ温度差による熱応力を緩和できるよう設置していたが，

これまで運用した実績はないこと及びニードル弁（V213-2）を設置しているラインとバ

イパスラインは同じ配管口径（80A）であり系統流量に影響はないことから，主配管運用

変更による系統機能への悪影響はない。 

ボトムドレンライン主配管変更前後の比較図を図 2に示す。 

従来 変更後 

  

図 2 CUWボトムドレンライン主配管変更前後の比較図 

CUW母管 

RPV 
PLR配管 

V213-2 

（全開運用） 

M 

MV213-2 

（全閉運用） 

主配管 

非主配管 
CUW母管 

RPV 
PLR配管 

V213-2 

（全閉運用） 

M 

MV213-2 

（全開運用） 

主配管 

非主配管 

M M 
PLR 

ポンプへ 

PLR 

ポンプへ 

M M 
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3. 新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲の材料について

新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲について，使用材料を

表 1～表 2，系統概要図を図 3 に示す。 

表 1 新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲の配管の仕様 

最高使用圧力 最高使用温度 外径／厚さ 材料 

8.62 MPa[gage] 302 ℃ 89.1 mm／7.6 mm SUS316TP 

表 2 新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲の弁の仕様 

最高使用圧力 最高使用温度 
主要寸法 

（呼び径） 

材料 

弁箱 弁ふた 

8.62 MPa[gage] 302 ℃ 80A SCS16A SCS16A 
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図 3 新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲の系統概要図 
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別紙 1 

原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の供用期間中検査について 

1. 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の供用期間中検査の概要

新たに原子炉冷却材圧力バウンダリに変更される配管・弁について，非破壊検査（下表

の No.1〜6）については，日本機械学会「発電用原子力設備規格維持規格（2008年版）

JSME S NA1-2008」クラス１機器供用期間中検査を従来より実施していることを確認したた

め，今後も継続して同様の検査を実施する。 

漏えい試験（下表の No.7）については，従来クラス２機器の供用期間中検査を実施して

いる＊ため，今後はクラス１機器の供用期間中検査に組み込み，検査を行っていく。 

原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲について従来クラス１機器の漏えい試験を実施し

ていない理由については２章に示す。 

クラス１機器供用期間中検査項目について表１に示す。

注記＊：残留熱除去系停止時冷却モード戻りライン（Ａ／Ｂ系）の原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ拡大範囲については，従来よりクラス１機器の供用期間中検査の際に第１

隔離弁（逆止弁）のテスト用バイパス弁を開くことで第２隔離弁まで加圧可能で

あるため，クラス１機器の供用期間中検査に含めて漏えい検査を実施している。 

表１ クラス１機器供用期間中検査項目 

No. 検査対象 試験方法 試験程度 検査実績 

1 主配管の溶接継手 
ＵＴ 

（100A以上） 
25%/10年 

実施済み 

（従来よりクラス１機器供

用期間中検査を実施してい

るため，今後も継続して実

施する。） 

2 
主配管の支持部材 

取付け溶接継手 
ＰＴ 7.5%/10年 

3 支持構造物 ＶＴ 25%/10年 

4 
弁のボルト 

締付け部 
ＶＴ 

類似弁毎に 

１弁/10年 

5 
フランジのボルト

締付け部 
ＶＴ 25%/10年 

6 弁本体の内表 ＶＴ 
類似弁毎に 

１弁/10年 

7 
全ての耐圧機器 

（漏えい試験）＊１ 
ＶＴ 100%/１定検 実施予定＊１ 

ＵＴ：超音波探傷試験，ＰＴ：浸透探傷試験，ＶＴ：目視試験（漏えい試験含む） 

注記＊１：今定期検査時は，プラント起動前に実施する。 
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2. 従来の原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲における漏えい試験の考え方について

クラス１機器に対する漏えい試験の要求は JSME S NA1-2008に以下の通り規定されてい

る。 

＜JSME S NA1-2008(抜粋)＞ 

上記のとおり，クラス１機器の漏えい試験の範囲としては，原子炉冷却材圧力バウンダ

リと一致させることが求められていたことから，供用期間中検査において当時の原子炉冷

却材圧力バウンダリのみを漏えい試験の範囲として実施していたことについて問題はな

い。 

一方，新規制にて原子炉冷却材圧力バウンダリが拡大されたことに伴い，原子炉冷却材

圧力バウンダリ拡大範囲においては今後クラス１機器の漏えい試験の範囲に組み込み，検

査を行っていく。 
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別紙２ 

（参考）CUW ボトムドレンライン主配管変更に関するその他情報について 

【ＤＢＡ解析への影響】 

ＤＢＡ解析におけるＬＯＣＡ時の流出経路としては，以下を解析上考慮している。

（流出経路の詳細は添付１参照） 

・再循環ポンプ吸込側

・ジェットポンプノズル

・ＣＵＷボトムドレンライン

ＤＢＡ解析では，上記の流出経路の配管径に応じた漏えい面積を設定しており，今回

ＣＵＷボトムドレンラインの主配管を手動弁のラインから電動弁（非常用電源から給

電，添付２参照）のラインに変更した場合でも配管径が同じ（80Ａ，添付３参照）であ

るため，漏えい面積も変わらないことから，ＤＢＡ解析への影響はない。 

なお，当該の CUW ボトムドレンラインの電動弁による閉止を考えた場合の DBA 解

析挙動に与える影響については，LOCA 時の事象進展（原子炉の水位低下や ECCS に

よる炉水位の回復等の事象進展が早期であること）や当該弁の閉止により漏えい量が

少なくなることを考慮すると，現状の DBA 解析への影響は小さいと考えられる。 

【ＳＡ時の電動弁の閉操作】 

有効性評価や技術的能力におけるＣＵＷボトムドレンラインの隔離操作については

以下のとおり記載している。 

原子炉格納容器内で漏えいが確認された場合に，漏えいをできるだけ抑える観点か

ら，ＣＵＷボトムドレンラインの電動弁の他，PLR ポンプ入口弁，出口弁などを閉止

する運用としている。なお，手順上は自主扱いである。 
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・有効性評価（添付４参照）

有効性評価 3.2.1（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

の対応手順の概要と作業と所要時間に，漏えい隔離操作について記載している。

（弁名称の記載なし） 

・技術的能力（添付５参照）

技術的能力 1.4（原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する

ための手順等）の低圧原子炉代替注水系（常設）の操作手順に，原子炉冷却材喪失

時に対象弁の全閉操作について記載している。（弁名称の記載あり（CUW ボトム

ドレンラインの電動弁は「ＲＰＶドレン側流量調節バイパス弁」と記載）） 

【ＣＵＷボトムドレンラインの位置付け】 

  ＣＵＷボトムドレンラインの位置付けは，電動弁も含めてＤＢ（設計基準対象施設）

であり，ＳＡ（重大事故等対処設備）ではない。なお，当該ラインは耐震Ｓクラス，機

器クラスはクラス１であり，ＳＡ時でも耐性のあるラインとなっている。（添付６参照） 

なお，ＣＵＷボトムドレンラインの電動弁は SA 設備ではないため，保安規定上ＬＣ

Ｏ設定しておらず，ＣＵＷ系統の弁としては，ＣＵＷ入口内側・外側隔離弁が格納容器

隔離弁として（保安規定第 43 条にて）ＬＣＯ設定されている。 

以 上 
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図 ＤＢＡ解析におけるＬＯＣＡ時の流出経路の詳細
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配
管
 

原
子
炉
浄
化
系
入
口
ラ
イ
ン
分
岐
部
（
A
-再

循
環
ル
ー
プ
側
）
～
原
子
炉
再
循
環
系
合
流

部
 

Ｓ
 

ｸ
ﾗｽ

1
―
 

変
更
な
し
 

―
 

原
子
炉
浄
化
系
入
口
ラ
イ
ン
分
岐
部
（
B
-再

循
環
ル
ー
プ
側
）
～
原
子
炉
圧
力
容
器
ボ
ト

ム
ド
レ
ン
ラ
イ
ン
合
流
部
 

Ｓ
 

ｸ
ﾗｽ

1
―
 

変
更
な
し
 

―
 

原
子
炉
圧
力
容
器
ボ
ト
ム
ド
レ
ン
ラ
イ
ン
合

流
部
～
原
子
炉
再
循
環
系
合
流
部
 

Ｓ
 

ｸ
ﾗｽ

1
―
 

変
更
な
し
 

―
 

原
子
炉
再
循
環
系
合
流
部
～
弁

MV
21
3-
4 

Ｓ
 

ｸ
ﾗｽ

1
―
 

変
更
な
し
 

―
 

弁
MV
2
13
-
4～

原
子
炉
浄
化
補
助
ポ
ン
プ
バ

イ
パ
ス
ラ
イ
ン
分
岐
部
 

Ｂ
－
１
 

ｸ
ﾗｽ

3
―
 

変
更
な
し
 

―
 

原
子
炉
浄
化
補
助
ポ
ン
プ
バ
イ
パ
ス
ラ
イ
ン

分
岐
部
～
原
子
炉
浄
化
補
助
ポ
ン
プ
 

Ｂ
－
１
 

ｸ
ﾗｽ

3
―
 

変
更
な
し
 

―
 

原
子
炉
圧
力
容
器
～
原
子
炉
圧
力
容
器
ボ
ト

ム
ド
レ
ン
ラ
イ
ン
合
流
部
 

Ｓ
 

ｸ
ﾗｽ

1
―
 

変
更
な
し
 

―
 

原
子
炉
浄
化
補
助
ポ
ン
プ
～
原
子
炉
浄
化
補

助
ポ
ン
プ
バ
イ
パ
ス
ラ
イ
ン
合
流
部
 

Ｂ
－
１
 

ｸ
ﾗｽ

3
―
 

変
更
な
し
 

―
 

原
子
炉
浄
化
補
助
ポ
ン
プ
バ
イ
パ
ス
ラ
イ
ン

合
流
部
～
 原

子
炉
浄
化
系
補
助
熱
交
換
器

入
口
ラ
イ
ン
分
岐
部
（
管
側
）
 

Ｂ
－
１
 

ｸ
ﾗｽ

3
―
 

変
更
な
し
 

―
 

原
子
炉
浄
化
系
補
助
熱
交
換
器
入
口
ラ
イ
ン

分
岐
部
（
管
側
）
～
原
子
炉
浄
化
系
再
生
熱

交
換
器
 

Ｂ
－
１
 

ｸ
ﾗｽ

3
―
 

変
更
な
し
 

―
 

添付６
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発電用原子炉施設の蒸気タービン，ポンプ等の損壊に伴う 

飛散物による損傷防護に関する説明書に係る補足説明資料 



1. 配管破損防護対策について
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1-1

1.
適
用
規
格
に
つ
い
て

本
資
料
で
示
す
評
価
の
適
用
規
格
は
，
「
原
子
力
発
電
所
配
管
破
損
防
護
設
計
技
術
指
針
 
Ｊ
Ｅ
Ａ
Ｇ
４
６
１
３
-1
9
9
8（
（
社
）
日
本

電
気
協
会
）」
（
以
下
「
Ｊ
Ｅ
Ａ
Ｇ
４

６
１
３
」
と
い

う
。）

及
び
「
ST
AN
DA
RD
 R
EV
IE
W 
PL
AN
 3
.6
.2
 D
ET
ER
MI
NA
TI
ON
 O
F 
RU
PT
UR
E 
LO
CA
TI
ON
S 
AN
D
 D
Y
N
A
MI
C
 E
F
F
EC
T
S
 A
S
S
OC
I
A
TE
D
 W
IT
H
 T
H
E
 P
O
S
TU
L
A
TE
D
 

RU
PT
UR
E 

OF
 
PI

PI
NG
(
SR
P3
.6
.2
 
R3
)」
（
U.
S.

 
NU
CL
EA
R 

RE
GU
LA
TO
RY
 
CO
MM
IS
SI
ON
）（

以
下
「
SR
P3
.6
.2
」
と
い
う
。）

で
あ
り
，
両
規
格

に
お
い
て
規
定
さ
れ
る
配
管

破
損
防
護
に
関
す
る
設
計
方
法

の
比
較
を
表

1－
1
に
示
す
。
 

表
1－

1 
Ｊ
Ｅ
Ａ
Ｇ
４
６
１
３
と

SR
P3
.6
.2

の
比
較
 

Ｊ
Ｅ
Ａ
Ｇ
４
６
１
３
 

SR
P3
.6
.2
 

備
考
 

基
本
的
な
考
え
方
 

原
子

炉
冷

却
材

圧
力

バ
ウ

ン
ダ

リ
に

属
す

る
オ

ー
ス

テ
ナ

イ
ト
系
ス
テ
ン
レ
ス
鋼
管

が
，
も
し
破
損
し
た
と
し
て
も
，
原

子
炉
を
安
全
に
停
止
さ
せ
，
外
部
に
放
射
性
物
質
の
放
散
な
ど

の
影

響
を

及
ぼ

さ
な

い
よ

う
設

計
す

る
こ

と
が

防
護

設
計

の

考
え
方
で
あ
る

。
 

Ⅰ
. 

AR
EA
S 
OF
 R
EV
IE
W 

Ti
tl
e 
10
 o
f 
th
e 
Co
de
 o
f 
Fe
de
ra
l 
Re
gu

la
ti

on
s 
(1
0
 

CF
R)
 P
ar
t5
0,
 “

Do
me
st
ic
 L
ic
en
si
ng
 o
f 
P
r
o
du
c
t
io
n 
a
n
d
 

Ut
il
iz
at
io
n 
Fa
ci
li
ti
es
,”

Ap
pe
nd
ix
 A
, 
“
G
en
e
r
al
 

De
si
gn
 C
ri
te
ri
a 
fo
r
 N
uc
le
ar
 P
ow
er
 P
la
n
t
s
,”

 G
en
e
r
a
l
 

De
si
gn
 C
ri
te
ri
on
 (
GD
C)
 4
, 
“
En
vi
ro
nm
en
t
a
l 
a
n
d 

Dy
na
mi
c 
Ef
fe
ct
s 
De
si
gn
 B
as
es
,”

 r
eq
ui
r
e
s
, 
i
n
 

pa
rt
,t
ha
t 
st
ru
ct
ur
es
, 
sy
st
em
s,
 a
nd
 c

om
p
o
ne
n
t
s 

(S
SC
s)
 i
mp
or
ta
nt
 t
o 
sa
fe
ty
 b
e 
de
si
gn

ed
 
t
o 

ac
co
mm
od
at
e 
th
e 
ef
fe
ct
s 
of
 p
os
tu
la
te

d 
a
c
ci
d
e
nt
s
,
 

in
cl
ud
in
g 
ap
pr
op
ri
at
e 
pr
ot
ec
ti
on
 a
ga
in
s
t
 t
h
e
 

dy
na
mi
c 
ef
fe
ct
s 
of
 p
os
tu
la
te
d 
pi
pe
 r
up
t
u
re
s
. 

S
R
P
3
.
6.
2
で
は
，安

全
上
重
要
な
設

備
が
，
配
管
破
損
を
含
む
想
定
さ
れ

る
事

故
に

よ
り

損
傷

し
な

い
よ

う

に
設

計
す

る
必

要
が

あ
る

と
記

載

さ
れ
て
お
り
，
Ｊ
Ｅ
Ａ
Ｇ
４
６
１
３

の
記

載
と

同
義

で
あ

る
。

な
お

，

S
R
P
3
.
6.
2
に

は
配

管
の

材
質

を
限

定
す
る
記
載
な
し
。
 



1-2

Ｊ
Ｅ
Ａ
Ｇ
４
６
１
３
 

SR
P3
.6
.2
 

備
考
 

配
管
破
損
想
定
位
置
 

（
1）

タ
ー
ミ
ナ
ル
エ
ン
ド
 

（
2）

運
転
状
態
Ⅰ
，
Ⅱ
及
び

(1
/3
)Ｓ

１
地
震
荷
重
に
対
し
て
次

の
い
ず
れ
か
の
条
件
を
満
た
す
点
 

a.
Ｓ
ｎ
＞
2.
4・

Ｓ
ｍ
，
か
つ
，
Ｓ
ｅ
＞
2.
4・

Ｓ
ｍ

b.
Ｓ
ｎ
＞
2.
4・

Ｓ
ｍ
，
か
つ
，

Ｓ
ｎ
'＞

2.
4・

Ｓ
ｍ

c.
疲
れ
累
積
係
数
＞
0.
1

<B
TP
3-
4 
R2
> 

Po
st
ul
at
io
n 
of
 P
ip
e 
Br
ea
ks
 i
n 
Ar
ea
s 

Ot
h
e
r 
T
h
an
 

Co
nt
ai
nm
en
t 
Pe
ne
tr
at
io
n 

(a
)
At
 t
er
mi
na
l 
en
ds
.

(b
)
At
 i
nt
er
me
di
at
e 
lo
ca
ti
on
s 
wh
er
e 

th
e
 
ma
x
i
mu
m

st
re
ss
 r
an
ge

＊
 a
s 
ca
lc
ul
at
ed
 b
y 
E
q.
 
(
10
)
 
an
d

ei
th
er
 E
q.
 (
12
) 
or
 E
q.
 (
13
) 
ex
c
e
ed
s
 
2.
4・

Ｓ
ｍ
. 

(c
)
At
 i
nt
er
me
di
at
e 
lo
ca
ti
on
s 
wh
er
e 
th
e
 
cu
m
u
la
t
i
v
e

us
ag
e 
fa
ct
or
 e
xc
ee
ds
 0
.1
.

＊
：
Fo
r 
th
os
e 
lo
ad
s 
an
d 
co
nd
it
io
ns
 f

or
 
w
hi
c
h
 L
e
v
e
l
 

A 
an
d 
Le
ve
l 
B 
st
re
ss
 l
im
it
s 
ha
ve

 b
e
e
n 
s
p
ec
i
f
ie
d
 

in
 t
he
 d
es
ig
n 
sp
ec
if
ic
at
io
n 
 (
in
cl
u
d
in
g
 
th
e
 

op
er
at
in
g 
ba
si
s 
ea
rt
hq
ua
ke
).
 

S
R
P
3
.
6.
2
は

B
T
P
3-
4
を
参
照
し
て

い
る
た
め
，B
T
P
3-
4
の
記
載
と
比
較
 

差
異
な
し
。
 

B
T
P
3-
4

に
お

け
る

Eq
.
(
10
)
は

Ｓ

ｎ
，
Eq
.
(
12
)は

Ｓ
ｅ
，
Eq
.
(
13
)は

Ｓ
ｎ

'の
算
出

式
で
あ

り
，

差
異

な

し
。
 

差
異
な
し
。
 



1-3

Ｊ
Ｅ
Ａ
Ｇ
４
６
１
３
 

SR
P3
.6
.2
 

備
考
 

(i
i)

Fl
ui
d 
Sy
st
em
 P
ip
in
g 
in
 C
on
ta
in
m
en
t
 
Pe
n
e
tr
a
t
i
o
n

Ar
ea
s.
 B
re
ak
s 
an
d 
cr
ac
ks
 n
ee
d 
n
o
t 
b
e
 

po
st
ul
at
ed
 i
n 
th
os
e 
po
rt
io
ns
 o
f
 
pi
p
i
ng
 
f
ro
m
 

co
nt
ai
nm
en
t 
wa
ll
 t
o 
an
d 
in
cl
ud
i
n
g 
t
h
e 
i
n
bo
a
r
d 

or
 o
ut
bo
ar
d 
is
ol
at
io
n 
va
lv
es
, 
p
r
ov
i
d
ed
 
t
he
y
 

me
et
 t
he
 d
es
ig
n 
cr
it
er
ia
 o
f 
th
e
 A
S
M
E 
C
o
d
e,
 

Se
ct
io
n 
Ⅲ
, 
Su
ba
rt
ic
le
  
NE

-1
12
0,

 a
n
d
 t
h
e
 

fo
ll
ow
in
g 
ad
di
ti
on
al
 d
es
ig
n 
cr
i
t
er
i
a
: 

(a
)
Th
e 
ma
xi
mu
m 
st
re
ss
 r
an
ge
 b
et
we
en

 a
n
y
 t
w
o
 l
o
a
d

se
ts
 (
in
cl
ud
in
g 
th
e 
ze
ro
 l
oa
d 
se

t)
 
s
ho
u
l
d 
n
o
t 

ex
ce
ed
 2
.4
・
Ｓ
ｍ

 a
nd
 s
ho
ul
d 
be
 c
al
c
u
la
t
e
d 
b
y
 

Eq
. 
(1
0)
 i
n 
AS
ME

 C
od
e,
 S
ec
ti
on
 Ⅲ

,
N
B-
3
6
5
3.
 
I
f 

th
e 
ca
lc
ul
at
ed
 m
ax
im
um
 s
tr
es
s 
ra

ng
e
 
of
 
E
q.
 
(
10
)
 

ex
ce
ed
s 
2.
4・

Ｓ
ｍ

, 
th
e 
st
re
ss
 r
an
g
e
s
 c
a
l
cu
l
a
te
d
 

by
 b
ot
h 
Eq
. 
(1
2)
 a
nd
 E
q.
 (
13
) 
in

 P
a
r
ag
r
a
ph
 A
SM
E
 

Co
de
, 
Se
ct
io
n 
Ⅲ
, 
NB

-3
65
3 
sh
ou
ld
 m
e
e
t 
t
h
e 
l
i
mi
t
 

of
 2
.4
・
Ｓ
ｍ
. 

(b
)
Th
e 
cu
mu
la
ti
ve
 u
sa
ge
 f
ac
to
r 
sh
ou

ld
 
be
 
l
e
ss
 
t
h
a
n

0.
1.
 

B
T
P
3-
4
で
は
，格

納
容
器
壁
と
内
側

隔
離

弁
又

は
外

側
隔

離
弁

の
間

の

管
に
つ
い
て
は
，
ク
ラ
イ
テ
リ
ア
を

満
足
し
て
い
れ
ば
，
破
損
や
き
裂
を

想
定

す
る

必
要

が
な

い
と

規
定

さ

れ
て
い
る
。
 



1-4

Ｊ
Ｅ
Ａ
Ｇ
４
６
１
３
 

SR
P3
.6
.2
 

備
考
 

(c
)
Th
e 
ma
xi
mu
m 
st
re
ss
, 
as
 c
al
cu
la
te

d 
b
y
 E
q
.
 (
9
)
 
i
n

AS
ME
 C
od
e,
Se
ct
io
n
 Ⅲ

, 
NB
-3
65
2 
un
de
r
 
th
e 

lo
ad
in
gs
 r
es
ul
ti
ng
 f
ro
m 
a 
po
st
ul

at
e
d
 p
i
p
in
g
 

fa
il
ur
e 
be
yo
nd
 t
he
se
 p
or
ti
on
s 
of

 p
i
p
in
g
,
 s
h
o
ul
d
 

no
t 
ex
ce
ed
 2
.2
5
・
Ｓ
ｍ
 a
nd
 1
.8
・
Ｓ
ｙ
,
 e
x
c
ep
t
 

th
at
 f
ol
lo
wi
ng
 a
 f
ai
lu
re
 o
ut
si
de

 c
o
n
ta
i
n
me
n
t
, 

th
e 
pi
pe
 b
et
we
en
 t
he
 o
ut
bo
ar
d 
is

ol
a
t
io
n
 
va
l
v
e 

an
d 
th
e 
fi
rs
t 
re
st
ra
in
t 
ma
y 
be
 p

er
m
i
tt
e
d
 h
i
g
he
r
 

st
re
ss
es
 p
ro
vi
de
d 
a 
pl
as
ti
c 
hi
ng

e 
i
s
 n
o
t
 f
o
r
me
d
 

an
d 
op
er
ab
il
it
y 
of
 t
he
 v
al
ve
s 
wi

th
 
s
uc
h
 

st
re
ss
es
 i
s 
en
su
re
d 
 i
n 
 a
cc
or
da

nc
e
 
wi
t
h
 t
h
e
 

cr
it
er
ia
 s
pe
ci
fi
ed
 i
n 
SR
P 
Se
ct
io
n 
3
.
9.
3
. 



1-5

Ｊ
Ｅ
Ａ
Ｇ
４
６
１
３
 

SR
P3
.6
.2
 

備
考
 

防
護
設
計
の
実
施
 

 
配
管
の
破
損
に
対
し
て
防
護
対
象
の
機
能
を
確

保
し
，
ま
た

配
管
破
損
に
よ
る
派
生
事
象
が
安
全
評
価
上
の
「
事
故
」
の
規

模
を
上
回
ら
な
い
よ
う
に
，
防
護
設
計
は
次
の
基
本
的
な
考
え

方
に
基
づ
き
行
う
も
の
と
す
る
。
 

ⅰ
）
破
損
想
定
配
管
と
防
護
対
象
は
，
相
互
に
距
離
を
離
す
。 

ⅱ
）
隔
壁
（
建

屋
区
画
室
等
）
を
設
け
る
。
 

<S
RP
3.
6.
1 
R3
> 

I.
AR
EA
S 
OF
 R
EV
IE
W

1.
Re
vi
ew
s 
of
 t
he
 g
en
er
al
 l
ay
ou
t 
o
f
 h
i
g
h 
a
n
d

mo
de
ra
te
 e
ne
rg
y 
pi
pi
ng
 s
ys
te
ms
 w

it
h
 
re
s
p
ec
t
 
to

th
e 
pl
an
t 
ar
ra
ng
em
en
t 
cr
it
er
ia
 
o
f 
S
e
ct
i
o
n 
B
.
1.

of
 B
ra
nc
h 
Te
ch
ni
ca
l 
Po
si
ti
on
 (
BT

P)
 
3-
3
.
 
Th
r
e
e

ar
ra
ng
em
en
t 
si
tu
at
io
ns
 a
re
 c
ov
e
r
ed
 
b
y 
t
h
e

cr
it
er
ia
 a
nd
 a
ll
 t
hr
ee
 m
ay
 b
e 
e
n
co
u
n
te
r
e
d 
i
n
 a

si
ng
le
 p
la
nt
. 
Th
ey
 a
re
:

A.
Ar
ra
ng
em
en
ts
 w
he
re
 p
ro
te
ct
io
n 
o
f
 
sa
f
e
ty
- 

re
la
te
d 
pl
an
t 
fe
at
ur
es
 i
s 
pr
ov
i
d
ed
 
b
y

se
pa
ra
ti
on
 o
f 
hi
gh
 a
nd
 m
od
er
at
e
 
en
e
r
gy

sy
st
em
s 
fr
om
 e
ss
en
ti
al
 s
ys
te
ms
 
a
nd

co
mp
on
en
ts
.

B.
Ar
ra
ng
em
en
ts
 w
he
re
 p
ro
te
ct
io
n 
o
f
 
sa
f
e
ty
- 

re
la
te
d 
pl
an
t 
fe
at
ur
es
 i
s 
pr
ov
i
d
ed
 
b
y

en
cl
os
in
g 
ei
th
er
 t
he
 h
ig
h 
an
d 
m
o
de
r
a
te
 
e
ne
r
g
y

sy
st
em
s 
or
 t
he
 s
af
et
y
-r
el
at
ed
 f

e
at
u
r
es
 
i
n

pr
ot
ec
ti
ve
 s
tr
uc
tu
re
s.

S
R
P
3
.
6.
2
は

SR
P3
.
6
.
1
を
参
照
し

て
い
る
た
め
，S
R
P3
.6
.
1
の
記
載
と

比
較
 

防
護

設
計

の
要

求
事

項
に

差
異

な

し
。
 

差
異
な
し
。
 

差
異
な
し
。
 



1-6

Ｊ
Ｅ
Ａ
Ｇ
４
６
１
３
 

SR
P3
.6
.2
 

備
考
 

ⅲ
）
配
管
破
損

に
よ
る
動
的
影
響
を
防
護
対
象
に
与
え
な
い

た
め
及
び
想
定
事
象
を
緩
和
す
る
た
め
，
パ
イ
プ
ホ
イ

ッ
プ

レ
ス

ト
レ

イ
ン

ト
等

の
設

置
及

び
主

要
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2. パイプホイップレストレイントについて

図 2－1 パイプホイップレストレイント構造図（例） 

破損想定位置 

配管破損防護設計上の防護対策としてのパイプホイップレストレイントについての構造例を図

一曲げ部へ設置した例を示したものである。 

2－1に示す。パイプホイップレストレイントは，配管破断時の管の変形を拘束するための支持構

造物である。なお，図 2－1は，破損想定位置の管軸方向の変形を拘束することを目的として，第
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3. 障壁について

原子炉冷却材圧力バウンダリ（以下「ＲＣＰＢ」という。）の拡大範囲となる主配管の配置及び

障壁による区画を図 3－1に示す。 

図 3－1 障壁による区画図 
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4. 原子炉冷却材圧力バウンダリの配管破損による損傷防護について

4.1 概要 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（原子力規制委員会 2013年

6 月）」第 15 条第 4 項及び「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解

釈（原子力規制委員会 2013 年 6 月）」に基づき，配管の破損に伴う飛散物により発電用原子

炉施設の安全性を損なわない設計とすることについて説明するものである。 

配管破損に関しては，設計基準対象施設に属する設備のＲＣＰＢ範囲のうち，新規制基準に

おいて拡大となった範囲を除く，既存の範囲について配管破損に伴う飛散物により，発電用原

子炉施設の安全性を損なわない設計を行うことについて説明する。 

4.2 基本方針 

設計基準対象施設に属する設備は，内部発生エネルギーの高い流体を内蔵する配管の破損に

伴う飛散物により安全性を損なわない設計とする。 

内部発生エネルギーの高い流体を内蔵する配管については，材料選定，強度設計に十分な考

慮を払うとともに，ＪＥＡＧ４６１３及び SRP3.6.2に基づき配管破損を想定し，その結果生じ

る可能性のある動的影響により，発電用原子炉施設の機能が損なわれることのないよう配置上

の考慮を払うこととする。 

なお，配管破損想定位置の想定にあたって，応力算出には弾性設計用地震動Ｓｄを用いる。 

4.3 評価 

発電用原子炉施設の安全性を損なうことが想定される内部発生エネルギーの高い流体を内蔵

する配管の破損に伴う飛散物により，発電用原子炉施設の安全性を損なわないことを評価する。 

4.3.1 内部発生エネルギーの高い流体を内蔵する配管の破損による飛散物 

4.3.1.1 評価方針 

高温高圧の流体を内包するＲＣＰＢを構成する主配管のうち既存のＲＣＰＢ範囲に

ついて，ＪＥＡＧ４６１３及び SRP3.6.2に基づき配管破損を想定し，以下の評価内容

により評価し，設計上考慮する。なお，ＬＢＢ概念は適用しない。 

ただし，ＪＥＡＧ４６１３に記載されている基準地震動Ｓ1については，弾性設計用

地震動Ｓｄに読み替え，SRP3.6.2 が参照している「STANDARD REVIEW PLAN BRANCH 

TECHNICAL POSITION 3-4 POSTULATED RUPTURE LOCATIONS IN FLUID SYSTEM PIPING 

INSIDE AND OUTSIDE CONTAINMENT(SRP BTP3-4 R2)(U.S. NUCLEAR REGULATORY 

COMMISSION)に記載されている operating basis earthquakeについては，弾性設計用

地震動Ｓｄの 1／3と読み替える。また，ＪＥＡＧ４６１３が参照している「発電用原

子力設備に関する構造等の技術基準（昭和 55年通商産業省告示第５０１号）」に関する

内容及び SRP3.6.2が参照している「2013 ASME Boiler and Pressure Vessel Code」

(The American Society of Mechanical Engineers)に関する内容については，「発電用

原子力設備規格 設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ Ｎ

Ｃ１-2005/2007（日本機械学会 2007年 9月）」（以下「設計・建設規格」という。）に
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従うものとする。 

4.3.1.2 評価内容 

評価においては，配管破損想定位置を考慮した上で，防護対象を防護する。 

(1) 防護対象

防護対象は，原子炉施設の異常状態において，この拡大を防止し，又は緩和する機能

を有するもののうち，次のとおりとする。 

a. 原子炉停止系

b. 炉心冷却に必要な工学的安全施設及び関連施設

c. 原子炉冷却材喪失時に圧力障壁となり，かつ，放射性物質の放散に対する障壁を

形成するよう設計された範囲の施設

(2) 配管破損想定位置

既存のＲＣＰＢ範囲について，ＪＥＡＧ４６１３及び SRP3.6.2 に基づき，ターミナ

ル・エンド及び発生応力又は疲労累積係数が所定の値を超える点を配管破損想定位置

とする。 

a. ターミナル・エンド

b. 供用状態Ａ，Ｂ及び（1／3）・Ｓｄ地震荷重＊に対して次のいずれかの条件を満た

す点

(a) Ｓｎ＞2.4・Ｓｍ，かつ，Ｓｅ＞2.4・Ｓｍ

(b) Ｓｎ＞2.4・Ｓｍ，かつ，Ｓｎ'＞2.4・Ｓｍ

ただし，Ｓｎ ：設計・建設規格 PPB-3531 の計算式に準じて計算した一

次＋二次応力。 

Ｓｅ ：設計・建設規格 PPB-3536(6)の計算式に準じて計算した

熱膨張応力。 

Ｓｎ'：設計・建設規格 PPB-3536(3)のＳｎの計算式に準じて計

算した一次＋二次応力。 

Ｓｍ ：設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 lに規定され

る材料の設計応力強さ。 

(c) 疲労累積係数＞0.1

ただし，上述する疲労累積係数は供用状態Ａ，Ｂにおける疲労累積係数に

（1／3）・Ｓｄ（Ｓｄ－Ｄ，Ｓｄ－Ｆ１，Ｓｄ－Ｆ２，Ｓｄ－Ｎ１，Ｓｄ－Ｎ

２，及びＳｄ－１）地震のみによる疲労累積係数を加算したものとする。 

注記＊：Ｓｄ（Ｓｄ－Ｄ，Ｓｄ－Ｆ１，Ｓｄ－Ｆ２，Ｓｄ－Ｎ１，Ｓｄ－Ｎ２，及び

Ｓｄ－１）地震とは，Ⅵ-2「耐震性に関する説明書」のうち，Ⅵ-2-1-1「耐

震設計の基本方針」に示す弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄ，Ｓｄ－Ｆ１，Ｓｄ－

Ｆ２，Ｓｄ－Ｎ１，Ｓｄ－Ｎ２，及びＳｄ－１による動的地震力をいう。な

お，弾性設計用地震動Ｓｄの概要は，Ⅵ-2「耐震性に関する説明書」のうち，
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Ⅵ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概要」に示す。 

ただし，ＰＣＶ貫通部については次の条件を満たすことで配管破損を想定しない。 

c. 供用状態Ａ，Ｂ及び（1／3）・Ｓｄ地震荷重に対して次の条件を満たすこと。

(a) Ｓｎ≦2.4・Ｓｍ，又は，Ｓｅ≦2.4・Ｓｍ

(b) Ｓｎ≦2.4・Ｓｍ，又は，Ｓｎ'≦2.4・Ｓｍ

(c) 疲労累積係数≦0.1

d. ＰＣＶ貫通部について，破損想定位置における破断荷重によって，ＰＣＶ貫通部

の健全性維持範囲の配管に生じる応力は設計・建設規格 PPB-3520の計算式によ

り計算した応力が 2.25・Ｓｍ及び 1.8・Ｓｙ以下であること。

ただし，Ｓｙ ：設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に規定される材

料の設計降伏点。 

(3) 防護対策の実施

配管破損による動的影響により，他の安全機能を有する構築物，系統及び機器が損傷

しないように，必要に応じ以下の措置を講じる設計とする。 

a. 配管破損想定位置と防護対象機器は，十分な離隔距離をとる。

b. 配管破損想定位置又は防護対象機器を障壁で囲む。

c. 上記のいずれかの対策がとれない場合，配管破損による動的影響に十分耐える

パイプホイップレストレイントを設ける。

4.3.1.3 評価結果 

既存のＲＣＰＢ範囲における配管破損に関し，ＪＥＡＧ４６１３及び SRP3.6.2に基

づき評価した結果，発生応力又は疲労累積係数が所定の値を超える点及び各配管にお

けるターミナル・エンドがあり，配管破損を想定する点があることを確認した。既存の

ＲＣＰＢ範囲における配管破損想定位置を表 4－1に，各系統の配管鳥轍図を図 4－1 か

ら図 4－23に示す。 

これらの配管破損想定位置は必要な強度を有するパイプホイップレストレイントが

設置されている，又は設置されていない配管については，配管破損想定位置近傍に防護

対象設備がないことを確認した。したがって，配管の破損に伴う飛散物により発電用原

子炉施設の安全性は損なわれない。 
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表 4－1 既存のＲＣＰＢ範囲における配管破損想定位置 

対象 配管破損想定位置の有無 
パイプホイッ

プレストレイ

ント設置の有

無 

系統名 モデル No.
ターミナル・

エンド

発生応力又は

疲労累積係数

が所定の値を

超える点 

給水系 
FW-PD-1 有 無 有 ― 

FW-PD-2 有 無 有 ― 

主蒸気系 

MS-PD-1 有 有 有 ― 

MS-PD-2 有 有 有 ― 

MS-PD-3 有 有 有 ― 

MS-PD-4 有 有 有 ― 

原子炉 

再循環系 

PLR-PD-1 有 無 有 ― 

PLR-PD-2 有 無 有 ― 

原子炉隔離時

冷却系 

RCIC-PD-1 無 無 無 ― 

RCIC-R-3 無 無 無 ― 

残留熱除去系 

RHR-PD-4 有 無 有 ― 

RHR-PD-5 有 無 有 ― 

RHR-PD-6 有 無 有 ― 

RHR-PD-7 有 無 無 無 

RHR-R-5A 無 無 無 ― 

RHR-R-11 無 無 無 ― 

RHR-R-16 無 無 無 ― 

原子炉浄化系 
CUW-PD-1 有 有 無 無 

CUW-R-1 無 無 無 ― 

高圧炉心 

スプレイ系

HPCS-PD-1 有 無 有 ― 

HPCS-R-2 無 無 無 ― 

低圧炉心 

スプレイ系

LPCS-PD-1 有 無 有 ― 

LPCS-R-2 無 無 無 ― 

配管破損想定

位置近傍の防

護対象設備の

有無＊ 

注記＊：「ターミナル・エンド」及び「発生応力又は疲労累積係数が所定の値を超える点」が両方「無」

の場合，又は「パイプホイップレストレイント設置の有無」が「有」の場合は「配管破損

想定位置近傍の防護対象設備の有無」を確認する必要がないことから「―」と表記する。 
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図 4－1 配管鳥瞰図（給水系 FW-PD-1） 

図 4－2 配管鳥瞰図（給水系 FW-PD-2） 
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図 4－3 配管鳥瞰図（主蒸気系 MS-PD-1） 

図 4－4 配管鳥瞰図（主蒸気系 MS-PD-2） 
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図 4－5 配管鳥瞰図（主蒸気系 MS-PD-3） 

図 4－6 配管鳥瞰図（主蒸気系 MS-PD-4） 
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図 4－7 配管鳥瞰図（原子炉再循環系 PLR-PD-1） 

図 4－8 配管鳥瞰図（原子炉再循環系 PLR-PD-2） 
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図 4－9 配管鳥瞰図（原子炉隔離時冷却系 RCIC-PD-1） 

図 4－10 配管鳥瞰図（原子炉隔離時冷却系 RCIC-R-3） 
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図 4－11 配管鳥瞰図（残留熱除去系 RHR-PD-4） 

図 4－12 配管鳥瞰図（残留熱除去系 RHR-PD-5） 
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図 4－13 配管鳥瞰図（残留熱除去系 RHR-PD-6） 

図 4－14 配管鳥瞰図（残留熱除去系 RHR-PD-7） 
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図 4－15 配管鳥瞰図（残留熱除去系 RHR-R-5A） 

図 4－16 配管鳥瞰図（残留熱除去系 RHR-R-11） 
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図 4－17 配管鳥瞰図（残留熱除去系 RHR-R-16） 

図 4－18 配管鳥瞰図（原子炉浄化系 CUW-PD-1） 
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図 4－19 配管鳥瞰図（原子炉浄化系 CUW-R-1） 

図 4－20 配管鳥瞰図（高圧炉心スプレイ系 HPCS-PD-1） 
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図 4－21 配管鳥瞰図（高圧炉心スプレイ系 HPCS-R-2） 

図 4－22 配管鳥瞰図（低圧炉心スプレイ系 LPCS-PD-1） 
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図 4－23 配管鳥瞰図（低圧炉心スプレイ系 LPCS-R-2） 



1-25

原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲及びボトムドレンライン変更範囲を図 5－1から図 5－3に示す。

図 5－1 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲（残留熱除去系系統図（Ａ系）より） 

5. 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲及びボトムドレンライン変更範囲について
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図 5－2 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲（残留熱除去系系統図（Ｂ系）より） 
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図5－3 ボトムドレンライン運用変更範囲（原子炉浄化系系統図より） 
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1. 概要

ガスタービン駆動補機については，使用材料の検査，製品の品質管理，規格等に基づき

安全設計及び定期検査により損壊防止を図ること，並びに調速装置及び非常調速装置を設

けることにより損壊防止対策が十分実施される。 

調速装置は，通常運転時の定格回転速度を一定に制御する機能及び事故時等の回転速度

上昇を抑制する機能を有しており，事故時等において回転速度が定格回転速度以上に上昇

しても，調速装置の機能により非常調速装置が作動する回転速度未満に制御できるように

設計する。 

非常調速装置は，万一，調速装置が機能することなく異常な過回転が生じた場合におい

ても，「発電用火力設備に関する技術基準を定める省令」及び「発電用火力設備の技術基準

の解釈」に適合する定格回転速度の 1.11倍を超えない範囲で作動し機器を自動停止させる

ことにより，本設定値以上のオーバースピードとならない設計とし，オーバースピードに

起因する機器の損壊を防止する。 

また，各機器については非常調速装置が実作動するまでのオーバースピード状態におい

ても構造上十分な機械的強度を有する設計とし，非常調速装置については，各機器をオー

バースピード状態にして非常調速装置の作動確認を行うとともに，非常調速装置が実作動

するまでのオーバースピード状態の健全性を確認することにより，機器の損壊を防止す

る。 

以上のことにより，タービンミサイルが発生するような事故は極めて起こりにくいと考

えられる。しかしながら，ガスタービンについては定格回転速度が 18000 min-1 と非常に高

速であることを踏まえ，仮想的にインペラ及びタービンディスクが損壊することを想定

し，昭和 52 年 7 月 20 日付け原子力委員会原子炉安全専門審査会報告書「タービンミサイ

ル評価について」（以下「ミサイル評価報告書」という。）に基づき影響を評価する。

2. 評価対象

ガスタービン駆動補機（ガスタービン発電機）

機種   ： 

定格回転速度   ： 18000 min-1 

過速度トリップ  ：  min-1 

圧縮機      ： 

タービン   ： 
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3. 評価方針

ガスタービン駆動補機（ガスタービン発電機）のインペラ及びタービンディスク損壊を

想定した場合における，ケーシング等の防護壁の貫通有無を評価する。 

4. 評価内容

ケーシングの貫通に対する評価については，ミサイル評価報告書及び「ISES7607-3 軽水

炉構造機器の衝撃荷重に関する調査その 3 ミサイルの衝突による構造壁の損傷に関する評

価式の比較検討」（高温構造安全技術研究組合）（以下「ISES 7607」という。）に記載の BRL

式(Ballistic Research Laboratories Formula）を用いて評価を行う。 

また，評価においては，ミサイル評価報告書に基づき，以下の条件を考慮する。 

(1) 評価条件

a. ミサイル発生時の回転速度は設計過速度の上限値とする。（ min-1) 

b. ディスクは破損する際，等分な四分割のミサイル化を考慮する。

c. 貫通厚さの算出については，鋼板に対する貫通評価式として BRL式を使用する。

(2) BRL式を用いた評価

タービンミサイルの防護壁に必要な板厚は，ISES 7607「3.鋼板に対する評価」の BRL

式から求め，影響を評価する。 

Ｔ
3/2

＝
0.5・Ｍ・Ｖ

2

17400・Ｋ
2
・ｄ

3/2
・・・ BRL 式

ここで， 

Ｔ ＝鋼板貫通厚さ（inch） 

Ｍ ＝ミサイル質量（lb・sec2/ft） 

Ｖ ＝ミサイル速度（ft/sec） 

ｄ ＝ミサイル直径（inch） 

Ｋ ＝鋼板の grade に関する定数（≒1.0）である。 

ISES 7607「3.鋼板に対する評価」の BRL式については，ヤード・ポンド単位のもので

あり，SI単位に換算すると，以下のとおりとなる。 

Ｔ’＝2.54×10−2×T（m） 

Ｍ’＝14.6×M（kg） 

Ｖ’＝0.3048×V（m/s） 

ｄ’＝2.54×10−2×d（m） 



2-3

したがって，SI 単位では BRL式は以下のとおりとなる。なお，本式については，添付

書類 Ⅵ-3「強度に関する説明書」のうちⅥ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の

強度計算の方針」での強度計算式と同一である。 

Ｔ’
3/2

＝
0.5・Ｍ’・Ｖ’

2

1.4396・109・Ｋ
2
・ｄ’

3/2

(3) タービンミサイル計算条件及び計算値

タービンミサイルの計算条件及び計算値を以下の表 4－1 に示す。

表 4－1 タービンミサイル計算条件及び計算値 

評価部位 

ミサイル

質量

Ｍ’（kg） 

ミサイル

速度

Ｖ’（m/s） 

ミサイル

直径

ｄ’（m） 

鋼板の 

grade に 

対する定数 

Ｋ 

防護上 

必要な板厚 

Ｔ’（mm） 
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(4) ガスタービン構造図

ガスタービンの構造を以下の図 4－1に示す。

図 4－1 ガスタービン構造図 
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5. 評価結果

ガスタービン駆動補機に関して，仮想的にインペラ及びタービンディスクが損壊するこ

とを想定しても，ケーシング厚さはタービンミサイルの防護上必要な板厚を上回ることか

ら，損壊した回転体がケーシングを貫通することなくケーシング内部に留まるため，ター

ビンミサイルは発生しない。 

仮想的損壊時のミサイル評価結果を表 5－1に示す。 

表 5－1 ガスタービン駆動補機（ガスタービン発電機）のミサイル評価結果 

評価部位 ケーシング板厚（mm） 防護上必要な板厚（mm） 評価 
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6.
ミ
サ
イ
ル
評
価
報
告
書
と
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
（
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
）
の
ミ
サ
イ
ル
評
価
比
較

原
子
力
委
員
会
原
子
炉
安
全
専
門
審
査
会
報
告
書
「
タ
ー
ビ
ン
ミ
サ
イ
ル
評
価
に
つ
い

て
」
 

タ
ー
ビ
ン
ミ
サ
イ
ル
評
価
に
つ
い
て 昭
和
５
２
年
７
月
２
０
日
 

原
子
炉
安
全
専
門
審
査
会

―
―
―
―
―
 

本
比
較
表
中
の
 

 
 
 
 は

，
ミ
サ
イ
ル
評
価
報
告
書
の
評
価
内
容
を
ガ
 

ス
タ
ー
ビ
ン
（
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
）
の
ミ
サ
イ
ル
評
価
に
お
け
る
評
価

対
象
と
す
る
事
項
を
示
す
。
ま
た
，
そ
の
補
足
説
明
を
下
線
に
て
示
す
。
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
駆
動
補
機
（
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
）
の
ミ
サ
イ
ル
評
価
（
ケ
ー
シ
ン

グ
貫
通
評
価
）
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原
子
力
委
員
会
原
子
炉
安
全
専
門
審
査
会
報
告
書
「
タ
ー
ビ
ン
ミ
サ
イ
ル
評
価
に
つ
い

て
」
 

は
 
 
じ

 
 
め
 

 
に
 

本
検
討
会
は
「
発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
」
の
指
針
５

.に
言
う

飛
来
物
の
内
タ
ー
ビ
ン
ミ
サ
イ
ル
を
ど
の
よ
う
に
評
価
す
る
か
に
つ
い
て
の
判
断
基
準
を
決
定
す
る

こ
と
を
目
的
と
し
た
。
 

本
検
討
会
は
昭
和
５
２
年
６
月
の
第
１
６
０
回
原
子
炉
安
全
専
門
審
査
会
で
上
記
目
的
の
た
め
に

設
置
さ
れ
た
。
以
降
合
計
４
回
の
会
合
を
持
ち
，
鋭
意
検
討
を
行
い
，
本
報
告
書
を
ま
と
め
た
。
 

Ⅰ
 
評
価
モ
デ
ル
 

１
.

タ
ー
ビ
ン
ミ
サ
イ
ル
の
想
定

ⅰ
) 
低
圧
タ
ー
ビ
ン
羽
根
 

ⅱ
) 
Ｔ
－
Ｇ
カ
ッ
プ
リ
ン
グ
 

ⅲ
) 
低
圧
タ
ー
ビ
ン
デ
ィ
ス
ク
（
一
体
型
ロ
ー
タ
を
含
む
）
 

ⅳ
) 
そ
の
他
（
タ
ー
ビ
ン
ロ
ー
タ
，
発
電
機
ロ
ー
タ
等
）
を
考
え
る
。
 

Ⅰ
 評

価
モ
デ
ル
 

1
.
タ
ー
ビ
ン
ミ
サ
イ
ル
の
想
定

ⅰ
) 
評
価
対
象
外
（
羽
根
：
小
型
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
翼
で
あ
る
た
め
，
質
量
（
ミ
サ
イ
ル
質
量
：
Ｍ
）
が
小
さ
く
飛
散

時
の
エ
ネ
ル
ギ
が
小
さ
い
）
 

ⅱ
) 
評
価
対
象
外
（
カ
ッ
プ
リ
ン
グ
：
重
心
位
置
が
中
央
寄
り
で
あ
る
た
め
，
評
価
速
度
（
ミ
サ
イ
ル
速
度
：
Ｖ
）

が
小
さ
い
。
ま
た
，
小
径
で
質
量
（
ミ
サ
イ
ル
重
量
：
Ｍ
）
が
小
さ
く
飛
散

時
の
エ
ネ
ル
ギ
が
小
さ
い
）
 

ⅲ
) 
評
価
対
象
と
し
て
，
イ
ン
ペ
ラ
，
タ
ー
ビ
ン
デ
ィ
ス
ク
を
考
慮
す
る
。
 

ⅳ
) 
評
価
対
象
外
（
Ｐ
Ｔ
Ｏ
シ
ャ
フ
ト
：
重
心
位
置
が
中
央
寄
り
で
あ
る
た
め
，
評
価
速
度
（
ミ
サ
イ
ル
速
度
：
Ｖ
）

が
小
さ
く
飛
散
時
の
エ
ネ
ル
ギ
が
小
さ
い
。
）

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
駆
動
補
機
（
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
）
の
ミ
サ
イ
ル
評
価
（
ケ
ー
シ
ン

グ
貫
通
評
価
）
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原
子
力
委
員
会
原
子
炉
安
全
専
門
審
査
会
報
告
書
「
タ
ー
ビ
ン
ミ
サ
イ
ル
評
価
に
つ
い

て
」
 

２
.

ミ
サ
イ
ル
防
護
の
対
象
と
す
べ
き
機
器
等

(1
)

以
下
の
観
点
か
ら
対
象
を
選
定
す
る
。

ⅰ
) 
原
子
炉
の
安
全
な
停
止
機
能
の
確
保
 

ⅱ
) 
原
子
炉
格
納
容
器
と
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
同
時
破
損
防
止
 

ⅲ
) 
燃
料
及
び
使
用
済
燃
料
プ
ー
ル
の
健
全
性
の
確
保
 

ⅳ
) 
残
留
熱
除
去
機
能
の
確
保
 

ⅴ
) 
非
常
用
電
源
の
確
保
 

 上
記
の
う
ち
 

系
統
の
多
重
性
、
配
置
等
の
関
連
で
具
体
的
に
格
納
容
器
内
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
、
使

用
済
燃
料
プ
ー
ル
が
対
象
と
な
る
 

３
.

確
率
評
価
の
モ
デ
ル

タ
ー
ビ
ン
ミ
サ
イ
ル
の
評
価
は
発
生
確
率
（
Ｐ

１
）、

到
達
確
率
（
Ｐ

２
）
、
破
損
確
率
（
Ｐ

３
）

を
総
合
し
た
下
記
の
式
に
よ
り
行
う
こ
と
と
す
る
。
 

Ｐ
＝
∑
（
Ｐ

１
i×

Ｐ
２
i×

Ｐ
３
i）

  
（
ⅰ
＝
Ｂ
，
Ｃ
，
Ｄ
，
Ｒ
）
 

但
し

 
Ｂ
：
低
圧
タ
ー
ビ
ン
羽
根
 

Ｃ
：
Ｔ
－
Ｇ
カ
ッ
プ
リ
ン
グ
 

Ｄ
：
低
圧
タ
ー
ビ
ン
デ
ィ
ス
ク
 

Ｒ
：
タ
ー
ビ
ン
ロ
ー
タ
、
発
電
機
ロ
ー
タ
 

(
1)

発
生
確
率
（
Ｐ

１
）

Ⅰ
，
１
で
想
定
さ
れ
て
い
る
各
項
目
が
ミ
サ
イ
ル
化
す
る
確
率
は
、
理
論
的
な
確
率
評
価

に
も
と
づ
き
、
そ
の
妥
当
性
が
確
認
さ
れ
た
も
の
、
も
し
く
は
、
実
績
に
基
づ
き
そ
の
妥
当

性
が
確
認
さ
れ
た
も
の
を
使
用
す
る
。
 

妥
当
性
が
確
認
さ
れ
な
い
と
き
は
、
ミ
サ
イ
ル
確
率
（
∑
Ｐ

１
i）

は
１
．
０

－
４
／
年

（
１
）

と
す
る
。
 

低
圧
タ
ー
ビ
ン
デ
ィ
ス
ク
の
ミ
サ
イ
ル
発
生
確
率
は
５
×
１
０

－
５
／
年
と
す
る
。
 

2
.
ミ
サ
イ
ル
防
護
の
対
象
と
す
べ
き
機
器
等

評
価
対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）

3
.
確
率
評
価
の
モ
デ
ル

評
価
対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）

(
1)

発
生
確
率

評
価
対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）

ⅰ
 

ⅰ
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
駆
動
補
機
（
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
）
の
ミ
サ
イ
ル
評
価
（
ケ
ー
シ
ン

グ
貫
通
評
価
）
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原
子
力
委
員
会
原
子
炉
安
全
専
門
審
査
会
報
告
書
「
タ
ー
ビ
ン
ミ
サ
イ
ル
評
価
に
つ
い

て
」
 

(
2)

到
達
確
率
（
Ｐ

２
）

Ⅰ
，
２
の
対
象
物
に
到
達
す
る
確
率
は
次
の
条
件
で
算
出
し
た
も
の
と
す
る
。

①
低
圧
タ
ー
ビ
ン
羽
根

ⅰ
) 
低
圧
タ
ー
ビ
ン
最
終
段
動
翼
１
枚
が
ミ
サ
イ
ル
化
し
た
と
考
え
る
。
 

ⅱ
) 
飛
散
羽
根
は
羽
根
植
込
部
を
含
め
た
も
の
と
す
る
。
 

ⅲ
) 
ミ
サ
イ
ル
発
生
時
の
回
転
速
度
は
設
計
過
速
度
の
上
限
値
と
す
る
。
 

ⅳ
) 
外
部
ケ
ー
シ
ン
グ
に
よ
り
飛
び
出
し
た
時
の
残
存
エ
ネ
ル
ギ
率
を
２
％
と
す
る
。

 

ⅴ
) 

ミ
サ
イ
ル
の
飛
び
出
し
角
度
の
確
率
分
布
に
つ
い
て
は
０
～
２
５
°
（
外
側
）
の
偏
角
内
に

一
様
と
す
る
。
 

②
Ｔ
－
Ｇ
カ
ッ
プ
リ
ン
グ

ⅰ
) 
ロ
ー
タ
に
焼
ば
め
し
た
部
分
か
ら
脱
落
飛
散
し
て
ミ
サ
イ
ル
化
し
た
も
の
と
し
て
考
え
る
。
 

ⅱ
) 
ミ
サ
イ
ル
発
生
時
の
回
転
速
度
は
設
計
過
速
度
の
上
限
値
と
す
る
。
 

ⅲ
) 
脱
落
後
の
飛
び
出
し
時
の
残
存
エ
ネ
ル
ギ
率
を

4.
5％

と
す
る
。
 

ⅳ
) 

ミ
サ
イ
ル
の
飛
び
出
し
角
度
の
確
率
分
布
に
つ
い
て
は
±
２
５
°
の
偏
角
内
に
一
様
に
分
布

す
る
も
の
と
す
る
。
 

③
低
圧
タ
ー
ビ
ン
デ
ィ
ス
ク

ⅰ
) 

低
圧
タ
ー
ビ
ン
デ
ィ
ス
ク
の
う
ち
１
段
が
ミ
サ
イ
ル
化
し
た
と
考
え
格
段
の
到
達
確
率
を
平

均
し
て
求
め
る
。
 

ⅱ
) 

ミ
サ
イ
ル
の
飛
び
出
し
角
度
の
確
率
分
布
に
つ
い
て
は
最
終
段
デ
ィ
ス
ク
０
～
２
５
°
（
外

側
）

(3
) 、

中
間
段
デ
ィ
ス
ク
±
５
°

(3
) の

偏
角
内
に
一
様
に
分
布
す
る
も
の
と
す
る
。

 

ⅲ
) 
ミ
サ
イ
ル
発
生
時
の
回
転
速
度
は
設
計
過
速
度
の
上
限
値
と
す
る
。
 

ⅳ
) 
デ
ィ
ス
ク
は
破
損
す
る
際
、
等
分
に
四
分
割
し
、
上
方
に
２
片
の
ミ
サ
イ
ル
化
を
考
慮
す
る
。 

(
2)

到
達
確
率

①
低
圧
タ
ー
ビ
ン
の
羽
根

評
価
対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）

②
Ｔ
－
Ｇ
カ
ッ
プ
リ
ン
グ

評
価
対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）

③
タ
ー
ビ
ン
デ
ィ
ス
ク

ⅰ
) 
評
価
対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）
 

ⅱ
) 
評
価
対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）
 

ⅲ
) 
ミ
サ
イ
ル
発
生
時
の
回
転
速
度
は
設
計
過
速
度
の
上
限
値
と
す
る
。
 

過
速
度
ト
リ
ッ
プ
設
定
値
の

mi
n
-1
 と

す
る
。
 

・
原
子
力
蒸
気
タ
ー
ビ
ン
は
，
蒸
気
加
減
弁
を
急
閉
し
て
も
，
蒸
気
加
減
弁
が
閉
ま
る
ま
で
に
蒸
気
が
流
れ
て

お
り
，
ま
た
，
蒸
気
加
減
弁
か
ら
タ
ー
ビ
ン
ま
で
の
間
に
お
い
て
も
蒸
気
が
残
っ
て
お
り
，
過
速
度
回
転
か

ら
オ
ー
バ
ー
シ
ュ
ー
ト
量
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

・
一
方
で
，
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
は
，
燃
焼
ガ
ス
は
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
本
体
内
に
あ
る
の
み
で
あ
り
，
燃
料
遮
断
し
た

後
に
は
タ
ー
ビ
ン
を
加
速
さ
せ
る
ほ
ど
の
燃
焼
ガ
ス
は
残
っ
て
い
な
い
。
ま
た
，
圧
縮
機
と
タ
ー
ビ
ン
が
同

軸
で
繋
が
っ
て
お
り
，
機
能
的
に
は
タ
ー
ビ
ン
が
回
転
す
る
と
，
圧
縮
機
が
ブ
レ
ー
キ
役
に
な
る
た
め
，
タ

ー
ビ
ン
は
オ
ー
バ
ー
シ
ュ
ー
ト
し
に
く
く
な
っ
て
い
る
。

ⅳ
) 
デ
ィ
ス
ク
は
破
損
す
る
際
，
等
分
に
四
分
割
し
，
上
方
に

2 
片
の
ミ
サ
イ
ル
化
を
考
慮
す
る
。
 

デ
ィ
ス
ク
は
破
損
す
る
際
，
等
分
な
四
分
割
の
ミ
サ
イ
ル
化
を
考
慮
す
る
。

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
駆
動
補
機
（
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
）
の
ミ
サ
イ
ル
評
価
（
ケ
ー
シ
ン

グ
貫
通
評
価
）
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タ
ー
ビ
ン
ミ
サ
イ
ル
評
価
に
つ
い

て
」
 

④
そ
の
他

高
圧
タ
ー
ビ
ン
ロ
ー
タ
、

発
電
機
ロ
ー
タ
に
関
し
て
ミ
サ
イ
ル
化
が
考
え
ら
れ
る
も
の
に
つ
い

て
は
低
圧
タ
ー
ビ
ン
デ
ィ
ス
ク
に
準
じ
た
評
価
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 

(
3)

破
損
確
率
（
Ｐ

３
）

タ
ー
ビ
ン
ミ
サ
イ
ル
の
衝
突
に
よ
り
Ⅰ
，
２
の
対
象
物
が
破
損
す
る
確
率
は
、
そ
の
妥
当
性
が
確

認
さ
れ
た
も
の
を
使
用
す
る
。
妥
当
性
が
確
認
さ
れ
な
い
と
き
は
，
破
損
確
率
を
１
と
す
る
。
 

Ⅱ
 
判
 
定
 
基
 
準
 

基
本
的
な
考
え
方
は
、
タ
ー
ビ
ン
ミ
サ
イ
ル
に
よ
り
安
全
上
重
要
な
機
器
（
Ⅰ
，
２
の
機
器
）
が
破
損

す
る
確
率
が
１
０

－
７
／
年

(1
) 以

下
と
な
る
こ
と
を
確
認
す
る
こ
と
で
あ
る
。
 

具
体
的
な
判
断
基
準
は
以
下
の
と
お
り
と
す
る
。
 

１
.

到
達
確
率
（
∑
Ｐ

２
i）

の
み
で
評
価
す
る
場
合
に
は
Ⅰ
，
２
の
そ
れ
ぞ
れ
対
象
と
す
べ
き
機
器
に

対
し
、
そ
の
確
率
が
１
０

－
３
(1
) 以

下
で
あ
れ
ば
Ｐ

１
が
１
０

－
４
／
年
と
し
て
も
総
合
的
に
み
て
機
器

が
破
損
す
る
確
率
は
１
０

－
７
／
年
以
下
と
な
る
と
評
価
し
て
よ
い
。

１
０

－
３
を
こ
え
る
場
合
に
は
配
置
の
変
更
、
ま
た
は
防
護
対
策
の
強
化
等
に
よ
り
１
０

－
３
以
下
に

で
き
れ
ば
よ
い
。
 

２
.

上
記
Ⅱ
，
１
を
満
足
し
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
、
ミ
サ
イ
ル
発
生
確
率
Ｐ

１
i
に
つ
い
て
評
価
し
て

∑
（
Ｐ

１
i×

Ｐ
２
i）

が
１
０

－
７
／
年
以
下
と
な
れ
ば
よ
い
。

３
.

上
記
Ⅱ
，
２
を
満
足
し
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
さ
ら
に
破
損
確
率
Ｐ

３
i
を
評
価
し
て
全
体
と
し
て

∑
（
Ｐ

１
i×

Ｐ
２
i×

Ｐ
３
i）

の
値
が
１
０

－
７
／
年
以
下
で
あ
れ
ば
よ
い
。

付
録
 

１
.

ミ
サ
イ
ル
発
生
時
の
エ
ネ
ル
ギ

ミ
サ
イ
ル
発
生
時
の
エ
ネ
ル
ギ
と
し
て
は
、
タ
ー
ビ
ン
の
回
転
に
よ
る
運
動
エ
ネ
ル
ギ
の
み
と
し
、
ミ

サ
イ
ル
化
の
際
の
弾
性
歪
、
車
室
内
蒸
気
エ
ネ
ル
ギ
の
効
果
は
考
慮
し
な
い
。

④
そ
の
他

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
の
評
価
と
し
て
，
イ
ン
ペ
ラ
の
損
壊
を
考
慮
し
，
上
記
③
（
タ
ー
ビ
ン
デ
ィ
ス
ク
）
の
ⅲ
 

及
び
ⅳ
に
準
じ
た
評
価
を
行
う
。
 

(
3)

破
損
確
率

対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）

Ⅱ
 判

定
基
準
 

対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）
 

1
.
ミ
サ
イ
ル
発
生
時
の
エ
ネ
ル
ギ

対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）

ⅰ
 

ⅰ
 

ⅰ
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
駆
動
補
機
（
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
）
の
ミ
サ
イ
ル
評
価
（
ケ
ー
シ
ン

グ
貫
通
評
価
）
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原
子
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原
子
炉
安
全
専
門
審
査
会
報
告
書
「
タ
ー
ビ
ン
ミ
サ
イ
ル
評
価
に
つ
い

て
」
 ２
.

デ
ィ
ス
ク
ミ
サ
イ
ル
の
ケ
ー
シ
ン
グ
貫
通
後
の
飛
び
出
し
速
度

ケ
ー
シ
ン
グ
貫
通
部
の
飛
び
出
し
速
度
は

V
mi
n～

Vm
ax

に
一
様
に
分
布
す
る
と
す
る
。
こ
こ
で

Vm
ax

及
び

Vm
in

は
内
部
固
定
構
造
物

(ノ
ズ
ル
、
ダ
イ
ア
フ
ラ
ム
外
輪
、
翼
根
リ
ン
グ
、
翼
環
な
ど

)の
変

形
、
内
部
ケ
ー
シ
ン
グ
及
び
外
部
ケ
ー
シ
ン
グ
の
変
形
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
損
失
及
び
飛
散
物
の
変

形
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
損
失
を
考
慮
し
て
求
め
た
最
大
及
び
最
小
速
度
で
あ
る
。
な
お
，
変
形
及
び
貫

通
に
用
い
る
式
は
理
論
や
実
験
で
裏
付
け
ら
れ
、
タ
ー
ビ
ン
ケ
ー
シ
ン
グ
構
造
に
対
し
妥
当
と
考
え

ら
れ
る
式
を
使
用
す
る
も
の
と
す
る
。
 

な
お
ケ
ー
シ
ン
グ
内
部
で
は
直
進
及
び
回
転
エ
ネ
ル
ギ
を
評
価
す
る
が
、
ケ
ー
シ
ン
グ
を
飛
び
出

し
た
後
は
す
べ
て
直
進
エ
ネ
ル
ギ
に
な
る
も
の
と
す
る
。
 

３
.

到
達
確
率
（
Ｐ

２
i）

の
評
価
法

計
算
方
法
に
つ
い
て
は
Ｓ
Ｒ
Ｐ

 
3.
5.
1.
3
Ap
pe
nd
ix
 
A
(2
) 又

は
立
面
の
効
果
を
考
慮
出
来
る
同
等
の

方
法

（
３
）
を
準
用
す
る
。
 

４
.

貫
通
厚
さ
（
Ｔ
）
の
算
出
に
つ
い
て

以
下
に
示
す
式
及
び
係
数
を
使
用
す
る
。

（
１
）
コ
ン
ク
リ
ー
ト
に
対
し
て
は
修
正
Ｎ
Ｄ
Ｒ
Ｃ
の
式

(1
)(
4)
を
使
用
す
る
。
 

形
状
係
数
（
Ｎ
）
に
つ
い
て
は
 

タ
ー
ビ
ン
羽
根

 
 
 
 
Ｎ
＝
１
．
１
４
 

Ｔ
－
Ｇ
カ
ッ
プ
リ
ン
グ
 
Ｎ
＝
０
．
７
２
 

デ
ィ
ス
ク

 
Ｎ
＝
０
．
８
４
 

ロ
ー
タ

Ｎ
＝
０
．
８
４
 

2
.
デ
ィ
ス
ク
ミ
サ
イ
ル
の
ケ
ー
シ
ン
グ
貫
通
後
の
飛
び
出
し
速
度

対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）

・
本
評
価
は
主
タ
ー
ビ
ン
等
大
型
タ
ー
ビ
ン
評
価
に
用
い
る
も
の
で
あ
り
，
実
施
試
験
結
果
等
を
踏
ま
え
構
築
デ

ー
タ
が
得
ら
れ
て
い
る
場
合
の
評
価
で
あ
る
。
小
型
タ
ー
ビ
ン
で
あ
る
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
の
場
合
，
構
築
デ
ー
タ

が
得
ら
れ
て
お
ら
ず
，
実
験
等
に
よ
る
検
証
等
が
必
要
で
あ
る
。

3
.
到
達
確
率
（

P 2
i）

の
評
価
法

対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）

4
.
貫
通
厚
さ
（
Ｔ
）
の
算
出
に
つ
い
て

(
1)

対
象
外
（

(2
)の

鋼
板
に
て
評
価
を
行
う
）

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
駆
動
補
機
（
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
）
の
ミ
サ
イ
ル
評
価
（
ケ
ー
シ
ン

グ
貫
通
評
価
）
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ミ
サ
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ル
評
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い

て
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（
２
）
鋼
板
に
対
し
て
は
Ｂ
Ｒ
Ｌ

(1
)(
4)
の
式
を
使
用
す
る
。
 

５
.

遮
蔽
効
果
の
と
り
方

貫
通
確
率
（
Ｐ
´

２
）

Ｐ
´

2
＝

∫
Ｐ
´

(V
)d

V
V

m
a

x

V
m

in ∫
d

V
V

m
a

x

V
m

in

こ
こ
で
は
Ｐ
´
(V
)は

図
－
１
に
示
す
よ
う
に
 

V 
＜
 V
P １

 の
場
合
 
Ｐ
´
(V
)＝

０
 

VP
1 
≤
 V
 ≤
 V
P
2 
の
場
合
 

Ｐ
´

(V
)＝

T
m

a
x

(V
)−

T

T
m

a
x

(V
)−

T
m

in
(V

)

  
 V
P
2 
＜

 V
 の

場
合
 
Ｐ
´
(V
)＝

１
 

で
あ
る
。
 

た
だ
し
、
Tm
ax
(V
)：

ミ
サ
イ
ル
の
最
小
投
影
面
積
に
対
応
す
る
貫
通
最
大
厚
さ
 

Tm
in
(V
)：

ミ
サ
イ
ル
の
最
大
投
影
面
積
に
対
応
す
る
貫
通
最
小
厚
さ
 

T 
  
  
 ：

有
効
壁
厚
 

(
2)

鋼
板
に
対
し
て
は

BR
L 
の
式
を
使
用
す
る
。

貫
通
評
価
と
し
て
，

BR
L 
式
を
用
い
る
。
詳
細
は
，
以
下
に
基
づ
く
。

I
SE
S 
76
07

-3
 高

温
構
造
安
全
技
術
研
究
組
合

 軽
水
炉
構
造
機
器
の
衝
撃
荷
重
に
関
す
る
調
査
そ
の

3 
ミ

サ
イ
ル
の
衝
突
に
よ
る
構
造
壁
の
損
傷
に
関
す
る
評
価
式
の
比
較
検
討

B
RL
 式

（
Ba
ll
i
st
ic
 R
es
ea
rc
h 
La
bo
ra
to
ri
es
 F
or
mu
la
）
 

Ｔ
3

/
2
＝

0
.5
・
Ｍ
・
Ｖ

2

1
7

4
0

0
・
Ｋ

2
・
ｄ

3
/2

こ
こ
で
，
 

Ｔ
＝
鋼
板
貫
通
厚
さ
（

in
ch
）
 

Ｍ
＝
ミ
サ
イ
ル
質
量
（

lb
・

se
c2

/f
t）

 

Ｖ
＝
ミ
サ
イ
ル
速
度
（

ft
/s
ec
）
 

ｄ
＝
ミ
サ
イ
ル
直
径
（

in
ch
）
 

Ｋ
＝
鋼
板
の

gr
ad
e
 に

関
す
る
定
数
（
≒
1
.0
）
で
あ
る
。
 

5
.
遮
蔽
効
果
の
と
り
方

対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）

…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
 

（
Ａ
－
１
）

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
駆
動
補
機
（
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
）
の
ミ
サ
イ
ル
評
価
（
ケ
ー
シ
ン

グ
貫
通
評
価
）
 



2-13

原
子
力
委
員
会
原
子
炉
安
全
専
門
審
査
会
報
告
書
「
タ
ー
ビ
ン
ミ
サ
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ル
評
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に
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い

て
」
 ６
.

入
射
角
の
効
果
に
つ
い
て

ミ
サ
イ
ル
貫
通
厚
さ
の
計
算
に
、
壁
に
対
す
る
ミ
サ
イ
ル
の
入
射
角
の
効
果
を
考
慮
し
て
も
よ
い
。

た
だ
し
、
壁
面
に
対
す
る
ミ
サ
イ
ル
入
射
角
を
θ
と
す
れ
ば
そ
の
効
果
は

co
s2
θ

(3
) と

す
る
。
 

6
.
入
射
角
の
効
果
に
つ
い
て

対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
駆
動
補
機
（
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
）
の
ミ
サ
イ
ル
評
価
（
ケ
ー
シ
ン

グ
貫
通
評
価
）
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I
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温
構
造
安
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技
術
研
究
組
合

軽
水
炉
構
造
機
器
の
衝
撃
荷
重
に
関
す
る
調
査

そ
の
８
 
ミ
サ
イ
ル
の
衝
突
に
よ
る
構
造
壁
の
損
傷
に
関
す
る
評
価
式
の
比
較
検
討
 

(
4)

I
SE
S 
76
07

-3
 高

温
構
造
安
全
技
術
研
究
組
合

軽
水
炉
構
造
機
器
の
衝
撃
荷
重
に
関
す
る
調
査

そ
の

8 
ミ
サ
イ
ル
の
衝
突
に
よ
る
構
造
壁
の
損
傷
に
関
す
る
評
価
式
の
比
較
検
討

B
RL
 式

の
引
用
と
し
て
，
本
文
献
を
参
照
す
る
。
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ス
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ミ
サ
イ
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（
ケ
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シ
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グ
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通
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価
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3-1

1. ディーゼル駆動補機，蒸気タービン駆動補機及びガスタービン駆動補機の評価対象につ

いて 

ディーゼル駆動補機，蒸気タービン駆動補機及びガスタービン駆動補機の高速回転機器

の損傷に関しては，高速回転機器が加速度に起因する損傷に伴う飛散物とならないことを

説明するものであるが，設計基準対象施設に関しては技術基準規則の要求事項に変更がな

い。 

このことから，今回の評価対象機器としては，ディーゼル駆動補機，蒸気タービン駆動

補機及びガスタービン駆動補機のうち，新たな設計基準対象施設及び重大事故等対処設備

とする。 

表 1－1にディーゼル駆動補機，蒸気タービン駆動補機及びガスタービン駆動補機の評価

対象を示す。 

表 1－1 ディーゼル駆動補機，蒸気タービン駆動補機及びガスタービン駆動補機の評価対象 

補機（回転機器） 
ディーゼル 

駆動 

ガスタービン 

駆動 

蒸気タービン 

駆動 

評価 

対象 

設
計
基
準
対
象
施
設 

原子炉隔離時冷却ポンプ 〇 

蒸気タービン 〇 

非常用ディーゼル発電設備 〇 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電設備 
〇 

タービン駆動原子炉給水ポンプ 〇 

発電機 〇 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

大量送水車 ○＊ 〇 

大型送水ポンプ車 ○ 〇 

高圧原子炉代替注水ポンプ ○ 〇 

ガスタービン発電機 ○ 〇 

高圧発電機車 ○ 〇 

可搬式窒素供給装置用発電設備 ○ 〇 

緊急時対策所用発電機 ○ 〇 

注記＊：大量送水車の送水ポンプについては，非常調速装置がないため，異常な過回転に伴

う異常振動等が確認された場合，手動での非常停止が可能な設計とする。 
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2. ディーゼル駆動補機，蒸気タービン駆動補機及びガスタービン駆動補機の過速度トリッ

プ設定値について 

高速回転機器のうち，非常調速装置を設けている新たな設計基準対象施設及び重大事故

等対処設備であるディーゼル駆動補機，蒸気タービン駆動補機及びガスタービン駆動補機

の過速度トリップの設定値をそれぞれ表 2－1，表 2－2及び表 2－3に示す。 

表 2－1 ディーゼル駆動補機の過速度トリップ設定値 

機器（回転機器） 

回転速度 

定格 

回転速度 

（min-1） 

過速度 

トリップ

回転速度 

（min-1） 

＜参考＞ 

発火基準＊１ 

(非常調速装置) 

＜参考＞ 

ＮＥＧＡ＊２ 

（保護装置） 

大型送水ポンプ車 2300 
2645 

（約 115％） 

1.16倍を 

超える以前 
116％以下 

高圧発電機車 1800 
2088 

（約 116％） 

可搬式窒素供給装置用

発電設備 
1800 

2070 

（約 115％） 

緊急時対策所用発電機 1800 
2070 

（約 115％） 

注記＊１：発電用火力設備に関する技術基準を定める省令及び発電用火力設備の技術基準の

解釈に基づく過速防止装置の作動範囲 

  ＊２：可搬形発電設備技術基準（ＮＥＧＡ Ｃ ３３１：2005）に基づく過回転防止装

置の動作値 

表 2－2 蒸気タービン駆動補機の過速度トリップ設定値 

機器（回転機器） 

回転速度 

定格回転速度 

（min-1） 

過速度トリップ回転

速度 

（min-1） 

＜参考＞ 

ISO 10437 

高圧原子炉代替注水

ポンプ 
120％以下 
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表 2－3 ガスタービン駆動補機の過速度トリップ設定値 

機器（回転機器） 

回転速度 

定格回転速度 

（min-1） 

過速度 

トリップ

回転速度 

（min-1） 

＜参考＞ 

発火基準＊ 

（非常調速装置） 

ガスタービン発電機 18000 
1.11倍を 

超える以前 

注記＊：発電用火力設備に関する技術基準を定める省令及び発電用火力設備の技術基準の解

釈に基づく過速防止装置の作動範囲 



4. 高圧原子炉代替注水ポンプの構造及び調速装置・

非常調速装置の作動方式について 
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1. 高圧原子炉代替注水ポンプの構造について

高圧原子炉代替注水ポンプはタービン及びポンプが１つのケーシングに収まる一体型ケ

ーシング構造であり,軸封部のない設計である。 

また,高圧原子炉代替注水ポンプの流量制御は，電源不要の機械式ガバナを用いることに

より,ポンプ吐出のベンチュリ圧力差により圧力ガバナピストンが動作し,リンク機構を通

じて蒸気加減弁の開度を調整し,ポンプ流量を制御する設計である。 

また,軸受箱に流入する自系統水により軸受が潤滑する自己冷却方式であるため，潤滑油

装置が不要な設計となっている。 

以上のことから,高圧原子炉代替注水ポンプの運転に電源は必須ではなく，系統の弁操作

のみで起動停止可能であり,起動時にＨＰＡＣ注水弁を開操作した後は，蒸気外側隔離弁の

開閉操作でポンプの起動停止操作が可能な設計である。 

高圧原子炉代替注水系ポンプの構造概要を図 1－1に示す。 

図 1－1 高圧原子炉代替注水ポンプ 構造概要図 
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2. 動翼及び非常調速装置の構造について

高圧原子炉代替注水ポンプの駆動用タービンは，単段式のタービンであり，タービン翼は

一体鍛造品の円板から放電加工により翼型を削り出す方法で製造されているものを適用す

ることで，タービンが破損により飛散することがない設計とする。 

高圧原子炉代替注水ポンプの駆動用タービンは，何らかの原因でタービン回転数が異常に

上昇すると，トリップボルトが遠心力によりばね力に打ち勝ちボルトの重心が移動し，トリ

ップ機構を作動させることにより，駆動蒸気を遮断しポンプを自動停止させ，オーバースピ

ードにならない設計とする。 

高圧原子炉代替注水ポンプの駆動用タービン構造を図 2－1に示す。 

図 2－1 高圧原子炉代替注水ポンプの駆動用タービン構造図 
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3. 調速装置及び非常調速装置の作動方式について

高圧原子炉代替注水ポンプの作動方式概要を図 3－1に示す。

図 3－1 高圧原子炉代替注水ポンプの作動方式概要図 

ａ．通常待機時（ポンプ停止状態） 

・圧力ガバナのピストン（①）は，ピストンロッドに取り付けられたスプリングにより上昇

した状態であり，②のリンク機構を介して接続されるタービンスロットル弁のピストン

（③）は最下方に下降した状態となっている。この状態においては，駆動用高圧蒸気入口

ポート（④）が全開状態にある。ここに高圧蒸気が供給されればタービンは起動するが，

通常待機状態ではＲＣＩＣ ＨＰＡＣタービン蒸気入口弁（⑤）が「全閉」であることか

ら蒸気は供給されずポンプは待機停止状態にある。

ｂ．ポンプ起動～定格流量 

・通常待機時の状態で，ＲＣＩＣ ＨＰＡＣタービン蒸気入口弁（⑤）を「開」（中央制御

室スイッチ操作又は現場人力操作）とすると，トリップ装置のピストン（⑭）内を通り高

圧蒸気がピストン左側に通気され，蒸気力によりピストンが右方向へ移動し，全開状態の

駆動用高圧蒸気入口ポート（④）を通り蒸気がタービンに供給され，タービン駆動のポン

プが起動する。

・起動後，タービンは速やかに定格回転数に到達し，ポンプが水を吐き出し始めポンプ吐出

部のベンチュリノズルから低圧側ライン（⑥）及び高圧側ライン（⑦）を通じて高/低圧

水が圧力ガバナに供給される。



資料 No.3 

原子炉格納容器内の原子炉冷却材の漏えいを監視する装

置の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲

に関する説明書に係る補足説明資料 
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1. ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置の検出時間について

ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置は，容積式流量検出器からのパルス信号を変換

器にて電流信号に変換後，演算装置を経由して指示部にて流量に変換し監視する。なお，容

積式流量検出器においては 0.23m3/h（3.8ℓ/min）のような低流量域においても計測できるよ

う，適切な容量を有するバケット（容量：100mℓ）を選定している。 

警報動作範囲は 0～5ℓ/min で設定可能であり，原子炉冷却材圧力バウンダリに属する配管

等（以下「RCPB 配管」という。）からの全漏えい量 0.23m3/h（3.8ℓ/min）のうち蒸気分の

漏えいに相当する流量の 90％（1.35ℓ/min）になる前に，中央制御室（「１，２号機共用」

（以下同じ。））へドライウェル冷却装置凝縮水流量大の警報表示を行う。なお，警報動作

流量以上の流量では，警報表示状態を継続する。（「図 1－1 ドライウェル冷却装置凝縮

水流量測定装置の概略構成図」参照） 

パルス信号積算値出力は 1分ごとに更新されることから，変換器の出力は 1分間のパルス

信号積算値出力を次の 1分間の出力まで保持する設計とする。また，1.35ℓ/min に到達する

前にパルス信号積算値が出力される可能性があることから，ドライウェル冷却装置凝縮水流

量測定装置の検出遅れ時間として 2 分に設定する。（「図 1－2 ドライウェル冷却装置凝

縮水流量測定装置の検出時間」参照） 

図 1－1 ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置の概略構成図 
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図 1－2 ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置の検出時間 
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2. ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置の演算時間について

ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置は，超音波式水位検出器からの電気信号を，演

算装置にて流量信号に変換し監視する。 

ドライウェル床ドレンサンプ水位変化率の演算結果による警報動作範囲は，ドライウェル

床ドレンサンプ水位測定装置の計測範囲によらず設定可能であり，全漏えい量

0.23m3/h(3.8ℓ/min)の漏えいに相当する流量の 81％（3.08ℓ/min）になる前に，中央制御室

へドライウェル床ドレンサンプ流量大の警報表示を行う。なお，警報動作流量以上の流量で

は，警報表示状態を継続する。（「図 2－1 ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置の

概略構成図」参照） 

水位変化率は3分周期で演算した4回分の水位平均値を用いて最小二乗法により計算する

ため，漏えい発生から少なくとも 3 周期分の流量演算時間(9 分)＋水位平均値演算時間(25

秒)が必要となる。また，演算開始とドレン流入開始のタイミングによっては検出できない

ことも考えられるため，1 周期分(3 分)多い時間を考慮する必要がある。これより，検出時

間は 12分 25秒となるが，保守的に 13分後に検出可能と設定する。（「図 2－2 ドライウ

ェル床ドレンサンプ水位測定装置の演算時間」参照） 

図 2－1 ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置の概略構成図 
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ケース①：ドレン流入開始と水位平均値演算開始が同時

（ドレン流入開始から 9分 25秒後に 1gpmを検出） 

ケース②：ドレン流入開始が水位平均値演算中以外

（ドレン流入開始から T秒＋9分 25秒後に 1gpmを検出） 

ケース③：ドレン流入開始が水位平均値演算中

（ドレン流入開始から 12分 25秒後(最大)に 1gpmを検出） 

図 2－2 ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置の演算時間 
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3. ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置による漏えい検出の評価時間の保守性につい

て

ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置による漏えい検知時間（T1～T3の合計 34 分）

には，以下の通り保守性を見込んでおり，ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置の検出

遅れ時間 T4の 2分を加えても 60分を超えないため，1時間以内に 0.23m3/hの漏えい量（蒸

気分）を検知可能である。 

3.1  ドライウェル冷却系冷却機までの蒸気到達時間（配管～ドライウェル冷却系冷却機）： 

T1＝3分における保守性 

漏えいした蒸気がドライウェル冷却系冷却機の冷却コイルに達し，冷却が開始されるま

での時間 T1 を評価する際には，ドライウェル冷却系冷却機に蒸気が到達するまでの時間

に「3.2 凝縮水量が平衡に到達する時間（凝縮水量平衡到達時間）：T2＝27 分における

保守性」で述べる原子炉格納容器内に漏えいした蒸気が徐々に充満し平衡状態となる過程

も一部で始まっているが，そのことは考慮せず保守的に評価している。 

また，RCPB 配管から漏えいした蒸気がドライウェル冷却系冷却機の冷却コイルに達す

る最長経路は，漏えい蒸気を含む原子炉格納容器内の雰囲気がドライウェル冷却系送風機

により一巡する時間を T1とすることで保守的に評価している。 

3.2  凝縮水量が平衡に到達する時間（凝縮水量平衡到達時間）：T2＝27 分における保守性 

漏えい蒸気が凝縮に要する時間は，ドライウェル冷却系冷却機における凝縮水量が蒸気

分の漏えい量と平衡となる時間として評価している。ここで，本評価に対しては確実に漏

えい蒸気分の検知を可能とするために，ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置の警報

設定値を漏えい蒸気の 90％以下としている。凝縮水量と経過時間の関係は図 3－1のグラ

フの関係であり，凝縮水量が蒸気分の漏えい量(1.5ℓ/min)の 90％(1.35ℓ/min)に達する時

間は約 26.9分である。これを保守的に 27分と評価している。 

また，平衡に達する時間の妥当性については，「4. 凝縮水量が平衡状態に達する時間

に関する妥当性について」にて示す。 
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図 3－1 凝縮水量が平衡に達する時間 
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3.3 ドレン配管移送時間（ドライウェル冷却系冷却機～ドライウェル冷却装置凝縮水流量 

測定装置）：T3＝4分における保守性 

ドライウェル冷却系冷却機からドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置までのドレ

ン配管には，鉛直部，水平部（1/100こう配）があるが，ドレン配管移送時間を評価する

際には，保守的に鉛直部を含む全体を水平部と同じ 1/100こう配と仮定し，さらに評価用

長さを配管の設計長さに 1.2倍を乗じて評価している。 

なお，ドライウェル冷却系冷却機からドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置までの

ドレン配管には， A， A， A 及び A の配管口径があるが，最も保守的となる

A の配管は全体の 11％以下であり，配管長さの余裕 20％に含まれるため，すべての配

管を Aと仮定し評価している。 

鉛直配管の流速は水平部より速くなり，さらに小さい配管口径の流速は大きい配管口径

より速くなることから，実際の検出時間は評価時間よりも短くなると考えられる。 

図 3－2 ドレン配管移送時間における概略図（ドライウェル冷却系 

冷却機～ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置） 

注記*1：評価上の配管長さは，20％の余裕を考慮している。 

*2：①-上部Aの配管長さの方が長く保守的となるため，

評価では使用していない。 

*3：①-上部A+②の配管長さの方が長く保守的となるた

め，評価では使用していない。 

*4：口径 Aの配管は，No.③全体の約11％であり，配

管長さの余裕に含まれるため評価上の口径は A

として評価している。 

配管長さ
各配管
長さ
(m)

各配管長さ
÷全長
(％)

全長
(m)

全長さ
×

1.2(m)

①-上部A 約11.4 100 約11.4 13.7*1

② 約17.3 100 約17.3 20.8*1

①-上部B*2 約4.3 100 約4.3

①-上部C*2 約7.3 100 約7.3

約1.0 4

約25.8 96

約0.6 7

約8.1 93

約0.5 2

約20.2 98

約1.1 61

約0.2 11

約0.5 28

③ 約1.8

―

50 2.2*1

―

約26.8

約8.7

約20.7

①-下部A*3

①-下部B*3

①-下部C*3

No.
配管
口径
(A)

配管長さ
配管
口径
(A)

設計値 評価用

*4
*4

全長 
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3.4 ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置の検出遅れ時間：T4＝2分における保守性 

ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置の検出遅れ時間を「1. ドライウェル冷却装

置凝縮水流量測定装置の検出時間について」に示す。 

3.5 ドレン配管移送時間（ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置～ドライウェル床ド 

レンサンプ水位測定装置）：T5＝4分における保守性

ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置からドライウェル床ドレンサンプまでのド

レン配管には，鉛直部，水平部（1/100こう配）があるが，ドレン配管移送時間を評価す

る際には，保守的に鉛直部を含む全体を水平部と同じ 1/100こう配と仮定し，さらに評価

用長さを配管の設計長さに 1.2倍を乗じて評価している。 

また，ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置からドライウェル床ドレンサンプまで

のドレン配管には， A， A 及び A の配管口径があるが，最も保守的となる A

が全体の 88％であるため，すべての配管を Aとし評価している。 

鉛直配管の流速は水平部より速くなり，さらに小さい配管口径の流速は大きい配管口径

より速くなることから，実際の検出時間は評価時間よりも短くなると考えられる。 

図 3－3 ドレン配管移送時間における概略図（ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定 

装置～ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置） 

注記*1：配管口径は，すべての配管を最も保守的となる Aとし 

評価している。 

*2：評価上の配管長さは，20％の余裕を考慮している。

配管長さ
各配管
長さ
(m)

各配管長さ
÷全長
(％)

全長
(m)

全長さ
×

1.2(m)

① 約0.6 2

② 約2.8 10

③ 約23.8 88

約27.2 80*1 33*2

No.

設計値 評価用

配管
口径
(A)

配管長さ
配管
口径
(A)

全長 

*1
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4. 凝縮水量が平衡状態に達する時間に関する妥当性について 

4.1 ドライウェル冷却系の設置目的について 

ドライウェル冷却系は，通常運転時において，ドライウェル冷却系冷却機による冷却に

よって，原子炉格納容器内の機器，配管等からの発熱を除去するために設置している。 

ドライウェル冷却系冷却機の容量は，通常運転時における原子炉格納容器内の環境維持

のための必要冷却量を基に設定し，原子炉格納容器内の平均温度を 57℃以下に維持する

ために必要な容量としている。 

 

4.2 ドライウェル冷却系の構造・機能について 

4.2.1 ドライウェル冷却系の構成について 

RCPB 配管から原子炉格納容器内へ漏えいが生じたときに，蒸気分については原子

炉格納容器に設置されるドライウェル冷却系にて冷却される。ドライウェル冷却系は

原子炉格納容器内の上部及び下部エリアにドライウェル冷却系冷却機が各々3 台ず

つ設置されており，通常運転時は上部及び下部エリア各々のドライウェル冷却系冷却

機 2台運転とし，ドライウェル冷却系冷却機の各々1台は予備としている。 

上部及び下部エリアのドライウェル冷却系冷却機は，原子炉補機冷却系から供給さ

れる冷水により，原子炉格納容器内雰囲気を循環冷却できる設計としている。また，

下部エリアのドライウェル冷却系冷却機は，ドライウェル除湿系からも供給される冷

水により，原子炉格納容器雰囲気を低湿度に維持できる設計としている。 

上部ドライウェル冷却系冷却機及び下部ドライウェル冷却系冷却機のコイルユニ

ットは，ユニット構成部材（骨組鋼材，外板等）で風路を形成し，冷却コイルを鋼材

に取り付け，ドライウェル冷却系送風機により吸込口から取り込まれた空気がバイパ

スすることなく冷却コイルを通過する構造とする。コイルユニットの概略図を下記の

「図 4－1 ドライウェル冷却系冷却機の概略図」に示す。 

 

図 4－1 ドライウェル冷却系冷却機の概略図  

空気の流れ 

冷却コイル 

上部ドライウェル 
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熱交換流体 

冷却コイル（イメージ図） 
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4.2.2 ドライウェル冷却系冷却機の冷却能力について 

ドライウェル冷却系は，通常運転時において，ドライウェル内の機器，配管等から

の発熱を除去するため，また，ドライウェル内配管の大気腐食防止対策として，ドラ

イウェル雰囲気を低湿度に保つために設置している。 

プラント通常運転時，ドライウェル内に設置されている各機器からの放熱及びサプ

レッションプールからの蒸発分の凝縮による熱負荷は 0.997MW程度である。一方，ド

ライウェル冷却系冷却機の交換熱量（合計）は 1.06MWであることから，ドライウェ

ル内雰囲気を平衡状態に維持することができる。 

 

  4.2.3 蒸気漏えい時 

蒸気漏えいが発生した場合には，ドライウェル冷却系の熱負荷に凝縮潜熱分の除

熱能力が追加される。原子炉冷却材の漏えい量 0.23m3/h（1gpm）に相当する蒸気

1.5ℓ/min を凝縮するために必要な除熱量は 0.056MWであり，次式で求められる。 

 

  1.5ℓ/min×1.0kg/ℓ÷60×（2.676×106J/kg－0.419×106J/kg）＝0.056MW 

 

漏えい量 Q1 ：1.5ℓ/min（蒸気分） 

漏えい水密度 ：1.0kg/ℓ 

大気圧での蒸気のエンタルピ ：2.676×106J/kg 

大気圧での水のエンタルピ ：0.419×106J/kg 

 

以上より，0.23m3/h(1gpm)の漏えいにより蒸気漏えいが発生した際のドライウェル

冷却系冷却機は，凝縮潜熱分 0.056MWの除熱能力が追加されるものの，ドライウェル

冷却系冷却機の交換熱量（合計）は 1.06MWであることから，十分な除熱能力を有し

ている。したがって，漏えい蒸気は，ドライウェル冷却系にて凝縮することが可能で

ある。 
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5. ドレン配管移送時間の算出について

ドレン配管移送時間（T3，T5，T8）の算出において，ドレンの流速 vを求めるときに解が

複数存在する場合があるため，この時の算出条件について，以下に示す。 

vは mの関数，さらに mは Aと Lつまりθの関数になる。一方，Qは Aとθの関数となる。

ガンギェ・クッタの経験式は開渠（上蓋のされていない水路）に適応される経験式であるた

め，水密状態に近い（180≦θ≦360）は適応範囲外となる。 

（算出式：ガンギェ・クッタの経験式） 

v＝C√m∙i        ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.1）

C＝
23＋(1/n)＋(0.00155/i)

1＋{23＋(0.00155/i)}(n/√m)
・・・・・・・・・・・・・（5.2）

記号 記号説明 単位 計算式 

n 粗度係数 ― 配管材固有の値 

i こう配 ― ― 

r 配管半径 m ― 

Q 流量 m3/s ― 

θ 弦の角度 ° 仮定値 

h 流体深さ m H＝r･(1－cos(θ/2)) 

L ぬれ縁長さ m L＝r･θ･π/180 

A 断面積 m2 A＝1/2×r2(θ･π/180－sinθ) 

m 平均深さ m m＝A/L 

C 流速係数 ― （2）式 

Lp 配管長 m ― 

v1 断面積から求めた流速 m/s v1＝Q/A 

v2 ガンギェ・クッタの経験式から求めた流速 m/s （1）式 

T 時間遅れ min T＝Lp/v2/60 

Δv 収束誤差 m/s Δv＝v1－v2 

実際の算出においては，流速 v1，v2，断面積 A及びぬれ縁長さ Lを求める必要がある。こ

こで，弦の角度θをある値と仮定することで断面積 Aを算出し，流量と断面積の関係から

算出した流速 v1と，上記（5.1）式及び（5.2）式により算出した流速 v2が同値となるまで

収束計算を行うことで算出する。 

l 

i 

ｖ

A 

 

L 

θ
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図 5－1 流量と流速と配管断面（角度）の関係 
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6. 漏えい検出設備の検出時間評価に使用する配管の粗度係数について

ドライウェル冷却系冷却機にて凝縮した凝縮水をドライウェル床ドレンサンプまで移送

するドレン配管，及び保温材からの漏えい水をドレン配管入口からドライウェル床ドレンサ

ンプまで移送するドレン配管内を流れる漏えい水の流速は，シェジー形の公式及びガンギ

ェ・クッタの経験式を基に算出しており，この際に配管の内面粗さを表すパラメータとして

粗度係数を使用している。 

粗度係数は以下に示す Manning-Stricklerの式を用いて評価することが可能であり，実機

におけるステンレス鋼管の粗度係数は 0.01 以下となることも考慮し，本評価で用いる粗度

係数は 0.01としている。 

なお，「機械工学便覧」に記載されている黄銅管の粗度係数は 0.009～0.013である。 

（算出式：Manning-Stricklerの式） 

g

7.66

k
n

1/6

s

表 6－1 ステンレス鋼管の粗度係数 

相当粗度 ks 5×10-5m＊ 

粗度係数 n 0.008 

注記＊：メーカ標準値 

n ：粗度係数 

ks ：相当粗度（＝配管内面粗さ） 

g ：重力加速度（＝9.80665m/s2） 
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7. ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置の漏えい検出の評価時間の保守性について

ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置による漏えい検知時間（T6～T8の合計 45 分）

には，以下の通り保守性を見込んでおり，ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置の演算

時間 T9の 13 分を加えても 60 分を超えないため，1 時間以内に 0.23m3/h の漏えい量（液体

分）を検知可能である。 

また，ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置による漏えい検知時間（T1～T3の合計 34

分）には 3.のとおり保守性を見込んでおり，ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置か

らドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置までのドレン移送時間 T5 及びドライウェル床

ドレンサンプ水位測定装置の演算時間 T9 の合計 17 分を加えても 60 分を超えないため，1

時間以内に 0.23m3/hの漏えい量（蒸気分）を検知可能である。 

7.1 保温材から漏れ出るまでの時間（保温材内滞留時間）：T6＝22分における保守性 

 7.1.1 金属保温材 

原子炉冷却材配管は保温材（金属保温）を設置しており，円周方向に一体構造では

なく，独立に 2分割された金属保温を止め合わせて取り付けている。保温材から漏え

い水が漏れ出るまでの時間 T6は，保守的に漏えい水が 2 分割の一部の保温材及び保

温材と原子炉冷却材配管のすき間の 2分割部分に滞留後，接合部から漏れ出ると仮定

し算出している。漏えい水が保温材内に入り込むとは考えにくいが，保温材の 2分割

の下側に入り込むと仮定することで，漏えい水が保温材の接合部まで達し流れ出るま

での時間を保守的に評価している。 

なお，本評価では保守的に今回の拡大範囲を含む原子炉冷却材配管のうち最も保温

材内容積の大きい箇所（原子炉再循環系配管）にて評価している。 

 

図 7－1 金属保温材から漏れ出るまでの時間における概略図 

7.1.2 一般保温材 

原子炉冷却材配管は保温材（一般保温）を設置しており，円周方向に一体構造では

なく，独立に 2分割された一般保温を止め合わせて取り付けている。保温材から漏え

い水が漏れ出るまでの時間 T6は，保守的に漏えい水が 2 分割の一部の保温材及び保

温材と原子炉冷却材配管のすき間の 2分割部分に滞留後，接合部から漏れ出ると仮定

し算出している。保温材は撥水性が高いため漏えい水は吸収されにくいが，保温材の

2分割の下側に体積分吸収される（保温材の体積分滞留する）と仮定することで，漏 

450mm 

508mm 738mm 
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えい水が保温材の接合部まで達し流れ出るまでの時間を保守的に評価している。 

なお，本評価では保守的に今回の拡大範囲を含む原子炉冷却材配管のうち最も保温

材内容積の大きい箇所(給水系配管)にて評価している。 

図 7－2 一般保温材から漏れ出るまでの時間における概略図 

7.2 ドレン配管入口までの到達時間（保温材～ドレン配管入口）：T7＝16分における保守 

性 

保温材からの漏えい水はドライウェル内の床面に落下し，床面に水位を形成しつつ床面

に設置されたドレン配管入口に流入する。本評価における落下位置は，配管の真下ではな

く原子炉格納容器内においてドレン配管入口（床ドレン受口）から最も離れている箇所か

ら評価すること，及び水位を形成する範囲を落下点から 2箇所のドレン配管入口までの範

囲全域を見込むことで保守的な評価としている。なお，ドライウェル床面の水位とドレン

配管への流出量については，以下のゴビンダ ラオの式を基に算出している。 

（算出式：ゴビンダ ラオの式） 

Q＝C・B・h3/2 

C＝1.642・(h/L)
0.022

Q：ドレン配管への流出量(m3/h)，C：流量係数，B：越流幅(m)，h：越流水深(m)， 

L：堤頂幅(m),W：せき高(m)（本評価では 0mとして計算） 

（出典：土木学会 水理公式集（平成 11年版）） 

654mm 

457.2mm 637.2mm 
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図 7－3 落下点からドレン配管入口までの到達時間における概略図 

ドレン配管入口 
（床ドレン受口） 

ドライウェル床 

水位形成範囲 

6236mm 

評価用面積：（10.8175
2
－4.5815

2
）×π/4≒75.4m

2
 

評価用越流幅：6.236m 

評価用堤頂幅：2×π×（6.236＋4.5815）/4≒17m 

落下点 

4581.5mm 
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7.3 ドレン配管移送時間（ドレン配管入口～ドライウェル床ドレンサンプ）：T8＝7分にお  

ける保守性 

ドレン配管入口からドライウェル床ドレンサンプまでの配管には，鉛直部，水平部

（1/100こう配）があるが，ドレン配管移送時間を評価する際には，保守的に鉛直部を含

む全体を水平部と同じ 1/100こう配と仮定し，さらに評価用長さを配管の設計長さに 1.2

倍を乗じて評価している。 

鉛直配管の流速は水平部より速くなることから，実際の検出時間は評価時間よりも短く

なると考えられる。 

図 7－4 ドレン配管移送時間における概略図 

7.4 ドライウェル床ドレンサンプ水位変化率の演算時間：T9＝13分における保守性 

ドライウェル床ドレンサンプ水位変化率の検出遅れ時間を「2. ドライウェル床ドレン

サンプ水位測定装置の演算時間について」に示す。

7.5 ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置の警報設定について 

ドライウェル床ドレンサンプまでの評価時間は，蒸気分の漏えい量の 90％（1.35ℓ/min）

に到達する時間（凝縮水量が平衡に到達する時間（凝縮水量平衡到達時間）：T2），液体

分の漏えい量の 75％（1.73ℓ/min）に到達する時間（ドレン配管入口までの到達時間（保

温材～ドレン配管入口）：T7）を元にそれぞれ評価しているが，ドライウェル床ドレンサ

ンプには蒸気分であるドライウェル冷却系冷却機からの凝縮水と液体分であるドライウ

ェル床ドレンの両方が流入するため，ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置では，蒸

気分と液体分を足し合わせた流入量として，全漏えい量の 81％（3.08ℓ/min）以上に相当

する水位変化率を計測する。ここで，蒸気分は液体分よりも 7分早くドライウェル床ドレ

ンサンプに到達するため，液体分のドライウェル床ドレンサンプ到達時には，先行する蒸

① 約26.4 32*1

②*2 約2.7 ― ―

③ 約12.9 16*1

配管長さ
全長さ×
1.2(m)

No.

設計値 評価用

配管
口径
(A)

配管
口径
(A)

注記*1：評価上の配管長さは，20％の余裕を考慮し 

ている。 

注記*2：No.①の配管長さの方が長く保守的となる 

ため，No.②は評価では使用していない。 

全長 配管長さ 
（m）
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気分が 1.35ℓ/min 以上の流入量となっているが，本評価に対しては確実に漏えいの検知を

可能とするために，ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置は到達時間差で生じる増加

分を考慮せず，警報設定値を全漏えい量の 81％（3.08ℓ/min）以下としている。 

注記＊1：ドライウェル床ドレンサンプ水位変化率の演算時間（13分）を考慮すると，漏えい発

生から１時間以内に検出するためには，ドライウェル床ドレンサンプへの流入時間（T6

＋T7＋T8）を 47分以内にする必要があり，この時の流入量は液体分の漏えい量（2.3ℓ/min）

の約 77％となる。この値に余裕を持たせて，液体分の漏えい量の検出時間評価におい

ては，漏えい量（2.3ℓ/min）の 75％（1.73ℓ/min）で評価を行う。 

＊2：蒸気分（1.5ℓ/min）の 90％（1.35ℓ/min）＋液体分（2.3ℓ/min）の 75％（1.73ℓ/min）

＝全漏えい量（3.8ℓ/min）の 81％（3.08ℓ/min) 

図 7－5 漏えい発生から 45分後におけるドライウェル床ドレンサンプへの流入量 

検出時間

RCPB配管からの漏えい発生

ドライウェル冷却装置
凝縮水流量測定装置

ドライウェル床ドレンサンプ
水位測定装置

蒸気分 液体分

配管～ドライウェル冷却系
冷却機(T1)

3min

ドライウェル冷却系冷却機～ドライ
ウェル冷却装置凝縮水流量測定装置

(T3)

4min

ドライウェル冷却装置凝縮水流量
測定装置の検出遅れ時間(T4)

2min

36min

凝縮水量平衡到達時間(T2)

27min

保温材内滞留時間(T6)

22min

保温材～ドレン配管入口(T7)

16min

ドレン配管入口～ドライウェル
床ドレンサンプ(T8)

7min

ドライウェル床ドレンサンプ
水位変化率の演算時間(T9)

13min

検出時間

58min

ドライウェル冷却装置凝縮水流
量測定装置～ドライウェル床

ドレンサンプ(T5)

4min

(45min)

(38min)

1.73ℓ/min
(液体分漏えい量の75％) *1

1.35ℓ/min
(蒸気分漏えい量の90％)

3.08ℓ/min
(全漏えい量の81％) *2
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8. ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置監視不能時の対応について

RCPB 配管からの原子炉冷却材の漏えいの検出装置としてドライウェル床ドレンサンプ水

位測定装置を使用するが，当該計器が故障した場合は，当該計器の復旧に努めるとともに，

ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置による確認（原子炉冷却材漏えい時のドライウェ

ル冷却系冷却機の蒸気凝縮量の増加），及びドライウェル内雰囲気放射性物質濃度測定装置

による確認（原子炉冷却材漏えい時の核分裂生成物放出量の増加）を行う。 

なお，ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置の故障判断については，通常運転時にお

ける当該装置の監視及び点検の結果により行う。 
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9. コリウムシールドが検出時間に与える影響について

コリウムシールドが検出時間に与える影響を評価するため，原子炉格納容器下部で漏え

いが発生した場合の検出時間についてコリウムシールドを設置した場合の検出時間への影

響を確認するとともに，添付書類Ⅵ-1-4-1「原子炉格納容器内の原子炉冷却材の漏えいを

監視する装置の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に関する説明書」（以

下「添付書類」という。）で評価した検出時間に包絡されているかを確認する。コリウム

シールドの概要図を図 9－1に示す。

図 9－1 コリウムシールド概要図 

ドライウェル床ドレンサンプ

ドライウェル機器ドレンサンプ

ドレン配管長
約6m

原子炉格納容器下部
コリウムシールド

圧力容器ペデスタル
（内側鋼板）

ドライウェル床ドレンサンプ

コリウムシールド

原子炉圧力容器

Ａ

Ａ

圧力容器ペデスタル
（外側鋼板）

原子炉格納容器下部 平面図

原子炉格納容器下部 断面図

ドライウェル床ドレンサンプ

コリウムシールド

約1.7m
内側鋼板

外側鋼板

約3.5m

Ａ－Ａ矢視図
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9.1 蒸気分の漏えい 

原子炉格納容器下部の RCPB配管から漏れ出た蒸気は，やがてドライウェル冷却系冷却

機の冷却コイルに達し，冷却されて凝縮水となる。 

添付書類 3.3.4(1)では漏えい蒸気を含む原子炉格納容器内の空気がドライウェル冷

系送風機により一巡する経路で時間を算出しており，経路には原子炉格納容器下部も含

まれていることから，原子炉格納容器下部の RCPB配管からの漏えいにおける蒸気分の検

出時間は添付書類において算出している時間と同様になる。 

9.2 液体分の漏えい 

原子炉格納容器下部での漏えいのうち液体分は，RCPB配管から原子炉格納容器下部床

面に漏えいする。その後，原子炉格納容器下部床面からドレン配管入口へ流れ，ドレン

配管を経て，ドライウェル床ドレンサンプに流入し，ドライウェル床ドレンサンプ水位

測定装置により検出される。 

時間評価の概要図を図 9－2に示す。 

図 9－2 時間評価概要図 

【凡例】

： 落下点

： 原子炉格納容器下部床面における漏えい経路

： コリウムシールドスリット

： ドレン配管

破線 ： 時間評価箇所
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9.2.1 ドレン配管入口までの到達時間(原子炉格納容器下部床面～ドレン配管入口) 

(1) コリウムシールドを設置した場合の移送時間

a. 原子炉格納容器下部床面～コリウムシールドスリット部までの到達時間：TP1-1

コリウムシールドを設置した原子炉格納容器下部床面にはこう配がないことか

ら，漏えい水は床面に均一に広がり水位上昇に伴いコリウムシールドスリット部

へ流入する。原子炉格納容器下部床面は，漏えい水の落下地点からコリウムシー

ルドスリット部までの長さを堤頂幅とする広頂ぜきとなることから，ゴビンダ

ラオの式（「土木工学ハンドブック」1986 年 1 版 10 刷 土木学会編）から水位

と流入量の関係を求めることができる。具体的には，（9.1）～（9.4）式から単

位時間当たりの原子炉格納容器下部床面への流入量と水位からコリウムシールド

スリット部への流出量を算出し，コリウムシールドスリット部への流出量が平衡

に達する時間（TP1-1）は，コリウムシールドスリット部への流出量が漏えい量 Q2

の 75％以上となる平衡到達時間とする。(「図 9－3 原子炉格納容器下部床面か

らコリウムシールドスリット部までの漏えい経路」及び「図 9－4 床面概略図」

参照) 

なお，本計算は，原子炉格納容器下部床面のうち，コリウムシールドスリット

部から最も離れている位置を落下点として設定し，評価している。 

図 9－3 原子炉格納容器下部床面からコリウムシールドスリット部までの漏えい経路 
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QO(t)＝C・BP1-1・h(t)
3

2 ················································· （9.1） 

C＝1.642・(h(t)/LP1-1)
0.022

 ············································· （9.2）

h(t)＝Qi(t)/AP1-1 ······················································ （9.3） 

Qi(t)＝Qi(t－ΔT)＋Q2・ΔT－Q0(t) ····································· （9.4） 

図 9－4 床面概略図 

原子炉格納容器下部床面からコリウムシールドスリット部までの漏えい水の到

達時間を算出した結果，5分となる。 

b. コリウムシールドスリット部～ドレン配管入口までの到達時間：TP1-2

コリウムシールドスリット部 には，ドレン配管入口に向か

って が施されているため，コリウムシールドスリット部を流れる

漏えい水の平均流速を，シェジー形の公式及びガンギェ・クッタの経験式から算

出することにより，コリウムシールドスリット部を通過する時間を求める。 

なお，本計算はコリウムシールドスリット部からドレン配管入口部までのスリ

ットのうち，全長が最も長くなるスリット長により評価している。また，保守的

に垂直部を含む全体を水平部と同じ と仮定して評価している。 

落下点

LP1-1

床面

BP1-1

h
AP1-1

QO

漏えい水
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図 9－5 コリウムシールドスリット部の漏えい経路 

vP1＝C√m・i 

     C＝
23＋(1／n)＋(0.00155／i)

1＋{23＋(0.00155／i)}(n／√m)

TP1-2＝
LP1-2
vP1

QD＝v・A・3600 

m＝A／L 

図 9－6 コリウムシールドスリット部概略図 

コリウムシールドスリット部を通過する時間を算出した結果，2分となる。

(2) コリウムシールドを設置しない場合の移送時間

a. 原子炉格納容器下部床面～ドレン配管入口までの到達時間：TP1’

原子炉格納容器下部床面にはこう配がないことから，漏えい水は床面に均一に

広がり水位上昇に伴いドレン配管入口へ流入する。原子炉格納容器下部床は，漏

えい水の落下地点からドレン配管入口までの長さを堤頂幅とする広頂ぜきとなる

ことから，9.2.1(1)a.項で用いたゴビンダ ラオの式からドレン配管入口への流

出量が平衡に達する時間（TP1’）を求める。 

(「図 9－7 原子炉格納容器下部床面からドレン配管入口までの漏えい経路」

及び「図 9－8 床面概略図」参照) 

なお，本計算は，原子炉格納容器下部床面のうち，ドレン配管入口から最も離

れている位置を落下点として設定し，評価している。 
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図 9－7 原子炉格納容器下部床面からドレン配管入口までの漏えい経路 

QO(t)＝C・BP1'・h(t)
3

2 ················································· （9.5） 

C＝1.642・(h(t)/LP1')
0.022

 ············································· （9.6）

h(t)＝Qi(t)/AP1' ······················································ （9.7） 

Qi(t)＝Qi(t－ΔT)＋Q2・ΔT－Q0(t) ····································· （9.8） 

図 9－8 床面概略図 

落下点

LP1’

床面

BP1’

h
AP1

’

QO

漏えい水
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 9.2.2 ドレン配管移送時間(ドレン配管入口～ドライウェル床ドレンサンプ)：TP2 

ドレン配管入口からドライウェル床ドレンサンプまでの呼び径 A のドレン配

管(内径 m)には，ドライウェル床ドレンサンプに向かって 1/50 のこう配が

施されているため，ドレン配管を流れる漏えい水の平均流速をシェジー形の公式及

びガンギェ・クッタの経験式から算出することにより，ドレン配管移送時間を求め

る。 

なお，本計算は，ドレン配管入口からドライウェル床ドレンサンプまでの配管長

により評価している。また，保守的に垂直部を含む全体を水平部と同じ 1/50こう配

と仮定して評価している。 

図 9－9 ドレン配管入口からドライウェル床ドレンサンプまでの漏えい経路 

vP2＝C√m・i 

       C＝
23＋(1／n)＋(0.00155／i)

1＋{23＋(0.00155／i)}(n／√m)

TP2＝
L

vP2

QD＝v・A・3600 

m＝A／L 

図 9－10 ドレン配管の概略図 

ドレン配管入口からドライウェル床ドレンサンプまでのドレン配管移送時間を算

出した結果，1分となる。 

1

50

ｖ

L

A
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 9.2.3 検出時間 

原子炉格納容器下部での漏えいのうち液体分の検出時間を算出した結果，漏えい

発生から検出されるまでの時間は 41分で検出可能であることを確認した。 

また，コリウムシールドを設置した場合と設置しない場合の検出時間に差がない

ことを確認した。 

注記＊1：蒸気分については添付書類でのドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置及びドラ 

イウェル床ドレンサンプ水位測定装置による検出時間と同じ。

＊2：液体分の検出時間について記載。コリウムシールドを設置した場合と設置しない 

場合で検出時間は同等である。 

図 9－11 原子炉格納容器下部における漏えい検出時間の評価結果 

検出時間

原子炉格納容器下部における
RCPB配管からの漏えい発生

ドライウェル冷却装置
凝縮水流量測定装置

ドライウェル床ドレンサンプ
水位測定装置

蒸気分＊1 液体分

配管～ドライウェル冷却系
冷却機(T1)

3min

ドライウェル冷却系冷却機～ドラ
イウェル冷却装置凝縮水流量測定

装置(T3)

4min

ドライウェル冷却装置凝縮水流量
測定装置の検出遅れ時間(T4)

2min

36min

凝縮水量平衡到達時間(T2)

27min

保温材内滞留時間(T6)

22min

原子炉格納容器下部
床面～コリウムシー

ルドスリット部
(TP1-1)

3min

ドライウェル床ドレンサンプ
水位変化率の演算時間(T9)

13min

検出時間

41min＊2

ドライウェル冷却装置凝縮
水流量測定装置～ドライ
ウェル床ドレンサンプ(T5)

4min

(27min)

(38min)

(コリウムシールド
を設置した場合)

(コリウムシールド
を設置しない場合)

コリウムシールドス
リット部～ドレン配

管入口 (TP1-2)

2min

ドレン配管入口～ドライウェル床ドレン
サンプ(TP2)

1min

原子炉格納容器下部
床面～ドレン配管

入口(TP1’)

5min

(27min)
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表 9－1 原子炉格納容器下部における漏えい検出時間の整理表(1/2) 

項目 計算パラメータ 
評価時間 

（min） 

原
子
炉
格
納
容
器
下
部
で
の
漏
え
い
の
う
ち
液
体
分
に
お
け
る
検
出
時
間 

a. 保温材から漏れ出

るまでの時間（保

温材内滞留時間）

：T6（min）

d1：保温材外径（m） 0.738 

T6＝22 
d2：配管外径（m） 0.508 

L5：保温材最大長さ（m） 0.450 

Q2：漏えい量（液体分）（ℓ/min） 2.3 

b. 原子炉格納容器下

部床面～コリウム

シールドスリット

部までの到達時間 

：TP1-1（min） 

Q2：漏えい量（液体分）（ℓ/min） 2.3 

TP1-1＝3*3 

Qi：原子炉格納容器下部床面の滞留量

（m3） 
（数式） 

C：流量係数 （数式） 

BP1-1：越流幅（m） 5.75 

h：越流水深（m） （数式） 

QO：ドレン配管への流出量（m3/h） （数式） 

LP1-1：堤頂幅（m） 6.0 

AP1-1：原子炉格納容器下部床面積（m2） 17.3 

c. コリウムシールド

スリット部～ドレ

ン配管入口までの

到達時間 

：TP1-2（min） 

vP1-2：スリット部を流れる漏えい水の

平均流速（m/s） 
0.036＊1 

TP1-2＝2*3 

C：流速係数 18.0＊1 

i：こう配 

n：粗度係数 0.01＊2 

A：流路断面積（m2） 0.00041＊1 

QD：スリット部を流れる漏えい水の流

量（m3/h） 
0.053 

m：平均深さ（m） 0.00162＊1 

L：スリット部のぬれ縁長さ（m） 0.253＊1 

LP1-2：スリット部の長さ（m） 3 

注記＊1：収束計算によって得られる値 

＊2：Manning-Stricklerの式を用いて評価した結果及び実機におけるステンレス鋼

管の粗度係数は 0.01以下となることも考慮し設定した値 

＊3：平衡流量が漏えい量（液体分）Q2の 75％に到達する時間として算出 



29 

表 9－1 原子炉格納容器下部における漏えい検出時間の整理表(2/2) 

項目 計算パラメータ 
評価時間 

（min） 

原
子
炉
格
納
容
器
下
部
で
の
漏
え
い
の
う
ち
液
体
分
に
お
け
る
検
出
時
間 

d. 原子炉格納容器下

部床面～ドレン配

管入口までの到達

時間

：TP1’（min）

Q2：漏えい量（液体分）（ℓ/min） 2.3 

TP1’＝5*5 

Qi：原子炉格納容器下部床面の滞留量

（m3） 
（数式） 

C：流量係数 （数式） 

BP1’：越流幅（m） 5.75 

h：越流水深（m） （数式） 

QO：ドレン配管への流出量（m3/h） （数式） 

LP1’：堤頂幅（m） 9.0 

AP1’：原子炉格納容器下部床面積（m2） 26.0 

e. ドレン配管移送時

間(ドレン配管入

口～ドライウェル

床ドレンサンプ)

：TP2（min）

vP2：ドレン配管を流れる漏えい水の平

均流速（m/s） 
0.208＊1 

TP2＝1*5 

C：流速係数 25.0＊1 

i：こう配 0.02 

n：粗度係数 0.01＊2 

A：流路断面積（m2） 0.00014＊1 

QD：ドレン配管を流れる漏えい水の流

量（m3/h） 
0.107 

m：平均深さ（m） 0.00346＊1 

L：ドレン配管のぬれ縁長さ（m） 0.041＊1 

LP2：ドレン配管の長さ（m） 6 

f. ドライウェル床ド

レンサンプ水位変

化率の演算時間 

：T9（min） 

―＊3 T9＝13＊4 

検出時間合計：コリウムシールドを設置した場合 

（T6＋TP1-1＋TP1-2＋TP2＋T9） 
41 

検出時間合計：コリウムシールドを設置しない場合 

（T6＋TP1’＋TP2＋T9） 
41 
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注記＊1：収束計算によって得られる値 

＊2：Manning-Stricklerの式を用いて評価した結果及び実機におけるステンレス鋼

管の粗度係数は 0.01以下となることも考慮し設定した値  

＊3：計算パラメータなし 

＊4：ドライウェル床ドレンサンプ水位変化率の演算時間は，添付書類 3.3.4(2)e.

と同じ値 

＊5：平衡流量が漏えい量（液体分）Q2の 75％に到達する時間として算出 
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9.3 コリウムシールドが検出時間に与える影響評価結果 

コリウムシールドを設置することで，ドレン配管の前にコリウムシールドスリット部

を通過する経路となるが，同スリット部の配置とこう配により，検出時間はコリウムシ

ールドを設置しない場合と同等となる。したがって，コリウムシールドによる原子炉冷

却材の漏えい検出に対する影響はない。なお，コリウムシールドを設置する場合と設置

しない場合の原子炉格納容器下部における漏えいの検出時間は，添付書類において算出

しているドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置の検出時間 58分に包絡される。 
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10. ドライウェル内雰囲気放射性物質濃度測定装置の検知性について

ドライウェル内雰囲気放射性物質濃度測定装置が，漏えい位置を特定できない原子炉格

納容器内への漏えいに対して，1時間以内に 0.23m3/h(1gpm)の漏えい量を検出できること

を確認するため，冷却材中の放射性物質濃度として，炉心燃料から冷却材への全希ガス漏

えい率（3.7×109Bq/s）を考慮した場合における，漏えい開始から 1時間後の指示値（主

蒸気又は炉水のみが各々1gpm 漏えいした場合の値）及び限界計数率を比較した結果を表

10－1に示す。また，ドライウェル内雰囲気放射性物質濃度測定装置の概要図を図 10－1

に示す。 

表 10－1 漏えい開始から 1時間後のドライウェル内雰囲気放射性物質濃度測定装置の指示 

表 10－1 値評価結果（炉心燃料から冷却材への全希ガス漏えい率(Bq/s)：3.7×109） 

ドライウェル内雰囲気放射性物質濃度測定装置

の指示値（バックグラウンドレベル含む） 
通常時（バックグ

ラウンドレベル）
限界計数率* 

主蒸気漏えい時 炉水漏えい時

注記＊：バックグラウンド計測値の揺らぎの中で試料を測定した際に，統計的に有意な計 

測値として検出しうる最低量 

図 10－1 ドライウェル内雰囲気放射性物質濃度測定装置の概要図 

表 10－1に示すとおり，漏えい開始から 1時間後のドライウェル内雰囲気放射性物質濃

度測定装置の指示値から通常時の指示値（バックグラウンドレベル）を差し引いた値が，

主蒸気漏えい時及び炉水漏えい時ともに限界計数率を超えているため，原子炉冷却材の漏

えいに伴うドライウェル内雰囲気放射性物質濃度の上昇を検知可能である。そのため，ド

ライウェル床ドレンサンプ水位測定装置が故障した場合において，ドライウェル内雰囲気
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放射性物質濃度測定装置の指示値を監視することで，漏えい位置を特定できない原子炉格

納容器内への漏えいに対して，1時間以内に 1gpmの漏えい量を検出可能である。 

なお，ドライウェル内雰囲気放射性物質濃度測定装置は，通常時から計測を行っている。 
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1. 概要

本資料は，「Ⅵ-1-4-2 流体振動又は温度変動による損傷の防止に関する説明書」（以下

「説明書」という。）の「2.評価範囲」に示す評価範囲において，流力振動評価が必要な

配管内円柱状構造物及び配管の高サイクル熱疲労評価が必要な高低温水合流部及び閉塞分

岐管が含まれていないことを説明する。 

なお，原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲及びその他改造範囲以外の既設設備につい

ては，経済産業省原子力安全・保安院による指示文書の別紙 1「新省令第 6 条及び第 8 条

の 2 第 2 項における流体振動による損傷の防止に関する当面の措置について」（平成 17・

12・22 原院第 6 号）に基づき保安院に提出した「島根原子力発電所１号機及び２号機 

流体振動による配管内円柱状構造物の損傷防止に関する評価結果と措置計画等の報告

について」（平成18年10月13日付電原運第８０号）及びＮＩＳＡ文書「発電用原子力設

備に関する技術基準を定める省令の改正に伴う電気事業法に基づく定期事業者検査の実

施について」（平成 17・12・22 原院第 6 号）に基づき提出した「島根原子力発電所第

２号機における高サイクル熱疲労による損傷の防止に関する評価及び検査結果の提出に

ついて」（平成18年6月19日付電原運第２９号）（以下「報告書」という。）にて評価し

ている。 

また，技術基準規則第 19 条解釈に示された配管内円柱状構造物の流力振動及び配管の

高サイクル熱疲労の評価が必要となる一次冷却材が循環する施設は参考資料に示すとおり，

省令 62 号から変更はない。よって改めて検討する範囲は今回拡大した原子炉冷却材圧力

バウンダリ範囲及びその他改造範囲で十分である。 

2. 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲及びその他改造範囲の構成

原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲及びその他改造範囲について図１～図１１に示す。
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図１ 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲（残留熱除去系Ａ系） 

：報告書での評価範囲 

：原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲 
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図２ 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲（残留熱除去系Ｂ系） 

：報告書での評価範囲 

：原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲 
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図３ その他改造範囲（原子炉圧力容器から原子炉浄化補助ポンプ入口管までのうち電動弁（MV213-2）を設置しているライン（運用変更範囲）） 
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図４ その他改造範囲（原子炉隔離時冷却系ストレーナから原子炉隔離時冷却ポンプまでのうち高圧原子炉代替注水系への分岐部） 

：報告書での評価範囲 

：その他改造範囲 

（合流部の追加） 
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図５ その他改造範囲（原子炉隔離時冷却ポンプから原子炉圧力容器までのうち高圧原子炉代替注水ポンプ出口ライン合流部） 

：報告書での評価範囲 

：その他改造範囲 

（分岐部の追加） 

：報告書での評価範囲 

：その他改造範囲 

（合流部の追加） 
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図６ 残留熱除去系ヘッドスプレイラインの系統概要図 

①配管

②弁

③配管溶接部

④支持構造物取付溶接部

⑤フランジ

：STS42

原子炉圧力容器へ

（第１隔離弁）

V222-7

⑤

①

④

②（第２隔離弁）

MV222-14

③

：SFVC2B
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図７ 残留熱除去系停止時冷却モード戻りライン（Ａ／Ｂ系）の系統概要図 

PCV

（第１隔離弁）

AV222-3A

②（第２隔離弁）

MV222-11A

③

X-32A

R/B

①

原子炉圧力容器へ

④

①配管

②弁

③配管溶接部

④支持構造物取付溶接部 ：STS42

④

②（第２隔離弁）

MV222-11B

（第１隔離弁）

AV222-3B
③

R/B

PCV

原子炉圧力容器へ

X-32B

①
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図８ 残留熱除去系停止時冷却モード抜き出しラインの系統概要図 

図９ その他改造範囲（原子炉圧力容器から原子炉浄化補助ポンプ入口管までのうち電動弁

（MV213-2）を設置しているライン（運用変更範囲））の系統概要図 

R/B

PCV

原子炉圧力容器より （第１隔離弁）

MV222-6

②（第２隔離弁）

MV222-7

③

X-33

①配管

②弁

③配管溶接部 ：STS42

①
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図１０ その他改造範囲（原子炉隔離時冷却系ストレーナから原子炉隔離時冷却ポンプまでの

うち高圧原子炉代替注水系への分岐部）の系統概要図 

図１１ その他改造範囲（原子炉隔離時冷却ポンプから原子炉圧力容器までのうち高圧原子炉

代替注水ポンプ出口ライン合流部）の系統概要図 

原子炉隔離時冷却系
ストレーナから

原子炉隔離時冷却ポンプへ

高圧原子炉代替注水系へ

①配管
②配管溶接部

：SUS304TP

①

②

②

原子炉隔離時冷却ポンプから

原子炉圧力容器へ

高圧原子炉代替注水系から

①配管
②配管溶接部

：STPT410

①

②

②
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3. まとめ

図１～図１１より，今回の原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲は全て報告書の評価範囲に含ま

れており，流体振動又は温度変動による損傷が懸念され新たに評価が必要となる部位は無い。そ

の他改造範囲については，流体振動による損傷の評価対象となる配管内円柱状構造物が設置さ

れていなく，温度変動による損傷の評価対象となる高低温水合流部及び閉塞分岐管がないため

評価が必要となる部位は無い。また，保安院に提出した報告書を添付 1，添付 2 に示す。これによ

り，技術基準第 19 条に示されたとおり，配管内円柱状構造物の流力振動については「配管内円柱

状構造物の流力振動評価指針」（JSME S012），高サイクル熱疲労については「配管の高サイクル熱疲

労に関する評価指針」（JSME S017）に規定された手法により評価しており，問題があると評価さ

れた部位については対策をとり，結果を定期事業者検査で確認している。 

4. 添付資料

添付 1－流体振動による配管内円柱構造物の損傷防止に関する評価結果と措置計画等の報告

について（訂正版） 

添付 2－高サイクル熱疲労による損傷の防止に関する評価および検査結果について 

【参考資料】 

参考資料１－技術基準規則の新旧比較について 

参考資料２－評価範囲の選定理由について 



添付 1 

流体振動による配管内円柱状構造物の損傷防止に関する 

評価結果と措置計画等の報告について（訂正版） 



島根原子力発電所2号機

流体振動による配管内円柱状構造物の損傷防止に関する

評価結果と措置計画等の報告について（訂正版）

平成18年10月

中国雷力株式会社























添付資料ー2

円柱状構造物形状図

円柱状楷造物の寸法・形状図 (1/ 4) 

10043166
長方形
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円柱状構造物の寸法・形状図(2/4) 添付資料ー2
（耐圧機能を有する構造物：温度計ウェル）

10043166
長方形
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円柱状構造物の寸法・形状図(3/4) 添付資料ー2
（酎圧機能を有する構造物：温度計ウェル）

10043166
長方形
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円柱状構造物の寸法・形状図(4./4) 添付資料ー2
（耐圧機能を有しない構造物：サンプリングノズル（酸素注入ノズル含む）1

10043166
長方形



添付資料ー3

配管の寸法•形状概略図(1/3)

,_,

10043166
長方形



配管の寸法・形状概略図(2/3)

配管の寸法

1. 温度計ウ .:C ル

2. サンプリングノズル
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添付資料 ー 3

10043166
長方形

10043166
長方形
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【参考資料１】 

 

技術基準規則の新旧比較について 

 

発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令（平成25年6月28日）と実用発電用原子炉

及びその附属施設の技術基準に関する規則（令和2年4月1日）との比較について以下の表に示

す。 

 

表 技術基準規則の新旧比較表 

発電用原子力設備に関する技術基準を

定める省令（平成25年6月28日） 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

技術基準に関する規則（令和2年4月1

日） 

備考 

（流体振動等による損傷の防止） （流体振動等による損傷の防止）  

第六条 第十九条  

燃料体及び反射材並びにこれらを支

持する構造物、熱遮へい材並びに一次

冷却系統に係る施設に属する容器、

管、ポンプ及び弁は、一次冷却材若し

くは二次冷却材の循環、沸騰等により

生ずる流体振動又は温度差のある流体

の混合等により生ずる温度変動により

損傷を受けないように施設しなければ

ならない。 

燃料体及び反射材並びに炉心支持構

造物、熱遮蔽材並びに一次冷却系統に

係る容器、管、ポンプ及び弁は、一次

冷却材又は二次冷却材の循環、沸騰そ

の他一次冷却材又は二次冷却材の挙動

により生ずる流体振動又は温度差のあ

る流体の混合その他の一次冷却材又は

二次冷却材の挙動により生ずる温度変

動により損傷を受けないように施設し

なければならない。 

 

追加要求なし 

解釈 解釈  

１ 「流体振動により損傷を受けない

ように施設しなければならない」

とは流れの乱れ、渦、気ほう等に

起因する高サイクル疲労による損

傷の発生防止を規定するものであ

り、以下の措置を講じること。 

 

・蒸気発生器伝熱管郡の曲げ部に

ついては、日本機械学会「設計・

建設規格」（JSME S NC1-2005）

PVB-3600に規定する手法を適用す

ること。 

１ 「流体振動により損傷を受けない

ように施設しなければならない」

とは流れの乱れ、渦、気泡等に起

因する高サイクル疲労による損傷

の発生防止を規定するものであ

り、以下の措置を講ずること。 

 

・蒸気発生器伝熱管郡の曲げ部に

ついては、日本機械学会「発電用

原子力設備規格 設計・建設規格

（ 2005 年 版 ） （ JSME S NC1-

2005）」（以下「「設計建設規格

2005」」という。）PVB-3600 又は

「設計・建設規格 2012」PVB-3600

に「日本機械学会「設計・建設規

格」及び「材料規格」の適用に当

たって（別記―２）の要件を付し

たものによること。 

 

追加要求なし 

 

  



発電用原子力設備に関する技術基準を

定める省令（平成25年6月28日） 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

技術基準に関する規則（令和2年4月1

日） 

備考 

・管に設置された円柱状構造物で

耐圧機能を有するものについて

は、日本機械学会「配管内円柱状

構造物の流力振動評価指針」

（JSME S012）に規定する手法を適

用すること。なお耐圧機能を有し

ないものについては第8条の2第2項

によること。（日本機械学会「発

電用原子力設備規格 設計建設規

格（JSME S NC1）」（2005年改訂

版）並びに流力振動及び高サイク

ル熱疲労に関する評価指針の技術

評価書）

２ 「温度差のある流体の混合等によ

り生ずる温度変動により損傷を受

けないように施設しなければなら

ない」とは、日本機械学会「配管

の高サイクル熱疲労に関する評価

指針」（JSME S017）に規定する手

法を適用し、損傷の発生防止措置

を講じること。なお供用開始後に

おける運転管理等の運用上の対応

を考慮して施設することができ

る。（日本機械学会「発電用原子

力設備規格 設計・建設規格（JSME 

S NC1）」（2005年改訂版）並びに

流力振動及び高サイクル熱疲労に

関する評価指針の技術評価書） 

３ 配管内円柱状構造物の流力振動及

び配管の高サイクル熱疲労につい

ては、一次冷却材が循環する施設

として、原子炉冷却材浄化系、残

留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）（BWR）及び化学体積制御

系、余熱除去系（PWR）を含めて措

置を講じること。 

・管に設置された円柱状構造物で

耐圧機能を有するものについて

は、日本機械学会「配管内円柱状

構造物の流力振動評価指針」

（JSME S012）に規定する手法を適

用すること。（「日本機械学会

「発電用原子力設備規格 設計建

設規格（JSME S NC1）」（2005年

改訂版）並びに流力振動及び高サ

イクル熱疲労に関する評価指針の

技術評価書」（平成17年12月原子

力安全・保安院，原子力安全基盤

機構取りまとめ）及び「設計・建

設規格2012技術評価書」） 

２ 「温度差のある流体の混合等によ

り生ずる温度変動により損傷を受

けないように施設しなければなら

ない」とは、日本機械学会「配管

の高サイクル熱疲労に関する評価

指針」（JSME S017）に規定する手

法を適用し、損傷の発生防止措置

を講ずること。（日本機械学会

「発電用原子力設備規格 設計・建

設規格（JSME S NC1）」（2005年

改訂版）並びに流力振動及び高サ

イクル熱疲労に関する評価指針の

技術評価書」（平成17年12月原子

力安全基盤機構取りまとめ））

３ 配管内円柱状構造物の流力振動及

び配管の高サイクル熱疲労につい

ては、一次冷却材が循環する施設

として、原子炉冷却材浄化系、残

留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）（BWR）及び化学体積制御

系、余熱除去系（PWR）を含めて措

置を講ずること。 

追加要求なし 



【参考資料２】 

評価範囲の選定理由について 

1. 概要

本資料は「Ⅵ-1-4-2_流体振動又は温度変動による損傷の防止に関する説明書」における

評価対象範囲について，その選定理由をまとめたものである。 

2. 規則上の要求

2.1 技術基準規則上の要求 

流体振動及び高サイクル熱疲労の考慮を要求している技術基準規則第十九条の中では

評価範囲について以下の通り定義されている。 

よって，以下の設備については流体振動及び高サイクル熱疲労の評価を実施している。 

・一次冷却材の循環施設

・原子炉浄化系

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

（以下，技術基準規則抜粋） 

第十九条 燃料体及び反射材並びに炉心支持構造物、熱遮蔽材並びに一次冷却系統に係る

容器、管、ポンプ及び弁は、一次冷却材又は二次冷却材の循環、沸騰その他の

一次冷却材又は二次冷却材の挙動により生ずる流体振動又は温度差のある流

体の混合その他の一次冷却材又は二次冷却材の挙動により生ずる温度変動に

より損傷を受けないように施設しなければならない。 

（解釈） 

３ 配管内円柱状構造物の流力振動及び配管の高サイクル熱疲労については、一次

冷却材が循環する施設として、原子炉冷却材浄化系、残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）（ＢＷＲ）及び化学体積制御系、余熱除去系（ＰＷＲ）を含めて措置

を講じること。 

2.2 技術基準規則のうちその他条文（第十四条）における流体振動に関する記載 

技術基準規則においては第十九条以外にも第十四条（安全設備）では，流体振動に関す

る考慮について以下の通り要求されている。安全設備については第二条及びその解釈に

より非常用炉心冷却系として原子炉隔離時冷却系が該当することから，以下の設備につ

いては，流体振動の評価を実施している。 

・原子炉隔離時冷却系



第十四条（安全設備）解釈 

３ 第２項に規定する「想定されているすべての環境条件」とは、通常運転時、運転時の

異常な過渡変化及び事故時において、所定の機能を期待されている構築物、系統及び機

器が、その間にさらされると考えられるすべての環境条件のことで、格納容器内の安全

設備であれば通常運転からＬＯＣＡ時までの状態において考えられる圧力、温度、放射

線、湿度をいう。また、「環境条件」には、冷却材の性状（冷却材中の破損物等の異物

を含む）が含まれる。この場合において、配管内円柱状構造物が流体振動により破損物

として冷却材に流入することの評価に当たっては、日本機械学会「配管内円柱状構造物

の流力振動評価指針（JSME S012）」を適用すること。 

第二条（定義） 

八 「安全設備」とは、次に掲げる設備であってその故障、損壊等により公衆に放射線障

害を及ぼすおそれを直接又は間接に生じさせるものをいう。 

ハ 安全保護装置（運転時の異常な過渡変化が生じる場合、地震の発生等により原子炉

の運転に支障が生じる場合、及び一次冷却材喪失等の事故時に原子炉停止系統を自

動的に作動させ、かつ、原子炉内の燃料の破損等による多量の放射性物質の放出のお

それがある場合に、工学的安全施設を自動的に作動させる装置をいう。以下同じ。）、

非常用炉心冷却設備（原子炉圧力容器内において発生した熱を通常運転時において

除去する施設がその機能を失った場合に原子炉圧力容器内において発生した熱を除

去する設備をいう。以下同じ。）その他非常時に原子炉の安全を確保するために必要

な設備及びそれらの附属設備 

第二条（定義）解釈 

ハ 安全保護装置、非常用炉心冷却設備及び次の施設

・工学的安全施設（非常用炉心冷却設備、原子炉格納容器及びその隔離弁を除く）

・原子炉隔離時冷却系（ＢＷＲ）

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）（ＢＷＲ）

・逃がし安全弁（安全弁としての開機能）（ＢＷＲ）

・制御室非常用換気空調系

・格納容器雰囲気放射線モニタ（事故時）（ＢＷＲ）



3. 本設工認における原冷施設のＤＢ改造範囲について

本設工認においては，１章の要求に基づき以下の範囲を評価対象範囲として選定してい

る。これらについては本設工認においてＲＣＰＢの拡大または設計基準対象施設としての

改造を行っているため，評価を実施している。 

建設時から変更のない設備については，経済産業省原子力安全・保安院による指示文書

の別紙 1「新省令第 6 条及び第 8 条の 2 第 2 項における流体振動による損傷の防止に

関する当面の措置について」（平成 17・12・22 原院第 6 号）に基づき保安院に提出した

「島根原子力発電所１号機及び２号機 流体振動による配管内円柱状構造物の損傷防止

に関する評価結果と措置計画等の報告について」（平成 18年 10月 13日付電原運第８０号）

及びＮＩＳＡ文書「発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令の改正に伴う電気事

業法に基づく定期事業者検査の実施について」（平成 17・12・22 原院第 6 号）に基づき

提出した「島根原子力発電所第２号機における高サイクル熱疲労による損傷の防止に関す

る評価及び検査結果の提出について」（平成 18年 6月 19日付電原運第２９号）（以下「報

告書」という。）にて評価しているため，今回改めて評価はしていない。 

＜ＲＣＰＢ拡大範囲＞ 

・MV222-14（残留熱除去系炉頂部冷却内側隔離弁）から V222-7（残留熱除去系炉頂部冷

却水逆止弁）まで＜残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）として評価＞

・MV222-11A,B（残留熱除去系ポンプ炉水戻り弁）から AV222-3A,B（残留熱除去系炉水

戻り試験可能逆止弁）まで＜残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）として評価＞

・MV222-6（残留熱除去系炉水入口内側隔離弁）から MV222-7（残留熱除去系炉水入口外

側隔離弁）まで ＜残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）として評価＞

＜その他の改造範囲（運用変更範囲含む。）＞  

・原子炉圧力容器から原子炉浄化補助ポンプ入口管までのうち電動弁（MV213-2）を設置

しているライン（運用変更範囲）＜原子炉浄化系として評価＞ 

・原子炉隔離時冷却系ストレーナから原子炉隔離時冷却ポンプまでのうち高圧原子炉代

替注水系への分岐部＜原子炉隔離時冷却系として評価＞

・原子炉隔離時冷却ポンプから原子炉圧力容器までのうち高圧原子炉代替注水ポンプ出

口ライン合流部＜原子炉隔離時冷却系として評価＞



なお，以下の範囲については残留熱除去系ではあるものの，原子炉停止時冷却モードに

該当しないため，流体振動及び高サイクル熱疲労の評価対象外として整理している。 

＜その他の改造範囲（運用変更範囲含む。）＞ 

・Ａ系原子炉再循環系戻り管からサプレッションチェンバスプレイヘッダまでのうちサ

プレッションプール水 pH制御系の合流部

・サプレッションチェンバから高圧原子炉代替注水系主配管（高圧原子炉代替注水ポン

プ供給管）までのうち高圧原子炉代替注水系の分岐部



資料 No.5 

非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備のポンプの 

有効吸込水頭に関する説明書に係る補足説明資料 



目  次 

補足 1 非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備のポンプの有効吸込水頭 

について ·························································· 補足 1-1 

補足 2 原子炉隔離時冷却ポンプ及び高圧原子炉代替注水ポンプの 

有効吸込水頭の評価における原子炉格納容器の背圧の考慮について ······ 補足 2-1 

補足 3 原子炉隔離時冷却系ストレーナの圧損評価について ···················· 補足 3-1 

補足 4 非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備及び圧力低減設備その他の安全設備で 

兼用するポンプの有効 NPSH評価条件について ························· 補足 4-1 



補足 1-1 

1. 非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備のポンプの有効吸込水頭について

（1） 原子炉隔離時冷却系に用いる原子炉隔離時冷却ポンプの有効吸込水頭に関する補足説明

原子炉隔離時冷却系に用いる原子炉隔離時冷却ポンプ（評価流量：99m3/h） 

記載内容 
根拠 

項目 値 

Ha： 吸込み液面に作用する絶

対圧力 
m 

原子炉隔離時冷却ポンプ運転中の有効 NPSH評価上厳しい条件となる，サプレッションチェンバ圧力( kPa[gage])に加えて，大気圧 101.325kPaを考慮し，吸込

み液面に作用する絶対圧力は mとしている。 

( +101.325)/9.80665= m 

Hs： 吸込揚程 m 

静水頭は，以下の差分 mとしている。 

●水源の水位：EL m 

水源の水位としては，サプレッションプールの最低水位（保安規定における運転上の制限（下限値））とした。 

●ポンプの吸込み口高さ：EL m 

H1： ポンプ吸込配管圧損 m 

サプレッションプールから原子炉隔離時冷却ポンプまでの配管及び弁類圧損は，原子炉隔離時冷却ポンプが以下の流量＊1で運転することを想定する。

この場合，サプレッションプールから原子炉隔離時冷却ポンプまでの配管＊2及び弁類圧損の合計値は， mとなる。

●原子炉隔離時冷却ポンプ：99 m3/h×1台

ポンプ吸込配管中の圧損は，圧損合計値より mに設定する。

注記＊1：サプレッションプールから原子炉隔離時冷却ポンプの吸込配管は，単独取水する配管構成となっているため，他の非常用炉心冷却設備のポンプの

運転流量を圧損計算上で考慮する必要はない。 

  ＊2：サプレッションプール内のティー及びペネ含む 

H2： 異物付着なしの状態にお

けるストレーナ圧損 
m 

異物付着なしの状態におけるストレーナ圧損を保守的に丸めて，以下に示す。 

●ストレーナ本体部圧損： m 

hs： ポンプ吸込口における飽

和蒸気圧水頭 
10.3m 

原子炉隔離時冷却ポンプ運転中のサプレッションプール水最高運転温度が約 100℃であるため，これを上回る温度として 100℃における飽和蒸気圧力 10.3 mとし

ている。 

有効 NPSH 

(Ha＋Hs－H1－H2－hs) 
m 

有効 NPSHは，以下の計算式により算出している。 

有効 NPSH＝Ha＋Hs－H1－H2－hs

-10.3

＝ m 

必要 NPSH m 

原子炉隔離時冷却系に用いる原子炉隔離時冷却ポンプ運転流量 99 m3/hにおける必要 NPSHとしてポンプ性能より設定している。 

以上の計算結果より，有効 NPSHと必要 NPSHの関係は以下のとおりとなり，必要 NPSHが確保されることからポンプ運転状態として問題ない結果となる。 

有効 NPSH： m＞必要 NPSH： m 

補足 1 
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（2） 高圧原子炉代替注水系に用いる高圧原子炉代替注水ポンプの有効吸込水頭に関する補足説明

高圧原子炉代替注水系に用いる高圧原子炉代替注水ポンプ（評価流量：93m3/h） 

記載内容 
根拠 

項目 値 

Ha： 吸込み液面に作用する絶

対圧力 
m 

高圧原子炉代替注水ポンプ運転中の有効 NPSH評価上厳しい条件となる，サプレッションチェンバ圧力( kPa[gage])に加えて，大気圧 101.325kPaを考慮し，吸

込み液面に作用する絶対圧力は mとしている。 

( +101.325)/9.80665= m 

Hs： 吸込揚程 m 

静水頭は，以下の差分 mとしている。 

●水源の水位：EL m 

水源の水位としては，サプレッションプールの最低水位（保安規定における運転上の制限（下限値））とした。 

●ポンプの吸込み口高さ：EL m 

H1： ポンプ吸込配管圧損 m 

サプレッションプールから高圧原子炉代替注水ポンプまでの配管及び弁類圧損は，高圧原子炉代替注水ポンプが以下の流量＊1で運転することを想定する。

この場合，サプレッションプールから高圧原子炉代替注水ポンプまでの配管＊2及び弁類圧損の合計値は， mとなる。

●高圧原子炉代替注水ポンプ：93 m3/h×1台

ポンプ吸込配管中の圧損は，圧損合計値より mに設定する。

注記＊1：サプレッションプールから高圧原子炉代替注水ポンプの吸込配管は，残留熱除去ポンプと共用する部分があるが，同時使用しない運用であるため，

残留熱除去ポンプの運転流量を圧損計算上で考慮する必要はない。 

  ＊2：サプレッションプール内のティー及びペネ含む 

H2： 異物付着なしの状態にお

けるストレーナ圧損 
m 

異物付着なしの状態におけるストレーナ圧損を，以下に示す。 

●ストレーナ本体部圧損： m 

hs： ポンプ吸込口における飽

和蒸気圧水頭 
10.3m 

高圧原子炉代替注水ポンプ運転中のサプレッションプール水最高運転温度が約 100℃であるため，これを上回る温度として 100℃における飽和蒸気圧力水頭 10.3m

としている。 

有効 NPSH 

(Ha＋Hs－H1－H2－hs) 
m 

有効 NPSHは，以下の計算式により算出している。 

有効 NPSH＝Ha＋Hs－H1－H2－hs

＝ -10.3 

＝ m 

必要 NPSH m 

高圧原子炉代替注水系に用いる高圧原子炉代替注水ポンプ運転流量 93 m3/h における必要 NPSHとしてポンプ性能より設定している。 

以上の計算結果より，有効 NPSHと必要 NPSHの関係は以下のとおりとなり，必要 NPSHが確保されることからポンプ運転状態として問題ない結果となる。 

有効 NPSH： m＞必要 NPSH： m 
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（3） 低圧原子炉代替注水系に用いる低圧原子炉代替注水ポンプの有効吸込水頭に関する補足説明

低圧原子炉代替注水系に用いる低圧原子炉代替注水ポンプ（評価流量： m3/h） 

記載内容 
根拠 

項目 値 

Ha： 吸込み液面に作用する絶

対圧力 
10.3m 

水源である低圧原子炉代替注水槽は大気に開放しているため，吸込み液面に作用する絶対圧力は，大気圧とし 10.3mとしている。 

Hs： 吸込揚程 m 

静水頭は，以下の差分 mとしている。 

●水源の水位：EL m 

水源の水位としては，低圧原子炉代替注水ポンプトリップ水位を保守的に丸めた値とした。 

●ポンプ軸中心：EL m 

H1： ポンプ吸込配管圧損 m 

サプレッションプールから低圧原子炉代替注水ポンプまでの配管及び弁類圧損は，低圧原子炉代替注水ポンプが以下の流量で運転することを想定する。

この場合，サプレッションプールから低圧原子炉代替注水ポンプまでの配管及び弁類圧損の合計値は， mとなる。 

●低圧原子炉代替注水ポンプ： m3/h×1台 

ポンプ吸込配管中の圧損は，圧損合計値より mに設定する。 

hs： ポンプ吸込口における飽

和蒸気圧水頭 
2.7m 

低圧原子炉代替注水槽の最高使用温度 66℃における飽和蒸気圧力水頭として，2.7mとしている。 

有効 NPSH 

(Ha＋Hs－H1－H2－hs) 
m 

有効 NPSHは，以下の計算式により算出している。 

有効 NPSH＝Ha＋Hs－H1－H2－hs

＝10.3+ -2.7 

＝ m 

必要 NPSH m 

低圧原子炉代替注水系に用いる低圧原子炉代替注水ポンプ運転流量 m3/h における必要 NPSHとしてポンプ性能より設定している。 

以上の計算結果より，有効 NPSHと必要 NPSHの関係は以下のとおりとなり，必要 NPSHが確保されることからポンプ運転状態として問題ない結果となる。 

有効 NPSH： m＞必要 NPSH： m 
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補足２ 

原子炉隔離時冷却ポンプ及び高圧原子炉代替注水ポンプの 

有効吸込水頭の評価における原子炉格納容器の背圧の考慮について 

重大事故等時，原子炉格納容器圧力及びサプレッションプール水温度は時間経過ととも

に変化するが，原子炉格納容器圧力は常にサプレッションプール水温度に対応する飽和水

蒸気圧力を超えている。したがって，原子炉隔離時冷却ポンプ及び高圧原子炉代替注水ポ

ンプの有効吸込水頭の評価にあたっては，原子炉格納容器圧力よりサプレッションプール

水温度に対応する飽和蒸気圧力を差し引いた圧力である，原子炉格納容器の背圧を見込む

ことができる。原子炉格納容器の背圧を考慮する場合には，有効吸込水頭（以下「有効

NPSH」という。）の評価を保守的にするため，原子炉格納容器の背圧を小さく評価する必

要がある。このため，原子炉格納容器圧力及びサプレッションプール水温度に影響する評

価条件を設定した解析を行い，保守的な原子炉格納容器の背圧を考慮した場合の有効 NPSH

が，ポンプの必要吸込水頭（以下「必要 NPSH」という。）を上回ることを確認する。 

１．評価事象の選定 

（１）評価事象 

評価の対象とする事象は，原子炉隔離時冷却ポンプ又は高圧原子炉代替注水ポンプに

期待する炉心損傷防止対策の有効性評価における重要事故シーケンスの中から，原子炉

格納容器の背圧がもっとも小さくなる重要事故シーケンスを選定する。 

第 1表に有効 NPSH評価事象の整理を示す。原子炉隔離時冷却ポンプの評価について

は，全交流動力電源喪失（長期 TB）を対象とする。また，高圧原子炉代替注水ポンプの

評価については，全交流動力電源喪失（TBU，TBD）を対象とする。 

なお，有効性評価解析においては，低圧原子炉代替注水系の有効性を確認する観点よ

り，逃がし安全弁（自動減圧機能）による急速減圧開始と同時に，原子炉隔離時冷却ポ

ンプ又は高圧原子炉代替注水ポンプによる原子炉注水を停止する扱いとしている。

（２）評価事象の包絡性 

原子炉停止機能喪失及び逃がし安全弁再閉鎖失敗を想定する事故シーケンス以外の事

故シーケンスでは，崩壊熱とのバランスで逃がし安全弁（逃がし弁機能）2個によって

原子炉圧力が制御されるため，その排気によりサプレッションプール水温度が上昇し，

原子炉格納容器の背圧が小さくなっていく。このため，原子炉圧力制御時間が長く，ポ

ンプの運転時間が長くなる事故シーケンスほど原子炉格納容器の背圧条件が厳しくな

る。 
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ここで，全交流動力電源喪失（長期 TB，TBU，TBD）及び崩壊熱除去機能喪失の重要事

故シーケンスは，事象発生直後より逃がし安全弁（逃がし弁機能）による原子炉圧力制

御が開始される事故シーケンスであり，急速減圧を開始する約８時間までポンプの運転

を継続する事故シーケンスであることから，原子炉格納容器の背圧条件としては最も厳

しくなる。このうち，全交流動力電源喪失（長期 TB）及び崩壊熱除去機能喪失について

は，サプレッションプール水温度が 100℃に到達する８時間までポンプの運転を継続す

ることに変わりはないことから，原子炉隔離時冷却ポンプの評価にあたっては，全交流

動力電源喪失（長期 TB）を対象とする。なお，実際にはポンプの運転時間が８時間より

も長くなる可能性はあるが，サプレッションプール水温度が 100℃到達時にポンプの運

転を停止することから，原子炉格納容器の背圧条件に対する影響はない。 

原子炉停止機能喪失は原子炉格納容器圧力の上昇が早い事象であるため，ポンプ運転

中の原子炉格納容器の背圧は大きめに推移する。また，逃がし安全弁再閉鎖失敗を想定

する事故シーケンスでは，原子炉圧力の減少が早く，ポンプ運転時間が短くなるため，

ポンプ運転停止時の原子炉格納容器の背圧は大きくなる。 

以上のことより，原子炉隔離時冷却ポンプ及び高圧原子炉代替注水ポンプの有効 NPSH

評価にあたっては，ポンプの運転時間が長くなる全交流動力電源喪失（長期 TB）及び全

交流動力電源喪失（TBU，TBD）の重要事故シーケンスを対象に評価することで，保守的

な原子炉格納容器の背圧条件を設定することができる。 

２．解析条件 

保守的に原子炉格納容器の背圧を小さくする観点より，設置変更許可申請書添付書類

十で示した有効性評価解析の条件よりも，原子炉格納容器圧力を低めに評価する解析条

件を設定する。また，サプレッションプール水位及びサプレッションプール水温度につ

いては，有効性評価解析において，サプレッションプール水温度を高めに評価する条件

を設定しており，本評価においても同一の条件を設定する。第 2表に解析条件を示す。 

３．評価結果 

第 3表及び第 4表に有効 NPSH算定結果を，第 5表及び第 6表に有効 NPSH評価結果を

示す。また，第 1図から第 6図に，原子炉格納容器圧力の推移，サプレッションプール

水温度の推移，有効 NPSHの推移を示す。 

ポンプの運転期間中において，原子炉格納容器の背圧が最も厳しくなるポンプ停止時

点（8時間）での有効 NPSHを第 5表に示す。なお，ポンプ吸込口における飽和蒸気圧水

頭については，保守的に解析結果を包絡する 100℃の飽和蒸気圧に基づき算定した値を

設定している。 
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第 6表に示すとおり，保守的な原子炉格納容器の背圧を考慮した場合においても，原

子炉隔離時冷却ポンプ及び高圧原子炉代替注水ポンプによる原子炉注水に期待する期間

の有効 NPSHは，それぞれのポンプの必要 NPSH を上回る。 
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失
 

R
C
IC
 

－
 

長
期

T
B
に
比
べ

て
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
プ
ー
ル
水
温
度
は
高
め
に
な
る

が
，
格
納
容
器
圧
力
の
上
昇
が
早
い
こ
と
か
ら
，
長
期

T
B
よ
り
も

RC
I
C

停
止
時
の
原
子
炉
格
納
容
器
の
背
圧
が
大
き
く
な
る
。

 

2
.
6 

L
OC
A
時
注
水
機
能
喪
失
 

－
 

3
0
分
 

R
C
IC

及
び

H
PA
C
に
期
待
し
て
い
な
い
。

 

2
.
7 

格
納
容
器
バ
イ
パ
ス
（
I
SL
O
CA
）
 

R
C
IC
 

3
0
分
 

長
期

T
B
に
比
べ

て
減
圧
タ
イ
ミ
ン
グ
が
早
く
，

RC
IC

運
転
時
間
が
短
く

な
る
こ
と
か
ら
，

RC
IC

停
止
時
の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
プ
ー
ル
水
温
度
が

低
め
に
な
り
，
原
子
炉
格
納
容
器
の
背
圧
が
大
き
く
な
る
。
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第
2
表
 
解
析
条
件
 

項
目
 

有
効

N
PS
H
評
価
 

有
効
性
評
価
解
析
 

（
参
考
）
 

解
析
条
件
 

条
件
選
定
理
由
 

格
納
容
器
圧
力
 

大
気
圧
 

実
機
条
件
に
対
し
て
低
め
の
値
と
し
て
設
定
。

 

初
期
圧
力
が
低
い
方
が
，
ポ
ン
プ
停
止
時
の
格
納
容
器
圧
力
が
低
く
な
り
，
原
子
炉
格

納
容
器
の
背
圧
が
小
さ
く
な
る
。

 

5
 
kP
a 
[g
ag
e]
 

格
納
容
器
雰
囲
気
温
度
 

1
0
 ℃

 

実
機
条
件
に
対
し
て
低
め
の
値
と
し
て
設
定
。

 

初
期
温
度
が
低
い
方
が
，
ポ
ン
プ
停
止
時
の
格
納
容
器
圧
力
が
低
く
な
り
，
原
子
炉
格

納
容
器
の
背
圧
が
小
さ
く
な
る
。

 

5
7
 ℃

 

格
納
容
器
体
積
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）
 

7
9
00

 m
3  

設
計
値
を
設
定
。

 
7
9
00

 m
3  

格
納
容
器
体
積
（
ウ
ェ
ッ
ト
ウ
ェ
ル
）
 

空
間
部
：

47
00
 m

3  

液
相
部
：

28
00
 m

3  

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
プ
ー
ル
水
位
の
運
用
下
限
値
に
基
づ
き
設
定
。
設
計
値
は
，
液
相
部

の
最
小
値
で
あ
る
。

 

液
相
部
が
小
さ
い
方
が
，
ポ
ン
プ
停
止
時
の
サ
プ

レ
ッ
シ
ョ
ン
プ
ー
ル
水
温
度
が
高
く

な
り
，
原
子
炉
格
納
容
器
の
背
圧
が
小
さ
く
な
る
。

 

空
間
部
：

47
00
 m

3  

液
相
部
：

28
00
 m

3  

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
プ
ー
ル
水
位

3
.
61
 m
 

(
E
L 
5.
61
 m
) 

液
相

部
体

積
は

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
プ

ー
ル

水
位

の
運

用
下

限
値

に
基

づ
き

設
定

し
て

い
る
こ
と
か
ら
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
プ
ー
ル
水
位
は
，
背
圧
に
影
響
し
な
い
。

 

3
.
61
 m
 

(
E
L 
5.
61
 m
) 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
プ
ー
ル
水
温
度

3
5
 ℃

 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
プ
ー
ル
水
温
度
の
運
用
上
限
値
を
設
定
。

初
期
の
温
度
が
高
い
方
が
，
ポ
ン
プ
停
止
時
の
サ

プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
プ
ー
ル
水
温
度
が
高

く
な
り
，
原
子
炉
格
納
容
器
の
背
圧
が
小
さ
く
な
る
。

 

3
5
 ℃
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第 3表 原子炉隔離時冷却ポンプの有効 NPSH算定結果 

（単位：ｍ） 

重大事故等時 

Ha：吸込液面に作用する絶対圧力 

Hs：吸込揚程 

H1：ポンプ吸込配管圧損 ＊2

H2：異物付着なしの状態におけるストレーナ圧損＊1 

hs：ポンプ吸込口における飽和水蒸気圧 10.3＊3 

有効 NPSH(Ha＋Hs－H1－H2－hs) 

注記＊1：原子炉隔離時冷却ポンプは LOCA事象において使用しないため。 

＊2：ティー及びペネ部を含む。 

＊3：解析結果を包絡するサプレッションプール水温 100℃の飽和蒸気圧に基づき算定

した値 

第 4 表 高圧原子炉代替注水ポンプの有効 NPSH算定結果 

（単位：ｍ） 

重大事故等時 

Ha：吸込液面に作用する絶対圧力 

Hs：吸込揚程 

H1：ポンプ吸込配管圧損 ＊2

H2：異物付着なしの状態におけるストレーナ圧損＊1 ＊3

hs：ポンプ吸込口における飽和水蒸気圧 10.3＊4 

有効 NPSH(Ha＋Hs－H1－H2－hs) 

注記＊1：高圧原子炉代替注水ポンプは LOCA事象において使用しないため。 

＊2：ティー及びペネ部を含む。 

＊3：高圧原子炉代替注水ポンプの流量は，ストレーナを兼用する残留熱除去ポンプ

の流量に比べて小さく，ストレーナ圧損は低減するが，有効 NPSH 評価上保守的

な評価となるように，残留熱除去ポンプ運転時のストレーナ圧損を使用するも

のとし，設備の変更がないため，残留熱除去系ストレーナの既工事計画添付書

類の算定値と同じとする。 

＊4：解析結果を包絡するサプレッションプール水温 100℃の飽和蒸気圧に基づき算定

した値 



補足 2-7 

第 5表 原子炉隔離時冷却ポンプの有効 NPSH評価結果 

（単位：ｍ） 

必要 NPSH 
有効 NPSH 

重大事故等時 

原子炉隔離時冷却ポンプ 

第 6 表 高圧原子炉代替注水ポンプの有効 NPSH評価結果 

（単位：ｍ） 

必要 NPSH 
有効 NPSH 

重大事故等時 

高圧原子炉代替注水ポンプ 
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第 1図 原子炉格納容器圧力の推移 

［全交流動力電源喪失（長期 TB）］ 

第 2図 サプレッションプール水温度の推移 

［全交流動力電源喪失（長期 TB）］ 
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力

(kPa[gage])
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有効NPSH評価解析

有効性評価解析

MA47BNS2TB--3L8K003

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度

（℃）

RCIC ポンプ停止時の格納容器(S/C)

圧力 約 kPa(約 8 時間) 

RCIC ポンプ停止時のサプレッション・

プール水温度 約 100℃(約 8 時間) 
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第 3図 原子炉隔離時冷却ポンプ有効 NPSHの推移 

［全交流動力電源喪失（長期 TB）］ 

第 4図 原子炉格納容器圧力の推移 

［全交流動力電源喪失（TBD，TBU）］ 
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MA47BNS2TB--3L8K004

格
納
容
器
圧
力

(kPa[gage])

＊1 

(m) 

原子炉隔離時冷却ポンプ停止時の有効 NPSH算定値 m＊2 

原子炉隔離時冷却ポンプ必要 NPSH m 

注記＊1：格納容器圧力及びサプレッションプール水温度の推移に基づき算出 

＊2：保守的にサプレッションプール水温度 100℃の条件で算定した値 

HPAC 停止時の格納容器(S/C)圧力 

約 kPa(約 8.3 時間) 
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第 5図 サプレッションプール水温度の推移 

［全交流動力電源喪失（TBD，TBU）］ 

第 6図 高圧原子炉代替注水ポンプ有効 NPSHの推移 

［全交流動力電源喪失（TBD，TBU）］ 
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有効NPSH評価解析

有効性評価解析

＊1 

(m) 

高圧原子炉代替注水ポンプ停止時の有効 NPSH 算定値 m＊2 

高圧原子炉代替注水ポンプ必要 NPSH m 

注記＊1：格納容器圧力及びサプレッションプール水温度の推移に基づき算出 
＊2：保守的にサプレッションプール水温度 100℃の条件で算定した値 

HPAC 停止時のサプレッション・プー

ル水温度 約 100℃(約 8.3 時間)
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補足3 

原子炉隔離時冷却系ストレーナの圧損評価について 
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1. はじめに

本書は，原子炉隔離時冷却系ストレーナの圧損を評価したものである。

図1-1 圧損評価部位 

ストレーナ

（圧損評価部位） 
ティー部

原子炉格納容器貫通部 
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2. ストレーナ圧損

ストレーナ圧損は，設計上ストレーナ表面積の ％が閉塞した場合の圧力損失として求

める。 

 2.1 仕様 

表 2-1にポンプの定格流量を示す。 

表 2-1 原子炉隔離時冷却ポンプの定格流量 

ポンプ名称 
定格流量 Q 

m3/h 

原子炉隔離時冷却ポンプ 99 

2.2 圧力損失に関する検討 

2.2.1  ストレーナ近傍の平均流速 

(1) ストレーナの寸法

Ｄｉ＝  mm 

Ｒｉ＝  mm 

ｔｓ＝  mm 

Ｄｏ＝Ｄｉ＋2・ｔｓ＝ ＋2×  ＝  mm＝  m 

Ｒｏ＝Ｒｉ＋ｔｓ＝ ＋  ＝  mm＝  m 

ｈ＝  mm 

ｈ2＝Ｒo－  
2

2

2

 
  
 

ｏ
o

Ｄ
Ｒ ＝ －  


  
 

2
2

2
＝  mm 

＝  m 

ｈ1＝ｈ－ｈ2＝ － ＝  mm＝  m 

Ｓ1＝π・Ｄｏ・ｈ1＝π×  × ＝  m2

Ｓ2＝2・π・Ｒｏ・ｈ2＝2×π× × ＝  m2

Ｓ＝Ｓ1＋Ｓ2＝ ＋ ＝  m2  

(ストレーナ表面積の ％が閉塞した場合の圧力損失を確認するため， 

ストレーナ 1個の表面積を用いて圧損を評価する。)

(2) ストレーナ近傍の平均流速

ストレーナの表面積：S＝  m2 

平均流速：ｖ＝
2 2Q / 60 99 / 60
＝

S
＝  m/s 

Ｄｏ 

Ｒｉ 

ｈ2 

Ｄｉ 

ｈ 

Ｒｏ 

ｈ1 

ts 
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2.2.2 圧損評価式 

(1) ストレーナ面積比

下図に示すような正三角形モデルとすると，

ストレーナ面積比：

 
 

 

2 2

2 2

ｄ
4 4ｆ＝ ＝
3 3

ｐ
2 2

＝

ここで，ｐ：ピッチ (mm) 

  ｄ：ストレーナ穴径 (mm) 

(2) ストレーナ通過時のレイノルズ数

① ストレーナ通過時の平均流速：
ｆ

ｖ
＝ｖ0  m/s 

② 動粘性係数：ν＝ m2/s (at  ℃) 

原子炉設置変更許可申請書の添付書類十「3.1.3.1 全交流動力電源喪失（長期Ｔ

Ｂ）」の解析では事象発生初期にサプレッションプール水温が 50℃以上であり，本評

価では保守的に水温を  ℃として評価を行う。 

水温  ℃時の水の密度及び動粘性係数は，下記に示す水の物性値 ＊1を用いる。 

・密度(ρ) ：  g/cm3 ＝  kg/m3

・動粘性係数(ν) ：  cSt ＝  m2/s 
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③ 等価直径 (流路断面が円形の場合 dh＝円形断面の直径)

  dh＝




0

0

4 ｆ
＝


 



2
4 ｄ
4

π ｄ
＝d (m) 

ここで，ｆ0：ストレーナの 1つの穴の面積 (m2)

Π0：ストレーナの 1つの穴の周長 (m) 

④ ストレーナ通過時のレイノルズ数

  Ｒe＝
0 hdｖ

ν
＝

 hd
ｖ

ｆ
ν

＝ ＝

(3) 縮流係数

縮流係数は下式により得られる。

Re 0 Re 12

φ
＝ ＋

ｆ
qu


  

① φ は，Diagram 8-5 ＊2の下表の数値を用いて直線内挿して算出する。

(a) Ｒe＝  , ｆ＝ にて

Diagram 8-5 ＊2 の下表の数値  Ｒe＝ , ｆ＝ にて φ ＝ ,

Ｒe＝ , ｆ＝ にて φ ＝  から

 線形補間により ｆ＝ におけるζφを算出する。 

φ ＝ ＝

(b) Ｒe＝  , ｆ＝  にて

Diagram 8-5 ＊2 の下表の数値  Ｒe＝ , ｆ＝  にて φ ＝ ,

Ｒe＝ , ｆ＝  にて φ ＝  から

 線形補間によりｆ＝ におけるζφを算出する。 

    φ ＝ ＝

(c) Ｒe＝  , ｆ＝  にて

(a),(b)から，線形補間により，Ｒe＝ ,ｆ＝ におけるζφを算

出する。 

φ ＝ ＝
)
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② 
0 Re

は，Diagram 8-5＊3の上表の数値を用いて直線内挿して算出する。

Diagram 8-5 ＊3 の上表の数値  Ｒe＝ にて 0 Re＝

Ｒe＝ にて 0 Re＝  から

 線形補間によりＲe＝ における 
0 Reを算出する。

0 Re
＝ ＝

③ 1qu
 は，Diagram 4-15＊4(Ｒe ＞ 103)に基づいて算出する。

0.75 1.375 2

1 2
h

1
＝ 0.5 (1 ｆ) (1 ｆ) (1 ｆ)

ｄ ｆ
qu

  
 

          
 

  ＝

＝

(a) 
 (2.4－ ）10


    

(b) 
h

＞ 0.015
d

   （ℓ＝多孔プレートの厚さ） 

(c) ( ) ＝0.25＋0.535× 8 8{( ) / (0.05 ( ) )} 

＝0.25＋0.535×{ 8/(0.05＋ 8)} 

＝

(d) 管摩擦係数： 64

Ｒe
  (引用文献[3] 図 151) 

64 64

Ｒe
   

④ 縮流係数の計算

Re 0 Re 12

φ
＝ ＋ ＝

ｆ
qu


  

(4) ストレーナ部圧力損失

縮流係数を用いてストレーナ部圧力損失を計算する。
2

Re

ｖ
Ｈ＝ ＝ ＝ → m

2 g
 



注記＊1：引用文献[1]“Cameron Hydraulic Data, 16th Edition, 1984”page4-4 

＊2：引用文献[2]“HANDBOOK of HYDRAULIC RESISTANCE 3rd Edition” 

＊3：引用文献[2]“HANDBOOK of HYDRAULIC RESISTANCE 3rd Edition” 

＊4：引用文献[2]“HANDBOOK of HYDRAULIC RESISTANCE 3rd Edition” 
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2.3 結  論 

以上の計算結果から，ストレーナ片側が閉塞した場合のストレーナの圧力損失は， m

となる。 

ストレーナ名称
定格圧力損失 

(m) 

原子炉隔離時冷却系ストレーナ 

[引用文献] 

[1]“Cameron Hydraulic Data, 16th Edition, 1984”page4-4 

[2] HANDBOOK of HYDRAULIC RESISTANCE 3rd Edition

[3] 機械工学便覧 基礎編 Ａ５ 流体工学 (日本機械学会 編)
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補足 4 

非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備及び圧力低減設備その他の安全設備で兼用するポンプの有効 NPSH評価条件について 

今回工事計画において，非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備及び圧力低減設備その他の安全設備で兼用するポンプについて，それぞれの機能に期待する際の有効 NPSH評価条件を比較し，評価対象を整理した結果を下表

に示す。また，各ポンプの系統機能の概要を第 1～3図に示す。 

第 1表 非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備及び圧力低減設備その他の安全設備で兼用するポンプの有効 NPSH評価条件の比較 

ポンプ名称 系統機能 水源 
有効 NPSH評価条件 

評価対象の整理 
流量 水源の圧力 水源の水位 水源の温度 異物有無 

残 留 熱 除 去

ポンプ 

低圧注水 

サプレッションプール 1218m3/h 

℃の 

飽和蒸気圧 

S/P 

最低水位 

℃ 

無し 
ストレーナへの異物付着による圧損上昇を考慮する DBA 時の

評価条件に包絡されることから，個別評価対象外としている。 

格納容器冷却 
℃の 

飽和蒸気圧 
℃ 

サプレッションプール水冷却
℃の 

飽和蒸気圧 
℃ 

低圧注水，格納容器冷却 

（DBA 評価） 
大気圧 100℃ 有り 

低 圧 原 子 炉

代 替 注 水 ポ

ンプ

低圧原子炉代替注水 

低圧原子炉代替注水槽 

m3/h 

大気圧 
ポンプ 

トリップ水位
66℃ 無し 

吸込配管の圧損等に寄与する流量が最も大きくなる低圧原子

炉代替注水時を代表とし，Ⅵ-1-4-3 にて評価している。 
格納容器代替スプレイ 

m3/h 

ペデスタル代替注水 

大量送水車 

低圧原子炉代替注水 
輪谷貯水槽（西１）（西２） 

海（取水槽） 
70m3/h 

大気圧 

水中ポンプ 

：空気を吸い込ま

ない水位を確保 

大量送水車 

：水中ポンプの押

込水頭を吸込側

にかけ，必要

NPSHを上回る

よう考慮 

40℃ 無し＊2 

る。 

輪谷貯水槽を水源とする場合，低圧原子炉代替注水及び格納

納容器代替スプレイである。また，海を水源とする場合，低圧

原子炉代替注水時以外の機能に期待する時が最大流量となり，

格納容器代替スプレイを代表とする。 

以上より，圧力低減設備その他の安全設備として機能を期待

するときが代表となるため，Ⅵ-1-8-4にて評価している。 

なお，大量送水車の付属品である水中ポンプは，空気を吸い

込まない水位を確保しキャビテーションを防止する設計である

こと，大量送水車は付属品である水中ポンプにより，大量送水

車の必要 NPSHを上回る押込水頭が大量送水車の吸込側にかかる

よう設計していることから，評価対象外としている。 

格納容器代替スプレイ 
輪谷貯水槽（西１）（西２） 

海（取水槽） 
120m3/h 

ペデスタル代替注水 
輪谷貯水槽（西１）（西２） 

海（取水槽） 
120m3/h 

低圧原子炉代替注水及び格納容器

代替スプレイの同時注水 
輪谷貯水槽（西１）（西２） 150m3/h＊1 

低圧原子炉代替注水槽への供給 
輪谷貯水槽（西１）（西２） 

海（取水槽） 
120m3/h 

輪谷貯水槽（西１）（西２）への

供給 
海（取水槽） 120m3/h 

注記＊1：原子炉圧力容器への注水流量は 30m3/h，原子炉格納容器内へのスプレイ流量は 120m3/hである。 

＊2：海を水源として利用し，大量送水車の付属品である水中ポンプの吸込口のフィルタが閉塞した場合には，ポンプの起動停止によるフィルタ閉塞の回復及びポンプの吊り上げによるフィルタ清掃が可能である。フィルタ

水源が同じ場合，吸込配管（ホース）のルートも同じである

ため，圧損等に寄与する流量が最も大きくなるときが代表とな

容器代替スプレイの同時注水時が最大流量となる。このとき，

格納容器代替スプレイ流量が低圧原子炉代替注水流量より大き

いことから，同時注水時の吸込配管の圧損に寄与する機能は格

清掃は吊り上げ作業等含め約 25分要するが，注水や補給作業を中断することがないよう，閉塞したフィルタの清掃時間を短縮するために，吊り上げ後に大量送水車に配備している予備の水中ポンプに取替える，吊り上

げ時間を短縮するために，事前にラインナップした他の大量送水車へ切替える等により，フィルタ閉塞時の影響を軽減することが可能である。なお，フィルタ閉塞は大量送水車付の流量計等により判断する。
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1. 原子炉冷却系統施設の安全弁等の必要な吹出量の設定根拠

名称 
必要な 

吹出量 
設定根拠 備考 

RV222-1A  kg/h 必要な吹出量は，原子炉圧力容器バウ

ンダリ隔離弁から残留熱除去系への弁

座漏えいが生じた場合に，その漏えい量

を全量逃がし得る容量として，メーカー

設計値である保守的に評価した

mL/h， mL/h， mL/hの合計値

mL/hを必要吹出量として設定し，質量流

量で＊  kg/hとする。 

設計弁座漏えい量 

MV222-5A,11A 

(  mL/h) 

MV222-13 

(  mL/h) 

注記＊：液体の比

重量は 1.000 g/cm3

とする。 

RV222-1B  kg/h 必要な吹出量は，原子炉圧力容器バウ

ンダリ隔離弁から残留熱除去系への弁

座漏えいが生じた場合に，その漏えい量

を全量逃がし得る容量として，メーカー

設計値である保守的に評価した

mL/h，  mL/hの合計値  mL/hを必

要吹出量として設定し，質量流量で＊ 

 kg/hとする。 

設計弁座漏えい量 

MV222-5B,11B 

(  mL/h) 

注記＊：液体の比

重量は 1.000 g/cm3

とする。 

RV222-1C  kg/h 必要な吹出量は，原子炉圧力容器バウ

ンダリ隔離弁から残留熱除去系への弁

座漏えいが生じた場合に，その漏えい量

を全量逃がし得る容量として，メーカー

設計値である保守的に評価した  mL/h

を必要吹出量として設定し，質量流量で

＊  kg/hとする。 

設計弁座漏えい量 

MV222-5C 

 (  mL/h) 

注記＊：液体の比

重量は 1.000 g/cm3

とする。 
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名称 
必要な 

吹出量 
設定根拠 備考 

RV222-2  kg/h 必要な吹出量は，通常運転時，閉塞状

態の弁間において，内包する流体の温度

上昇による熱膨張を全量逃がし得る容

量とする。想定熱膨張量は，系統内の保

有水量を，余裕を見た値の * m3とし，

保守的に水温が1時間で10℃から40℃に

変化した場合の熱膨張を計算した結果

から  kg/hと設定。 

これに対し余裕を見込んで，質量流量

で  kg/hとする。 

注記＊：系統内の

保有水量は逃がし

弁が接続されてい

る配管のうち閉塞

状態の弁間にて区

切られた容積に対

して余裕を持った

値で設定する。 

RV224-1  kg/h 必要な吹出量は，通常運転時，閉塞状

態の弁間において，内包する流体の温度

上昇による熱膨張を全量逃がし得る容

量とする。想定熱膨張量は，系統内の保

有水量を，余裕を見た値の * m3とし，

保守的に水温が1時間で10℃から40℃に

変化した場合の熱膨張を計算した結果

から  kg/hと設定。 

これに対し余裕を見込んで，質量流量

で  kg/hとする。 

注記＊：系統内の

保有水量は逃がし

弁が接続されてい

る配管のうち閉塞

状態の弁間にて区

切られた容積に対

して余裕を持った

値で設定する。 

RV223-1  kg/h 必要な吹出量は，通常運転時，閉塞状

態の弁間において，内包する流体の温度

上昇による熱膨張を全量逃がし得る容

量とする。想定熱膨張量は，系統内の保

有水量を，余裕を見た値の * m3とし，

保守的に水温が1時間で10℃から40℃に

変化した場合の熱膨張を計算した結果

から  kg/hと設定。 

これに対し余裕を見込んで，質量流量

で  kg/hとする。 

注記＊：系統内の

保有水量は逃がし

弁が接続されてい

る配管のうち閉塞

状態の弁間にて区

切られた容積に対

して余裕を持った

値で設定する。 
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名称 
必要な 

吹出量 
設定根拠 備考 

RV221-1  kg/h 必要な吹出量は，通常運転時，閉塞状

態の弁間において，内包する流体の温度

上昇による熱膨張を全量逃がし得る容

量とする。想定熱膨張量は，系統内の保

有水量を，余裕を見た値の * m3とし，

保守的に水温が1時間で10℃から40℃に

変化した場合の熱膨張を計算した結果

から  kg/hと設定。 

これに対し余裕を見込んで，質量流量

で  kg/hとする。 

注記＊：系統内の

保有水量は逃がし

弁が接続されてい

る配管のうち閉塞

状態の弁間にて区

切られた容積に対

して余裕を持った

値で設定する。 
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2. 計測制御系統施設の安全弁等の必要な吹出量の設定根拠

名称 
必要な 

吹出量 
設定根拠 備考 

RV225-1A,B  kg/h 必要な吹出量は，逃がし弁下流のほう

酸水注入系で隔離が生じ，ほう酸水注入

ポンプ1台の定格流量が流入した場合

に，その流入流量を全量逃がし得る容量

として，ほう酸水注入ポンプ1台の定格

流量である  m3/hを必要な吹出量と

して設定し，質量流量で＊  kg/hと

する。 

注記＊：ほう酸注

入ポンプテスト運

転時，内部流体は

純水を使用するた

め，流体の比重量

は保守的に

g/cm3とする。 

RV227-1A,B  kg/h 必要な吹出量は，重大事故等対処設備

として逃がし安全弁へ窒素供給時，逃が

し安全弁窒素ガス供給系及び逃がし安

全弁用窒素ガスボンベの減圧弁が故障

により全開となった場合，供給ガス流量

を全量逃がし得る容量として，体積流量

  m3/h[normal]を吹出量とし，必要

な吹出量は，気体定数 22.4 m3/kmol，窒

素ガス 1kmol あたりの質量が 28.01 

kg/kmol であることから，質量流量で

 kg/hとする。 
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別紙 1 

弁座漏えいを想定する原子炉冷却材圧力バウンダリの隔離弁及び 

作動を期待する安全弁について 

原子炉冷却材圧力バウンダリの隔離弁については弁座漏えいを想定している。隔離弁の弁

座から漏えいした場合に作動を期待する安全弁として，「RV222-1A」，「RV222-1B」，「RV222-

1C」及び「RV222-2」がある。これらの安全弁及び弁座漏えいを想定している原子炉冷却材圧

力バウンダリの隔離弁の位置について，図１及び図２に示す。 

図１ 残留熱除去系 工認系統図（Ａ系） 
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図２ 残留熱除去系 工認系統図（Ｂ系） 
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別紙 2 

安全弁及び逃がし弁対象設備の整理結果について 

安全弁及び逃がし弁について「実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則」のうち別

表第二の記載要求に基づき，主配管・容器を防護するための安全弁及び逃がし弁又は有効性

評価において動作を期待する安全弁及び逃がし弁のうち運転時に機能を期待するものについ

て吹出量計算書を作成している。 

ただし，設計基準対象施設に関しては，技術基準規則の要求事項に変更がないため，今回

の申請において吹出量計算書は作成しない。 

また，重大事故等対処設備のうち，原子炉冷却系統施設の逃がし安全弁（RV202-1A～H，J

～M）及び非常用電源設備の空気だめの安全弁については，建設時工認で吹出量計算書を提出

しており，設計基準事故時と使用する系統設備及び使用方法に変更がないこと並びに設計基

準対象施設に関しては技術基準規則の要求事項に変更がないため，今回の申請において吹出

量計算書は作成しない。 

安全弁及び逃がし弁対象設備の整理結果を表１に示す。 

吹出量計算書対象設備の系統図を図１に示す。 



表１　島根２号機　安全弁及び逃がし弁申請対象設備整理表(1/5)

弁番号 弁名称

ＲＶ２０２－１Ａ Ａ－原子炉逃がし安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２０２－１Ｂ Ｂ－原子炉逃がし安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２０２－１Ｃ Ｃ－原子炉逃がし安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２０２－１Ｄ Ｄ－原子炉逃がし安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２０２－１Ｅ Ｅ－原子炉逃がし安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２０２－１Ｆ Ｆ－原子炉逃がし安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２０２－１Ｇ Ｇ－原子炉逃がし安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２０２－１Ｈ Ｈ－原子炉逃がし安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２０２－１Ｊ Ｊ－原子炉逃がし安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２０２－１Ｋ Ｋ－原子炉逃がし安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２０２－１Ｌ Ｌ－原子炉逃がし安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２０２－１Ｍ Ｍ－原子炉逃がし安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２０３－１Ａ Ａ－復水ポンプ入口逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２０３－１Ｂ Ｂ－復水ポンプ入口逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２０３－１Ｃ Ｃ－復水ポンプ入口逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２０３－２Ａ Ａ－復水昇圧ポンプ入口逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２０３－２Ｂ Ｂ－復水昇圧ポンプ入口逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２０３－２Ｃ Ｃ－復水昇圧ポンプ入口逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２０３－３Ａ Ａ－第1給水加熱器水室逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２０３－３Ｂ Ｂ－第1給水加熱器水室逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２０３－３Ｃ Ｃ－第1給水加熱器水室逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２０３－４Ａ Ａ－第３給水加熱器水室逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２０３－４Ｂ Ｂ－第３給水加熱器水室逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２０４－１Ａ Ａ－第５給水加熱器水室逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２０４－１Ｂ Ｂ－第５給水加熱器水室逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

要目表

主
蒸
気
系

復
水
系

給
水
系

別表2

○：対象
×：対象外

工認上の主配
管・容器（ＤＢ／
ＳＡ）を防護する
ための安全弁
／逃がし弁か？

有効性評価に
おいて動作を期
待する安全弁
／逃がし弁か？

運転時に機能
を期待せず保
守／点検等時
にのみ機能を
期待する安全
弁／逃がし弁

か？

補正工認（ＳＡ）

今回の新規制
基準で申請する
安全弁／逃がし

弁か？

吹出量計算書 補正工認（ＤＢ）

施
設
区
分

設
備
区
分

系
統
名

島根２号機
工認

申請実績

○：実績有り
×：実績無し

原
子
炉
冷
却
系
統
設
備

原
子
炉
冷
却
材
の
循
環
設
備
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表１　島根２号機　安全弁及び逃がし弁申請対象設備整理表(2/5)

弁番号 弁名称

要目表

別表2

○：対象
×：対象外

工認上の主配
管・容器（ＤＢ／
ＳＡ）を防護する
ための安全弁
／逃がし弁か？

有効性評価に
おいて動作を期
待する安全弁
／逃がし弁か？

運転時に機能
を期待せず保
守／点検等時
にのみ機能を
期待する安全
弁／逃がし弁

か？

補正工認（ＳＡ）

今回の新規制
基準で申請する
安全弁／逃がし

弁か？

吹出量計算書 補正工認（ＤＢ）

施
設
区
分

設
備
区
分

系
統
名

島根２号機
工認

申請実績

○：実績有り
×：実績無し

ＲＶ２４１－１０Ａ Ａ－第１抽気第６給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × － －

ＲＶ２４１－１０Ｂ Ｂ－第１抽気第６給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × － －

ＲＶ２４１－１１Ａ Ａ－第２抽気第５給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × － －

ＲＶ２４１－１１Ｂ Ｂ－第２抽気第５給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × － －

ＲＶ２４１－１２Ａ Ａ－第３抽気第４給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × － －

ＲＶ２４１－１２Ｂ Ｂ－第３抽気第４給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × － －

ＲＶ２４１－１３Ａ Ａ－第４抽気第３給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × － －

ＲＶ２４１－１３Ｂ Ａ－第４抽気第３給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × － －

ＲＶ２２２－１Ａ Ａ－ＲＨＲ注水配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２２２－１Ｂ Ｂ－ＲＨＲ注水配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２２２－１Ｃ Ｃ－ＲＨＲ注水配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２２２－２ ＲＨＲ　炉水入口配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ ○ ○ ○

高
圧
炉
心

ス
プ
レ
イ
系

ＲＶ２２４－１ ＨＰＣＳポンプ入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ ○ ○ ○

低
圧
炉
心

ス
プ
レ
イ
系

ＲＶ２２３－１ ＬＰＣＳ逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ ○ ○ ○

原
子
炉
隔
離
時
冷

却
系

ＲＶ２２１－１ ＲＣＩＣ　ポンプ入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ ○ ○ ○

低
圧
原
子
炉
代
替

注
水
系

ＲＶ２２２－１Ａ Ａ－ＲＨＲ注水配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × × ○

抽
気
系

残
留
熱
除
去
系

非
常
用
炉
心
冷
却
設
備
そ
の
他
注
水
設
備

原
子
炉
冷
却
系
統
設
備

原
子
炉
冷
却
材
の
循
環
設
備

残
留
熱
除
去
設
備
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表１　島根２号機　安全弁及び逃がし弁申請対象設備整理表(3/5)

弁番号 弁名称

要目表

別表2

○：対象
×：対象外

工認上の主配
管・容器（ＤＢ／
ＳＡ）を防護する
ための安全弁
／逃がし弁か？

有効性評価に
おいて動作を期
待する安全弁
／逃がし弁か？

運転時に機能
を期待せず保
守／点検等時
にのみ機能を
期待する安全
弁／逃がし弁

か？

補正工認（ＳＡ）

今回の新規制
基準で申請する
安全弁／逃がし

弁か？

吹出量計算書 補正工認（ＤＢ）

施
設
区
分

設
備
区
分

系
統
名

島根２号機
工認

申請実績

○：実績有り
×：実績無し

ＲＶ２２２－１Ａ Ａ－ＲＨＲ注水配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ ○ × ○

ＲＶ２２２－１Ｂ Ｂ－ＲＨＲ注水配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ ○ × ○

ＲＶ２２２－１Ｃ Ｃ－ＲＨＲ注水配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ ○ × ○

ＲＶ２２５－１Ａ Ａ－ＳＬＣポンプ出口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × × ○

ＲＶ２２５－１Ｂ Ｂ－ＳＬＣポンプ出口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × × ○

ＲＶ２１４－１Ａ ＲＣＷ　Ａ－ＲＨＲ熱交胴逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２１４－１Ｂ ＲＣＷ　Ｂ－ＲＨＲ熱交胴逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２１４－５Ａ ＲＣＷ　Ａ－ＦＰＣ熱交胴逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２１４－５Ｂ ＲＣＷ　Ｂ－ＦＰＣ熱交胴逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２１４－１０ ＲＣＷ　ＣＵＷ補助熱交換胴逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２１３－１ ＣＵＷ　圧力調節弁出口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２１３－３ ＣＵＷ　再生熱交胴逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２１３－４ ＣＵＷ　サージタンク安全弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２４１－１０Ａ A-第1抽気第6給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２４１－１０Ｂ B-第1抽気第6給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２４１－１１A A-第2抽気第5給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２４１－１１Ｂ B-第2抽気第5給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２４１－１２Ａ A-第3抽気第4給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２４１－１２Ｂ B-第3抽気第4給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２４１－１３A A-第4抽気第3給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２４１－１３Ｂ B-第4抽気第3給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

－

原
子
炉
浄
化
系

原
子
炉
補
機
冷
却
系

残
留
熱
除
去
系

ほ
う
酸
水
注
入
系

蒸
気
タ
ー

ビ
ン
に
係
る
も
の

蒸
気
タ
ー

ビ
ン
の
附
属
設
備

原
子
炉
冷
却
系
統
設
備

非
常
用
炉
心
冷
却
設
備
そ
の
他
注
水
設
備

原
子
炉
冷
却
材
浄
化
設

備

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備
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表１　島根２号機　安全弁及び逃がし弁申請対象設備整理表(4/5)

弁番号 弁名称

要目表

別表2

○：対象
×：対象外

工認上の主配
管・容器（ＤＢ／
ＳＡ）を防護する
ための安全弁
／逃がし弁か？

有効性評価に
おいて動作を期
待する安全弁
／逃がし弁か？

運転時に機能
を期待せず保
守／点検等時
にのみ機能を
期待する安全
弁／逃がし弁

か？

補正工認（ＳＡ）

今回の新規制
基準で申請する
安全弁／逃がし

弁か？

吹出量計算書 補正工認（ＤＢ）

施
設
区
分

設
備
区
分

系
統
名

島根２号機
工認

申請実績

○：実績有り
×：実績無し

ＲＶ２２５－１Ａ Ａ－ＳＬＣポンプ出口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ ○ ○ ○

ＲＶ２２５－１Ｂ Ｂ－ＳＬＣポンプ出口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ ○ ○ ○

ＲＶ２２７－１Ａ Ａ－ＡＤＳ窒素ガス供給装置出口安全弁 × ○ ○ － × ○ ○ ○ × ○

ＲＶ２２７－１Ｂ Ｂ－ＡＤＳ窒素ガス供給装置出口安全弁 × ○ ○ － × ○ ○ ○ × ○

ＲＶ２７７－１Ａ Ａ－気水分離器安全弁 × ○ ○ － ○ × － － － －

ＲＶ２７７－１Ｂ Ｂ－気水分離器安全弁 × ○ ○ － ○ × － － － －

ＲＶ２７７－２ 計装用空気槽安全弁 ○ ○ ○ － ○ × － － － －

ＲＶ２７７－３Ａ Ａ－再生送風機出口安全弁 × ○ ○ － ○ × － － － －

ＲＶ２７７－３Ｂ Ｂ－再生送風機出口安全弁 × ○ ○ － ○ × － － － －

格
納
容
器
代
替
ス
プ

レ
イ
系

ＲＶ２２２－１Ａ Ａ－ＲＨＲ注水配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × × ○

ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注

水
系

ＲＶ２２２－１Ａ Ａ－ＲＨＲ注水配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × × ○

ＲＶ２２２－１Ａ Ａ－ＲＨＲ注水配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × × ○

ＲＶ２２２－１Ｂ Ｂ－ＲＨＲ注水配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × × ○

ほ
う
酸
水
注
入
系

逃
し
安
全
弁

窒
素
ガ
ス
供
給
系

計
装
用
圧
縮
空
気
系

計
測
制
御
系
統
設
備

ほ
う
酸
水
注
入
設
備

残
留
熱
代
替
除
去
系

制
御
用
空
気
設
備

原
子
炉
格
納
容
器
安
全
設
備

圧
力
低
減
設
備
そ
の
他
の
安
全
設
備
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表１　島根２号機　安全弁及び逃がし弁申請対象設備整理表(5/5)

弁番号 弁名称

要目表

別表2

○：対象
×：対象外

工認上の主配
管・容器（ＤＢ／
ＳＡ）を防護する
ための安全弁
／逃がし弁か？

有効性評価に
おいて動作を期
待する安全弁
／逃がし弁か？

運転時に機能
を期待せず保
守／点検等時
にのみ機能を
期待する安全
弁／逃がし弁

か？

補正工認（ＳＡ）

今回の新規制
基準で申請する
安全弁／逃がし

弁か？

吹出量計算書 補正工認（ＤＢ）

施
設
区
分

設
備
区
分

系
統
名

島根２号機
工認

申請実績

○：実績有り
×：実績無し

低
圧
原
子
炉
代
替
注

水
系

ＲＶ２２２－１Ａ Ａ－ＲＨＲ注水配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × × ○

ＲＶ２２５－１Ａ Ａ－ＳＬＣポンプ出口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × × ○

ＲＶ２２５－１Ｂ Ｂ－ＳＬＣポンプ出口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × × ○

ＲＶ２２９－１Ａ Ａ－ＦＣＳ　出口安全弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２２９－１Ｂ Ｂ－ＦＣＳ　出口安全弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２８０－３００Ａ ＤＥＧ　Ａ－空気だめ（自動）安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２８０－３００Ｂ ＤＥＧ　Ｂ－空気だめ（自動）安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２８０－３０１Ａ ＤＥＧ　Ａ－空気だめ（手動）安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２８０－３０１Ｂ ＤＥＧ　Ｂ－空気だめ（手動）安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２８０－３００Ｈ ＤＥＧ　Ｈ－空気だめ（自動）安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２８０－３０１Ｈ ＤＥＧ　Ｈ－空気だめ（手動）安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２７５－４０１Ａ ３号所内ボイラー用安全弁 ○ ○ － － × － － － × ×

ＲＶ２７５－４０１Ｂ ３号所内ボイラー用安全弁 ○ ○ － － × － － － × ×

ＲＶ２５２－１０１Ａ Ａ－床ドレン濃縮器蒸気管安全弁 ○ ○ － － － － － － × ×

ＲＶ２５２－１０１Ｂ Ｂ－床ドレン濃縮器蒸気管安全弁 ○ ○ － － × － － － × ×

ＲＶ２５２－１０２ 化学廃液濃縮器蒸気管安全弁 ○ ○ － － × － － － × ×

液
体
廃
棄
物
処
理

系

（
床
ド
レ
ン
化

学
廃
液
系

）

非
常
用
電
源
設
備

可
燃
性
ガ
ス
濃
度

制
御
系

所
内
蒸
気

系

（
３
号
所

内
ボ
イ

ラ
ー

）

内
燃
機
関

非
常
用
デ
ィ
ー

ゼ
ル
発
電
設

備

高
圧
炉
心
ス

プ
レ
イ
系

デ
ィ
ー

ゼ
ル

発
電
設
備

放
射
性
物
質
濃
度
制
御
設
備
及

び
可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制
御
設
備

並
び
に
格
納
容
器
再
循
環
設
備

ほ
う
酸
水
注
入
系

補
助
ボ
イ

ラ
ー

補
助
ボ
イ
ラ
ー

ボ
イ
ラ
ー

に
附
属

す
る
管

原
子
炉
格
納
容
器
安
全
設
備

圧
力
低
減
設
備
そ
の
他
の
安
全
設
備
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A-RHR注水配管逃がし弁
（RV222-1A）

RHR炉水入口配管逃がし弁
（RV222-2）

：対象弁

13



C-RHR注水配管逃がし弁
（RV222-1C）

B-RHR注水配管逃がし弁
（RV222-1B）

：対象弁

14



HPCSポンプ入口逃がし弁
（RV224-1）

：対象弁

15



LPCS逃がし弁
（RV223-1）

：対象弁

16



RCICポンプ入口逃がし弁
（RV221-1）

：対象弁

17



：対象弁

A-SLCポンプ出口逃がし弁
（RV225-1A）

B-SLCポンプ出口逃がし弁
（RV225-1B）

18



：対象弁

A-ADS窒素ガス供給装置出口安全弁
（RV227-1A）

B-ADS窒素ガス供給装置出口安全弁
（RV227-1B）

19



資料 No.7 

高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系の 

第一水源変更に係る補足説明資料 
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1 

1. 概要

高圧炉心スプレイ系（以下「HPCS」という。）及び原子炉隔離時冷却系（以下「RCIC」という。）

は，これまで復水貯蔵タンク（以下「CST」という。）を第一水源として運用してきた。重大事故等

時にはサプレッションチェンバ（以下「S/C」という。）を水源として期待するため，CST水位や漏

えい水等を検知し，CSTから S/C切り替えるインターロックを検討したが，確実な水源切替手段の

構築が困難であったため，重大事故等への対応の成立性を確保する観点より，第一水源を CSTから

S/Cへ変更することとした。 

本資料は，第一水源の変更に伴って見直す CST 等の安全機能の重要度や設備の位置付け等につ

いて説明するものである。 

2. 安全機能の重要度

HPCS 及び RCIC の水源である CST は，当該系の機能遂行のうえで不可欠な水源ではないものの，

通常運転時に第一水源として運用していることを踏まえ，直接関連系と位置付けていたが，S/Cへ

の第一水源変更に伴い，CSTは当該系に課せられた設計条件を担保するうえで必要な設備と位置付

けられなくなることから，CSTの安全重要度は，間接関連系の MS-3と整理する。表 2-1に，CSTが

有する安全機能及び第一水源変更前後での重要度の比較を示す。 

整理にあたっては「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」及び

「安全機能を有する電気・機械装置の重要度分類指針」（ＪＥＡＧ４６１２）を参考とした。間接

関連系の定義について「安全機能を有する電気・機械装置の重要度分類指針」（ＪＥＡＧ４６１２）

で以下のとおり示されている。 

「当該系の状態監視機能を有する関連系，及び当該系に課せられた設計条件を担保する上で必

要であるが，その関連系の機能喪失の発生から当該系の機能喪失発生までには相当の時間余裕を

有し，その間に補修又は代替手段が可能な関連系については，当該系の一つ下位のクラス（クラス

２又は３）の重要度を有するものとする。その他の間接関連系はクラス３の重要度を有するものと

する。」 

CST はこの定義における「その他の間接関連系」に該当することから安全機能の重要度を MS-3

と整理した。なお，水源切替弁に相当する復水貯蔵水入口弁（MV224-1，MV221-1），CSTからの吸込

配管も同様に変更となる。この内容については設置変更許可審査時に説明している。 

表 2-1 CSTの安全機能の重要度の変更前後の比較 

安全機能 当該系 
重要度 

変更前 変更後 

①原子炉停止後の除熱機能
HPCS MS-1（直接関連系） MS-3（間接関連系） 

RCIC MS-1（直接関連系） MS-3（間接関連系） 

②炉心冷却機能 HPCS MS-1（直接関連系） MS-3（間接関連系） 

③放射性物質の貯蔵機能 CWT PS-3（当該系） 変更なし 

④プラント運転補助機能 CWT PS-3（直接関連系） 変更なし 

⑤原子炉冷却材の補給機能
CRD MS-3（当該系） 変更なし 

RCIC MS-3（当該系） MS-3（間接関連系） 

注：CWT：復水輸送系，CRD：制御棒駆動水圧系 
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3. 設備の位置付け

CSTや CSTからの吸込配管等について，MS-3（間接関連系）への変更に伴い，設計条件を担保す

るうえで必要な設備ではないため，「発電用原子炉を安全に停止するために必要な設備」，「発電用

原子炉施設の安全を確保するために必要な設備」に該当しないことから，機器クラスをクラス２機

器からクラス３機器へ見直す。表 3-1に，第一水源変更前後での機器クラスの比較を示す。 

なお，耐震重要度分類の変更はない。 

表 3-1 CST等の機器クラスの変更前後の比較 

設備区分 系統 機器 
機器クラス 

変更前 変更後 

非常用炉心冷却設備その他

原子炉注水設備 

HPCS CST側吸込配管 

（弁 V271-235～弁 MV224-1） 

クラス２管 クラス３管

原子炉冷却材補給設備 RCIC CST側吸込配管 

（弁 V271-236～弁 MV221-1） 

クラス２管 クラス３管

CWT 復水貯蔵タンク クラス２容器 クラス３容器

4. 系統構成

(1) ポンプ吸込弁の開閉状態

HPCSポンプ及び RCICポンプの吸込弁の通常時の開閉状態については，これまで第一水源である

CST側の吸込弁を「開」，S/C側の吸込弁を「閉」としてきたが，第一水源の変更を踏まえ，S/C側

の吸込弁を「開」，CST側の吸込弁を「閉」に変更する。第一水源変更前後での吸込弁の通常時の開

閉状態比較を表 4-1に示す。 

表 4-1 吸込弁の通常時の開閉状態の比較 

系統 弁番号（名称） 変更前 変更後 

HPCS MV224-1（復水貯蔵水入口弁） 開 閉 

MV224-2（トーラス水入口弁）＊ 閉 開 

RCIC MV221-1（復水貯蔵水入口弁） 開 閉 

MV224-3（トーラス水入口弁） 閉 開 

注記＊：主要弁を示す。 
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(2) テストライン

HPCSポンプ及び RCICポンプのサーベイランスについて，これまでは CSTを水源とし実施してき

たが，第一水源の変更及び実条件性能確認の観点から，今後は S/Cを水源として実施する。 

S/C水源でのテストライン構築のため，HPCS，RCICともに，S/Cへの戻りライン（フルフローラ

イン）を新たに設ける。第一水源変更によるテストラインの構成比較を表 4-2に示す。

表 4-2 テストラインの構成比較 

系統 
変更前 変更後 

水源 戻り先 水源 戻り先 

HPCS CST CST S/C S/C 

B-RHRテストラインへ接続

RCIC CST CST S/C 

(3) 水張り・封水ライン

これまで CSTが第一水源であったため，RCICについては，CSTの水頭による水張り・封水として

いた。第一水源の変更により，S/C の水頭では注水弁（MV221-2）以降の満水維持が難しいため，

CWTからの水張り・封水ラインを新たに設ける。 

また，高圧原子炉代替注水系（以下「HPAC」という。）については，RCICの CST吸込ラインを介

して，水張り・封水とする計画としていたが，RCICの第一水源変更を踏まえ，CWTからの水張りラ

インを新たに設ける。第一水源変更による水張り・封水方法の比較を表 4-3に示す。

なお，HPCSは従来から CWTによる水張り・封水としており，変更はない。

表 4-3 水張り・封水方法の比較 

系統 変更前 変更後 

HPCS CWTにより実施 （変更なし） 

RCIC CSTの水頭により実施 CWTにより実施 

HPAC CSTの水頭により実施＊ CWTにより実施 

注記＊：HPACについては，第一水源変更前の計画を記載 

S/C 

C-RHR系を経由し B-RHRテストライン

へ接続 
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1. 概要

主蒸気隔離弁漏えい制御系は，事故時主蒸気隔離弁からの漏えい蒸気を抑制するために設けて

いるが，島根２号機ではシート性能が向上した主蒸気隔離弁を採用しており，主蒸気隔離弁の後備

設備として設置しておく必要性がなくなったことから，地震時の内部流体漏えい対策として，当該

系統の撤去を行う。 

2. 系統概要

主蒸気隔離弁漏えい制御系は，主蒸気隔離弁の下流側の主蒸気管に設けている主蒸気第３弁，

漏えい蒸気を各主蒸気隔離弁及び主蒸気第３弁間からサプレッションプール水中に導く配管系及

び原子炉棟に導く配管系で構成している。系統概要図を図 2-1に示す。 

主蒸気第３弁の下流側における主蒸気管破断事故時に，主蒸気管流量大や主蒸気管周囲温度高

等の信号による主蒸気隔離弁閉等の信号を確認した後，本系統を手動にて作動させ，主蒸気隔離

弁からの漏えい蒸気をサプレッションプール水中に排出し，プール水中で凝縮させることによっ

て，破断口への蒸気の漏えいを制御できる設計としている。また，冷却材喪失事故時には，主蒸

気隔離弁からの漏えい蒸気を原子炉棟内に導き，非常用ガス処理系にて処理できる設計としてい

る。 

なお，主蒸気隔離弁漏えい制御系は，設計基準事故時に，閉止した主蒸気隔離弁を通ってター

ビン建物へ流入する蒸気漏えい量の低減を目的に設置しているが，安全解析ではその効果を考慮

していないため，撤去による安全解析への影響はない。 

図 2-1 主蒸気隔離弁漏えい制御系 系統概要図 
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3. 撤去範囲

主蒸気隔離弁漏えい制御系の機能のみを有する範囲については，他の既設設備へ影響を及ぼさ

ない範囲で撤去する。ただし，既設設備への影響を考慮し，主蒸気隔離弁漏えい制御系以外の機

能も有する範囲については，表 3-1に示すとおり今後も維持する。また，機能廃止範囲を図 3-1

に示す。 

表 3-1 今後も維持する範囲 

維持する範囲 維持する理由 

主蒸気第３弁 主蒸気管の機器クラスを当該弁により区分する。具体的

には，クラス２機器とクラス３機器を区分する。 

主蒸気内側隔離弁及び外側隔離弁間に

設置されているサプレッションプール

へのベントライン 

プラント停止時における主蒸気管の水抜きのため，ドレ

ンラインとして活用する。

図 3-1 主蒸気隔離弁漏えい制御系の機能廃止範囲 
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4. 撤去理由

主蒸気隔離弁漏えい制御系は，主蒸気管破断事故時等に主蒸気隔離弁からの漏えい蒸気を制御

するため設置したものである。島根２号機では，シート性能が向上した主蒸気隔離弁を採用して

いるため，主蒸気隔離弁の漏えい率検査では，判定基準に対し十分低い漏えい率であることを確

認しており，主蒸気隔離弁が高い信頼性を有していることから，主蒸気隔離弁の後備設備として

設置しておく必要性がなくなっている。 

このため，通常運転時に地震等が発生し，本系統配管の破損による蒸気や放射性物質の漏えい

リスク低減のために主蒸気隔離弁漏えい制御系を撤去する。

(1) 主蒸気隔離弁のシート性能向上

島根２号機の主蒸気隔離弁は，漏えいリスク低減を考慮した改良型を採用している。改良型と

は，弁座シート面と弁体が安定して接触するように従来型から弁体の上部ガイド径を縮小するこ

とで，シート性能を向上させている。図�4-1�に主蒸気隔離弁の全体図，図�4-2�に弁体の改良内

容の概略説明を示す。 

図 4-1 主蒸気隔離弁全体図 
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図 4-2 弁体改良内容の概略図 

(2) 主蒸気隔離弁漏えい率試験

島根２号機の主蒸気隔離弁漏えい率試験（全８弁，内側４弁，外側４弁）の結果を図 4-3及び

図 4-4に示す。判定基準 10％/dayに対し，漏えい率は十分低い結果となっている。 

図 4-3 主蒸気隔離弁漏えい率試験結果（内側弁） 
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図 4-4 主蒸気隔離弁漏えい率試験結果（外側弁） 
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